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要  旨  

 

本学位論文は，医療ソーシャルワーカー（Medical Social Worker：以下，MSW）

の退院援助における患者の家族に関する評価（以下，家族評価）のための情報収集

の実践について研究を行ったものである。  

患者の家族成員は，疾病の進行やその対処の良否に関係する正負の社会資源で

あるとともに，疾病の影響を受け，援助の対象にもなり得る存在である。そのた

め，患者および家族成員の退院後の療養環境等の調整を行う退院援助では，患者

の治療の継続や彼らの望む生活の実現に向けて経済的・心理的・社会的問題を予

測し，予防や早期の対応を行うために，家族評価が必要である。とりわけ，家族の

課題は，療養中の患者の課題，療養・介護を担う家族成員の課題，家族の人間関係

上の課題，それらを取り巻く家族の環境の課題など様々な課題が併存し，相互に

影響を及ぼし合っているため，的確な家族評価のためには広範な視点からの情報

収集が極めて重要である。そこで，本論文では，MSW の退院援助における家族評

価のための情報収集の内容とその実践状況，実践の促進に関連する要因について

実証的に明らかにすることを目的とした。  

第 1 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する先行

研究について確認した。その結果，ソーシャルワークの観点から検討が行われた

研究は僅少であり，要介護高齢者を対象とした退院援助のアセスメントツールや

退院支援実践の自己評価マニュアルの開発が試みられていたものの，家族に関す

る情報収集の視点が限定的であること，妥当性の検討が不十分であることなどの

課題を有しており，改めて指標の開発に取り組む必要があることが示された。  

第 2 章では，実践報告等を基に文献的検討を行い，退院支援において求められ

る家族評価のための情報収集の内容を明らかにした。その結果，【家族の課題の有

無を明らかにするための情報収集】および【家族の課題の背景を理解するための

情報収集】に関する 17 カテゴリー，84 コードが得られ，先行研究には提示されて

いなかった新たな内容が確認された。  

第 3 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の構造につい

て構造方程式モデリングを用いて検討した。その結果，【退院に対する家族の感情



と代弁機能】【家族の健康状態と介護力】【退院に向けた家族間のコミュニケーシ

ョン】【退院に対する家族の受容】【退院に向けた家族の役割機能】の 5 因子で構

成されることが明らかになり，その信頼性および構成概念妥当性が支持された。  

第 4 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践状況に

ついて，クラスター分析を用いて明らかにした。その結果，MSW は 3 つのクラス

ターに類型化され，実践に期待される視点を十分に有していると考えられた MSW

は全体の約 4 割にとどまっていたことが確認された。また，全体として退院の促

進に関する情報収集の実践頻度は高いものの，今後の生活を脅かす危険性のある

潜在的な課題に関する情報収集については実践に至っていない可能性が示された。

さらに，クラスター間において「家族のアセスメントに関する教育や研修」の複数

回の受講の有無に有意差が確認され，養成・現任教育における示唆が得られた。  

第 5 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践の促進

に関連する要因について，潜在ランク理論による分析および順序ロジスティック

回帰分析を用いて検討した。その結果，実践の促進には「職場外におけるロールモ

デルの有無」「スーパーバイザー・講師経験」「家族ライフサイクルモデルの学習経

験」が有意に関連していたことが明らかになった。  

第 6 章では，以上の結果をふまえて本学位論文の結論を述べた。まず MSW の退

院援助における家族評価のための情報収集の実践の背景には，医療機関側からの

早期退院への多大な期待と精神的な圧力があると考えられたことから，養成・現

任教育では援助に必要な在院日数を確保するため，医師や看護師等の関係職種に

対する交渉の技術とそれを支えるコミュニケーション技術を涵養する必要がある

ことを示した。そして，実践の促進に向けて，家族ライフサイクルモデルの援助実

践への活用・応用の視点等を養うこと，職場外の教育・支援体制や連携体制を整

え，MSW を支えるネットワークを構築することが求められることを提示した。  

なお，本学位論文の成果は，退院後の患者および家族成員の十全な療養生活の

実現に向けて MSW に求められる退院援助における家族評価のための情報収集に

ついて，必要な視点の文献的検討，因子構造の検討，実践状況の確認ならびに実践

の促進に関連する要因の探索を行い，MSW の実践能力の向上に寄与する資料を提

示できたことにある。  
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第 1 章 序論  

 

第 1 節 研究の背景  

 

 退院援助（退院支援）は，退院に伴って生じる経済的・心理的・社会的問題の予

防や早期の対応を行い，患者の治療の継続や患者および家族成員の望む生活を実現

することを目的とした援助である（厚生労働省  2002）。わが国に医療ソーシャルワ

ークが導入されて以来，取り組まれてきた医療ソーシャルワーカー（Medical Social 

Worker：以下，MSW）の主要な業務のひとつであるが（中野  2007），とりわけ 1980

年代以降においては，高齢化の進展に伴う社会的入院の増大を主因に医療財政を逼

迫していた医療費の抑制政策として打ち出された医療機能の分化・連携，在宅療養

の推進，平均在院日数の短縮化等の医療改革を推し進める具体的手段として期待が

寄せられてきている（高山  2019）。これに関して，医療ソーシャルワーカー業務指

針の策定時に健康政策局計画課の課長補佐として直接取りまとめに関わった椋野

（2013）は，時代の課題への対応として「老人でも精神障害者でも大きな問題とな

っていた退院（社会復帰）援助を業務の範囲の中で強調した」と述べている。また，

中野（2007）は，2002（平成 14）年の医療ソーシャルワーカー業務指針の改定にお

いて，これまで同項目に整理されていた「退院援助」と「社会復帰援助」が異なる

項目として改められたことについて，度重なる医療制度の改正によって円滑かつ早

期の退院が病院経営上不可欠となり，退院時の生活課題の解決に取り組んでいた

MSW の援助が求められたことを指摘している。  

MSW の退院援助への期待の大きさは，数度にわたる診療報酬改定によって退院

援助の評価が年々強化されている点からもうかがえる。退院に関して MSW が初め

て診療報酬上に明記されたのは，1983（昭和 58）年，老人保健法（現，高齢者の医

療の確保に関する法律）の老人診療報酬点数表の「退院時指導料」においてであり，

医師の指示を受けて薬剤師，保健婦，看護婦，栄養士，MSW 等が退院後の療養上必

要な指導を行った場合に算定できるという内容であった（厚生省保険局医療課・厚

生省保健医療局老人保健課編  1983）。その後， 2008（平成 20）年に新設された「退
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院調整加算」によって MSW である社会福祉士の退院援助が点数評価されることと

なった。これにより，退院調整のための体制の整備や医療機関による円滑な退院を

支援するための取り組みが推進され，2014（平成 26）年には退院支援部門に社会福

祉士等を配置することが条件となり，2016（平成 28）年に新設された「退院支援加

算」では退院支援体制をより強化している医療機関が高く評価されることとなった。

また，2018（平成 30）年には地域包括ケアシステム構築・深化のための取り組み強

化の一環として，入院しても住み慣れた地域で継続して生活するための支援や入院

前からの支援の強化，退院時の地域の関係者との連携等の入院早期から退院後まで

の切れ目のない支援を評価することを目的に「入院時支援加算」が新設されている。

2020（令和 2）年には，関係職種と連携し，入院前に身体的・社会的・精神的背景を

含めた患者情報の把握や退院困難な要因の有無の評価等を行い，病院職員との情報

共有や患者および家族成員への説明を実施した場合には，診療報酬の点数が高く評

価されるなど，入退院支援の取り組みがさらに推し進められている。これらを背景

に，愛知県の単病院における 2012（平成 24）年医療福祉相談室年報によると，相談

件数に占める退院援助の割合は 75％であり（村上  2020），2018（平成 30）年に全国

の MSW を対象に実施された質問紙調査では，退院援助が MSW の業務の半数以上

を占めているとの回答が 61.2％に上ったことが報告されるなど（丸山  2019），退院

援助は MSW の中心的な業務となっている。  

また，退院支援は，厚生労働省（2017a）が定めた「在宅医療の体制構築に係る指

針」によると，都道府県が確保すべき医療機能として「日常の療養支援」「急変時の

対応」「看取り」に並ぶ重要な機能であると示されている。現在，わが国における高

齢化率は 28.4％であるが，2065 年には 38.4％と約 3.9 人に 1 人が 75 歳以上になる

と推計されており（内閣府  2020），持続可能な社会保障制度を確保しながら後期高

齢者の増加に伴う医療需要の高まりに対応していくことが課題となっている。その

一方で，医療技術の進歩によって日常的に医療的ケアを要する小児や若年層の患者

も著増しており（田村ら  2016），成人に比して医療的ケアの必要度が圧倒的に高い

彼らのニーズに加え，家族介護者の負担軽減への対応も求められている（国立成育

医療研究センター  2015）。在宅医療は，これらに大きく寄与するものとして期待さ
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れ，診療報酬改定では在宅医療に対する加算措置等の評価の充実が図られていると

ころである。こうした近年の在宅医療ニーズの高まりを受けて，退院支援は，在宅

医療に向けた起点を設け，住み慣れた地域において療養や生活を継続していくうえ

で重要な役割を担っている。しかしながら，健康保険組合連合会（2008）が実施し

た調査では，在宅医療提供側の診療所および訪問看護ステーションが「病院側の退

院支援等の力量不足」を在宅医療への移行の阻害要因と認識しており，MSW には退

院援助に関する実践能力を向上させ，援助の質を高めていくことが重要課題となっ

ている。  

 

 

第 2 節 医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に

関する先行研究  

 

1．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の重要

性  

MSW による援助は，インテーク，アセスメント，プランニング，インターベンシ

ョンなど 8 つの局面によって展開される（日本ソーシャルワーク学会編  2013）。な

かでもアセスメントは，「必要な情報の収集と処理を通じ，クライエントとその生活

をめぐる問題と状況の構成や要因の理解と，援助計画と実践の展開に必要な情報の

系統的提供を目的にした援助活動の認識過程」（太田  1995）や「クライエントの現

在の問題を理解することに焦点化すること，問題解決のためのインターベンション・

プランを発展させることに焦点化することという 2 つの要素をもつプロセス」

（Northen 1987）であるといわれている。また，ケースの全貌を理解するための重要

な認識プロセスでもあり（Franklin et al. 1995），その良否はプランニングに影響を

及ぼし介入効果の高低を規定することから，ソーシャルワーク実践の中心的概念で

あるとされる（中村  2002）。そのため，アセスメントでは，必要となる情報を包括

的に収集するとともに客観的な視点から分析・評価することが求められ，退院援助

においては患者のみならずその環境等にも視点を向けることが不可欠である。  
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とりわけ患者の家族成員は，疾病の進行やその対処の良否に関係する正負の社会

資源であるとともに，疾病の影響を受け，援助の対象にもなり得る存在であり

（Steinglass et al. 1988），アセスメントの必要性が示唆される。前者の「患者の正負

の社会資源としての家族成員」に関して，先行研究では，家族成員の面会頻度が少

ない場合には精神科救急入院患者が再入院に至る可能性が有意に高いこと（遠田ら  

2014），血液透析患者（竹本ら  2009）やパーキンソン病患者（倉本ら  2017）の精神

的健康に家族機能が有意に関連していること，青年期の精神疾患患者の 3 割以上が

家族関係の悪化により受療行動が生起されていたこと（加藤ら  2018）が確認されて

いる。その他，慢性身体疾患患者（心血管疾患，脳卒中，がん，関節炎，糖尿病，

後天性免疫不全症候群，全身性エリテマトーデスの患者）を対象とした 52 編の研究

のランダム化比較試験（計 8,896 人の患者を対象）のメタ分析では，家族成員が治

療に関与することによって患者の心身の健康状態が改善する可能性が標準治療群に

比して 72～82％高いことが報告されている（Hartmann et al. 2010）。  

他方，後者の「援助の対象としての家族成員」に関して，特にがん患者の家族成

員は「第二の患者」と位置づけられ，支援の対象とされている（Rait et al. 1989）。

また，在宅医療においては要介護度（健康保険組合連合会  2008）および医療機器の

装着や病状管理を要する医療依存度（みずほ情報総研株式会社  2016）の高い患者が

少なくなく，家族介護者は多大な療養・介護負担を抱えていることが報告されてい

る。例えば，在宅で常時医療的ケアが必要な 18 歳未満の子どもの主介護者を対象と

した調査（みずほ情報総研株式会社  2016）では，「介護，見守りのための時間的拘

束に係る負担」や「医療的ケアの実施に係る負担」があると回答した人が 7 割以上

を占めていたことや，在宅脳卒中患者の主介護者を対象とした調査（渡邊ら  2013）

では，患者の介護による健康面への影響に対して約 7 割があると回答していたこと

が報告され，家族成員に対する支援の必要性が指摘されている。  

さらに，患者と家族成員の関係性に関する実証研究では，血液透析患者の家族介

護者の療養負担感が高いほど患者への療養継続困難感が高く（竹本ら  2008a），家族

介護者の療養継続困難感が高いほど患者の精神的健康が低下していること（竹本ら  

2008b）が報告されている。また，療養・介護負担によって家族介護者の精神的健康
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が低下し（Persson et al. 2015；野上ら  2016），介護者自身の健康障害のほか，最悪

の場合には，介護放棄（桐野ら  2012）や虐待，殺害，心中等の介護殺人（湯原  2011）

を招く危険性が指摘されている。  

以上をふまえるならば，退院援助では，患者と家族成員双方の健康障害を予防し，

患者の療養継続と彼らの望む生活を実現するため，適切な患者の家族に関する評価

（以下，家族評価）に基づき，療養中および退院後の家族の課題を予測する観点か

ら援助にあたることが求められる。特に，家族の課題に関しては，療養中の患者，

療養・介護を担う家族成員，家族の人間関係，それらを取り巻く家族の環境等に関

する様々な課題が併存し，相互に影響を及ぼし合っているため（全国訪問看護事業

協会  2000），十分な家族評価を行うためには，広範な視点からの情報収集が不可欠

である。また，現在，平均在院日数の短縮化に向けて MSW には迅速な退院援助が

求められているが，患者に同居家族がいる場合には，家族機能の評価とともに家族

間調整等を要し，在院日数が長期化することが報告されている（竹本  2017）。その

ため，早期退院を実現するためにも家族評価のための情報収集に関する実践は重要

であるといえる。  

 

2．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る先行研究  

MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関連する先行研究では，

要介護高齢者を対象とした退院援助に関するアセスメントツール（小原  2012）や

MSW による退院支援実践の自己評価マニュアル（小原ら 2017）が開発され，ソー

シャルワークの視点から退院援助におけるアセスメント項目の提示が試みられてい

る。  

このうち，要介護高齢者を対象とした退院援助に関するアセスメントツール（小

原  2012）は，今後さらなる高齢化の進展が見込まれるわが国の退院援助に有用な視

点が提示されている一方で，退院援助の対象には乳幼児を含む若年者等も含まれる

ことから，クライエントの年齢・年代を問わずに情報収集の項目を提示することも

必要であると考えられる。本研究では，クライエントの年齢・年代等に依らずに家
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族評価のための情報収集について検討することを目的とすることから，小原（2012）

のアセスメントツールにおいて提示された項目のみを用いて MSW の退院援助にお

ける家族評価のための情報収集の実践状況を測定することは困難であると考えられ

た。  

また，MSW による退院支援実践の自己評価マニュアル（小原ら  2017）は，各項

目の定義と評価のポイントを熟読し自身の実践を振り返ることによって，専門職性

を高めるためのツールとなり得るものであり，患者および家族成員に関するアセス

メントについては，「本人・家族に対する実践プロセスの自己評価項目」において支

援の方向性とポイントが示されている。しかしながら，支援プロセスとアウトカム

を評価することを目的としているため，家族に関する情報収集の項目は 7 項目にと

どまり，その視点は限定的である。さらに，信頼性や妥当性の検討が行われていな

いことから，本研究の MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践

状況の測定項目への使用には適さないと考えられた。  

その他，家族のアセスメントに関する研究は看護学の領域でも行われており，家

族システム論や家族発達理論等を理論的基盤に様々なアセスメントモデルが開発さ

れている。例えば，国外では家族アセスメント・介入モデル（Barkey et al. 1990），

フリードマン家族アセスメントモデル（Friedman 1998），カルガリー家族アセスメン

トモデル（Wright et al. 1984），国内では家族生活力量モデル（家族ケア研究会  2001），

渡辺式アセスメントモデル（渡辺  2004）などである。このうち，渡辺式アセスメン

トモデル（渡辺  2004）は，家族の健康と看護援助に向けて，家族における問題とそ

の背景を構造化して理解するために必要な援助者の思考プロセスをモデル化したも

のであり，このモデルに基づいて看護師による退院支援に関する事例検討を行った

研究（久倉ら  2014）なども確認される。しかしながら，家族の健康の向上を目標と

する家族看護と，福利（ウェルビーイング）の増進を目標とするソーシャルワーク

では，患者の生（LIFE）に対する視点が異なり，医療専門職が生死，生命維持や生

殖，人体の体温やホルモンバランス等の恒常性など，生命を起点として患者および

家族成員の療養生活，社会生活，人生へと目を向ける一方で，福祉専門職は患者お

よび家族成員の生き甲斐等の価値観や人生観，生き様など，人生を起点として社会
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生活，療養生活，生命に目を向けることが指摘されている（田中  2008b）。本研究で

は，ソーシャルワークの観点から MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集の検討を行うことから，看護学のアセスメントモデルをそのまま適用するには

限界があると判断した。  

 

 

第 3 節 本研究の目的と論文の構成  

 

1．本研究の目的  

 MSW には，退院援助において的確な家族評価のための情報収集が求められるも

のの，そのために必要なソーシャルワークの視点を提示した研究は僅少であり，統

計学的手法を用いてその信頼性と妥当性の検討が十分に行われている指標は皆無で

ある。それゆえ，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する実践

状況やその促進に関連する要因等について定量的な手法を用いて検討した研究は行

われていない。  

そこで，本研究では MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の内容

を確認したうえでその構造を明らかにし，MSW の適切な家族評価のための情報収

集の実践を可能にするための指標開発に取り組むとともに，養成・現任教育におけ

る示唆を得るため，家族評価のための情報収集に関する実践の促進に関連する要因

を検討すること目的とした。  
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2．本論文の構成  

 本論文の具体的な研究目的と構成する章は以下のとおりである（図 1）。  

 

1）目的 1 

 退院支援に関する実践報告等を基に，退院支援に

おいて求められる家族評価のための情報収集の内容

を確認する（第 2 章）  

 

2）目的 2  

MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集の測定項目を設定し，その構造を明らかにする

（第 3 章）  

 

3）目的 3  

 MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集の実践状況を明らかにする（第 4 章）  

 

3）目的 4 

 MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集に関する実践の促進に関連する要因を明らかに

する（第 5 章）  

 

4）目的 5 

 目的 1～4 の結果をふまえ，MSW の退院援助にお

ける家族評価のための情報収集に関する実践を促進

するための教育・支援に関する提言を行う（第 6 章） 

 

 
図 1 本論文（研究）の展開過程 

退院支援における

家族評価のための情報収集の

内容の確認

医療ソーシャルワーカーの

退院援助における

家族評価のための情報収集の

実践の測定項目および構造の検討

医療ソーシャルワーカーの

退院援助における

家族評価のための情報収集の

実践状況の類型化

医療ソーシャルワーカーの

退院援助における

家族評価のための情報収集の

実践の関連要因の探索

医療ソーシャルワーカーの

退院援助における

家族評価のための情報収集の

実践を促進するための

教育・支援に関する提言
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第 4 節 本研究における用語の定義  

 

1．退院支援および退院援助  

退院支援は，退院支援を行う専門職の学問的基盤である社会福祉学（厚生労働省  

2002；日本精神保健福祉士協会  2014）および看護学（宇都宮  2011）における定義

を参考に，「生活と傷病や障害の状況から退院に伴い生ずる経済的・心理的・社会的

問題の予防や早期の対応を行うため，専門的知識および技術に基づき，これらの諸

問題の評価や予測により，問題の解決，調整に必要な援助を行うこと」と定義した。  

なお，本研究における表記では，MSW や看護師等の専門職に共通する退院に関す

る支援を「退院支援」，その中でも MSW が行う退院支援を「退院援助」とし，両者

を区別した。  

 

2．家族  

 現在，核家族化や少子高齢化，未婚化・晩婚化，離婚件数の増加等に伴って家族

の形態や範囲は多様化しており，家族について一義的に定義づけることは極めて困

難である（山田  1986）。また，社会福祉学や看護学では，家族の概念や形態を固定

化せず複眼的に捉えることが求められており（鈴木  2006b；宮崎  2015），臨床現場

ではこの視点に基づいて援助が行われていると考えられる。そのため，本研究では

客観的な定義を用いた家族の概念化は行わず，クライエントや援助者等の個々人の

主観的な家族の捉え方に依拠することとした。  

 なお，家族に関する表記については，患者を含む家族の全体性を意識する場合に

は「家族」，患者を除く個々の家族成員を意識する場合には「家族成員」とした。  

 

3．医療ソーシャルワーカー  

医療ソーシャルワーカー業務指針（厚生労働省  2002）における MSW の配置先の

病院，診療所，介護老人保健施設，精神障害者社会復帰施設，保健所，精神保健福

祉センター等の保健医療機関のうち，医療機関に限定し，MSW を「医療機関に勤務

するソーシャルワーカー（社会福祉士および精神保健福祉士を包む）」とした。   
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第 2章 日本の退院支援における家族評価のための情報収集に関する文献

的検討  

 

第 1 節 研究目的  

 

第 1 章のとおり，MSW の退院援助では適切な家族評価に向けて情報収集が十分

に行われる必要があるが，小原ら（2017）が示した MSW による退院支援実践の自

己評価マニュアルでは，支援プロセスおよびアウトカムを対象としているため，家

族に関する情報収集の項目は 7 項目と少数であり，その視点は限定的である。また，

小原（2012）が開発した要介護高齢者を対象とした退院援助におけるソーシャルワ

ークアセスメントツールについては，高齢化が進展する中でも退院援助の対象には

若年者等も含まれるため，全年齢層を対象に患者および家族成員の課題の理解およ

び予防的観点からの援助に必要な包括的な視点を明らかにする必要もあると考えら

れることなどの課題を有している。そのため，現在の研究段階では，ソーシャルワ

ークの観点から退院援助において求められる家族評価のための情報収集に関する具

体的かつ詳細な項目が提示されているとは言い難い状況にある。  

そこで，本章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する

項目の提示に有用な資料を得ることをねらいに，その第一段階として退院支援に関

する実践報告等を基に，わが国の退院支援において求められる家族評価のための情

報収集の内容を確認することを目的とした。  

 

 

第 2 節 研究方法  

 

1．文献の収集方法  

 文献検索は，医学中央雑誌 Web 版を用いて 2017（平成 29）年 7 月に行った。検

索用語は，第一段階では‘医療ソーシャルワーカー  or 退院調整看護師’‘退院支援  

or 退院援助’とし，退院支援に従事する専門職の援助実践に関する文献を収集した。
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次いで第二段階では，退院支援における家族評価のための情報収集に必要な視点を

包括的に把握することを目的に，日常的に患者および家族成員と関わる看護師の支

援内容を包む広義の退院支援に関する文献を収集するため，‘退院’‘支援  or 援助’

を検索用語に設定し，文献を収集した。文献の選定基準は，①国内の文献であるこ

と，②文献のタイトルと要旨から退院支援に関する文献であると判断されること，

③本文に家族に関する記載がみられること，④会議録以外の文献であることの 4 点

とし，これらすべてを満たす文献を分析対象とした。なお，国外の文献は，医療保

険制度や社会情勢，文化等においてわが国と相当の差異があることから，本章の研

究では国内の文献に限定して検討することとした。  

 以上における文献の収集方法は，メタスタディの方法論（Paterson et al.＝2010）

を参考にした。  

 

2．分析方法  

 分析では，まず分析対象文献から退院支援における家族に関する情報収集の内容

および支援を促進・阻害する家族の要因等が記載されている部分をデータとして抽

出した。次いで，それらを意味内容の類似性により分類整理し，コードおよびカテ

ゴリーを生成し，カテゴリー間において類似の内容が確認できなくなるまで統合し，

コア・カテゴリーを生成した。   

また，分析においてデータをコードに集約する際には，その解釈の可能性をデー

タで確認する作業を繰り返し，データ解釈の厳密性とその妥当性の要請に応えた。

さらに，コード同士，コードとカテゴリー，カテゴリー同士，カテゴリーとコア・

カテゴリー，コア・カテゴリー同士についても比較分析の作業を継続した。さらに，

MSW としての臨床経験を有する大学教員 2 人の協力のもと確認を重ね，分析内容

の妥当性を確保した。  

なお，分析にあたっては，まず患者および家族成員の特徴に応じて文献の分類を

行い，一覧にした。そして，退院支援における家族評価のための情報収集の内容に

関するコード，カテゴリー，コア・カテゴリーの一覧では，各コードの基となった

データの患者および家族成員の特徴に〇印を記し，どのような特徴を有した患者お
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よび家族成員の退院支援におけるデータからコードが生成されていたのかを確認で

きるようにした。  

以上の分析方法は，先述のメタスタディの方法論（Paterson et al.＝2010）に加え，

定性的コーディング（佐藤  2006；2008）も参考にした。  

 

3．倫理的配慮  

公表されている文献を分析対象とし，倫理的侵害はないことを確認した。また，

当該文献の記載内容を記述する際には，個人名や機関名等が特定されないように配

慮した。  

 

 

第 3 節 研究結果  

 

文献検索の結果，第一段階では 433 編，第二段階では 10,092 編（第一段階と重複

する文献を含む）が抽出され，4 点の基準に該当した 78 編（表 1-1，表 1-2）の文献

を分析対象とした。  

 

1．分析対象文献の概要  

 分析対象文献の概要は表 2 のとおりであった。患者および家族成員の特徴に基づ

いて文献を分類したところ，「精神疾患患者・家族成員」が 35 編（44.9％）（35 編に

は「精神科長期入院患者・家族成員」14 編（17.9％），「認知症患者・家族成員」6 編

（7.7％），「統合失調症患者・家族成員」3 編（3.8％）を含む）と最多であり，「急性

期患者・家族成員」および「その他の家族機能が脆弱な患者・家族成員」が 8 編

（10.3％），「小児患者・家族成員」が 7 編（9.0％），「高齢患者・家族成員」が 6 編

（7.7％），「終末期患者・家族成員」が 5 編（6.4％），「回復期患者・家族成員」「慢

性期患者・家族成員」ならびに「記載なし」が 3 編（3.8％）であった。研究方法は

定性的研究（事例研究を含む）が 62 編（79.5％）を占めた。また，退院支援実践の

主たる援助者に着目し，例えば看護師が主導して他職種に働きかけていた場合は「看  
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文献
番号

記載文献

1 阿部庸子，藍　真澄，金子美智子ほか（2007）．大学病院における高齢者早期退院の阻害要因に関する検討．日本老年医学会雑誌，44（5）：641-647．

2
明渡立樹，前田友子，新延せい子ほか（2014）．精神科急性期病棟で「触れる・対話」に焦点をあてた家族関係調整―ハンドマッサージをコミュニケーション
ツールにしての絆の深まり．日本精神科看護学術集会誌，57（1）：222-223．

3
穐本純恵，西田忠信，中村早苗（2014）．回復期リハビリテーション病棟看護職の退院支援の現状と自己効力感との関係．日本看護学会論文集 地域看護，
44：55-58．

4
千葉進一，谷口都訓，谷岡哲也ほか（2009）．地域移行型ホームに入所するための4カ月間の退院支援を受けた精神科の長期入院患者の思いの検討．香
川大学看護学雑誌，13（1）：109-115．

5
藤川和恵，湊由季子，井上雄二（2014）．退院への意欲を引き出す諦めないかかわり―長期入院患者に対する退院支援．日本精神科看護学術集会誌，57
（2）：321-325．

6 藤澤　匡，徳増裕宣，山田陽子（2016）．18トリソミー児の退院支援の取り組み．日本新生児看護学会誌，22（2）：18-21．

7
船木由美子（2016）．精神科長期入院患者家族の退院支援に必要な要素―意識調査を通して見えてきたもの．日本看護学会論文集 精神看護，46：213-
215．

8
原 大貴，中瀬裕絵，角田 愛（2014）．長期臥床患者の自宅退院支援に関わって―家族への支援と，社会資源活用の視点から振り返る．信州大学医学部
附属病院看護研究集録，42（1）：24-29．

9
原 清江，三井彩子，内田 緑（2014）．入退院を繰り返す高齢独居心不全患者の退院支援の有効性．信州大学医学部附属病院看護研究集録，42（1）：19-
23．

10 畠山貴満，田辺有理子（2011）．精神科長期入院患者の退院支援における看護師の困難感．日本精神科看護学会誌，54（3）：56-60．

11 畠山祐志（2016）．患者・家族の主体性と自己決定を支える退院支援―地域ネットワークの活用を通して．リハビリナース，9（1）：28-33．

12 平内郁子（2016）．不全麻痺がある独居患者の退院における意思決定支援．市立三沢病院医誌，23（1）：31-34．

13
広瀬貴大，高木真希，久世美樹ほか（2014）．急性期病院において退院調整の必要な患者の家族が退院先を決定するまでの思い．日本看護学会論文集 地
域看護，44：67-70．

14
久倉千登勢，平田恵美（2014）．精神遅滞患者の退院を拒んでいる母親への看護介入―渡辺式アセスメントモデルを用いて．日本精神科看護学術集会誌，
57（3）：162-166．

15
堀越美香（2016）．精神科看護師が感じる退院支援上の困難―入院5年以上になる閉鎖病棟患者のケアに焦点をあてて．日本精神科看護学術集会誌，59
（1）：404-405．

16
堀内 亮，西田崇大，山本啓太（2007）．ソーシャルワーカー主導のケース・カンファレンスを契機として早期退院が実現した統合失調症の1例．医療，61（9）：
609-612．

17 井口千春（2016）．認知症患者の退院支援―周辺症状の改善，多職種協働，地域連携，そして家族への支援．精神科看護，43（10）：27-31．

18 猪尾桜子（2015）．精神科デイケア利用に向けた退院支援―退院に拒否的な家族との関係調整．日本精神科看護学術集会誌，58（1）：382-383．

19 井上奈穂美（2015）．急性期病院から在宅移行する終末期がん患者の退院支援における看護援助内容と課題．せいれい看護学会誌，6（1）：1-7．

20 石川かおり，葛谷玲子（2013）．精神科ニューロングステイ患者を対象とした退院支援における看護師の困難．岐阜県立看護大学紀要，13（1）：55-66．

21
岩井さとみ，大藤留美，切畑亜矢子ほか（2010）．家族機能へのアプローチを行った退院支援―“家族の了解を得た退院”を実現するために家族調整を行っ
て．日本精神科看護学会誌，53（3）：198-202．

22
岩崎友理子，横山夕里子，押見知昭ほか（2012）．老老介護など様々な問題を抱えた患者の自宅退院を支援して―固定チームカンファレンスを行い困難事
例患者の自宅退院を支援した一例．日本リハビリテーション看護学会学術大会集録，24：163-165．

23
香川由美子，野原恵子，林 まりほか（2002）．高齢者の退院先の選択決定に関与する要因の検討―家族機能に焦点を当てて．日本看護学会論文集 老人
看護，32：98-100．

24
梶田 賢，今倉千愛，松葉智之（2014）．レビー小体型認知症患者に対する熟練看護師の退院へのアプローチ―どのようにアセスメントし，どのような工夫を
しているのか．日本精神科看護学術集会誌，57（1）：186-187．

25 神林ミユキ，原　靖子，橋本澄春ほか（2010）．「退院困難」と判断する指標の検証―ソーシャルワーカーの立場から．日本農村医学会雑誌，59（2）：86-91．

26
菅野睦美，馬場香織，大竹眞裕美（2015）．退院を回避するため行動化を繰り返していた患者への退院支援―援助関係形成と家族看護エンパワーメントモ
デルの視点での看護実践の分析．日本精神科看護学術集会誌，58（3）：94-98．

27 樫葉雅人，田邊徳樹，田中博也（2016）．患者・家族支援により在宅へと移行した1事例―認知症患者の退院支援は困難か?．精神科看護，43（10）：17-21．

28 柏木ゆきえ（2013）．機能障害を来たした患者の退院支援における看護師の家族機能の捉え方に関する研究．岩手看護学会誌，17（1）：3-12．

29
河合秀樹（2016）．独居高齢者の退院支援の一例―独居高齢者と家族の思いのコンフリクト介入とエンパワメント・社会資源へのアプローチ．リハビリナー
ス，9（1）：16-21．

30
木本未佐子，峯岸瑞樹，加藤星花（2014）．他職種連携による精神科慢性期患者の退院調整―退院困難な患者へのアプローチと看護師の意識．日本精神
科看護学術集会誌，57（3）：111-115．

31 木村俊一，押野見恵美子，曵地洋祐ほか（2013）．入院初期に家族が感じる退院阻害要因．日本精神科看護学術集会誌，56（1）：312-313．

32 木下良子（2015）．退院・転院を嫌がる家族に対する退院支援．整形外科看護，20（9）：98-100．

33
窪田 聡，玉城さとみ，平良明子ほか（2014）．長期入院患者の退院支援におけるアプローチ―事例を通して見えてきた効果的な退院支援．日本精神科看護
学術集会誌，57（1）：264-265．

34 黒木信之（2004）．医療機関間ネットワーク形成による患者本位で効率的な退院援助．総合ケア，14（11）：41-48．

35
黒澤佳代子，池田清子，河村麻佐子ほか（2016）．急性期病院の病棟看護師が行う退院支援の現状―がん，慢性疾患の違いに焦点をあてて．神戸市看護
大学紀要，20：69-77．

36
葛谷玲子，藤澤まこと（2015）．精神科急性期治療期間を超過した患者のさらなる入院長期化を防止するために必要な看護．岐阜県立看護大学紀要，15
（1）：43-53．

37
眞栄城政直，仲松美佳江，城間正幸（2014）．問題解決志向アプローチを活用した退院支援―患者の強みを活かした退院支援．日本精神科看護学術集会
誌，57（1）：254-255．

38
牧野英之，山本克子，中村佳史ほか（2015）．家族に対して暴力行為のある精神障がい者の退院支援―自宅への退院に繋がった医療観察法入院患者の一
事例．日本看護学論文集 精神看護，44：238-241．

39
丸山朋子，逸見尚子，野間治義ほか（2016）．精神疾患合併妊婦からの出生児の特徴と退院支援に関する検討．日本周産期・新生児医学会雑誌，52（1）：
36-42．

40 松添サチ，辻本眞由美（2016）．回復期リハビリテーション病棟の退院支援における問題点．日本看護学会論文集 慢性期看護，46：122-125．

表1-1　分析対象文献の一覧
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文献
番号

記載文献

41
三浦由江，西迫はづき，木下良子ほか（2015）．救急搬送された家族機能不全の身元不明患者への支援．国立病院機構熊本医療センター医学雑誌，15：
185-189．

42 宮地普子（2007）．退院支援における家族へのアプローチ―終末期がん患者の在宅生活を支援した事例から．砂川市立病院医学雑誌，24（1）：107-113．

43
宮本大輔，小原弘嗣，伊藤 隆ほか（2015）．家族が受け入れを拒否している長期入院患者に対する退院支援における看護者の視点．日本精神科看護学術
集会誌，58（1）：52-53．

44 宮本美奈子（2015）．事例紹介―認知症疾患に対する退院支援．整形外科看護，20（9）：918-921．

45 中野真希，東　恵子，清札智子ほか（2014）．急性期脳神経外科病棟看護師の退院支援における困難．日本看護学会論文集 成人看護Ⅰ，44：122-125．

46
難波秀子（2015）．精神科の長期入院患者に対する退院支援―自宅退院までには結びつけることができなかった事例を振り返り，今後の支援を考える．日本
精神科看護学術集会誌，58（3）：268-272．

47
南原聡美，内山直美，廣川沙織ほか（2012）．NICUから在宅療養に向けた退院支援―腹膜透析・経管栄養・ストマ管理．信州大学医学部附属病院看護研究
集録，40（1）：60-62．

48 根本恵理，大槻久美（2012）．急性期医療を担う病院における退院調整看護師の現状と課題．日本看護学会論文集 看護総合，42：253-256．

49 二宮啓子，森田惠子，半田浩美ほか（2000）．小児ネフローゼ症候群のクリティカルパス作成へ．日本看護学会論文集 小児看護，30：97-99．

50
大橋定明（2006）．精神科病院長期入院患者の退院援助についての一考察―ソーシャルワーカーからの聞き取り調査に基づいたケーススタディ．KGPS
review: Kwansei Gakuin policy studies review，6：1-30．

51
沖佐々木直恵，中島亜友美，後藤ヨシエほか（2014）．退院支援の阻害要因分析―訪問看護師・病棟看護師・外来看護師への調査から．日本看護学会論文
集 地域看護，44：89-92．

52
大森結実，田口淳子，加藤政子ほか（2015）．慢性疾患患者の退院後の療養生活からみた病棟看護師による退院支援内容の検討―退院支援ハイリスク者
事例に関する看護記録とインタビューから．東北大学医学部保健学科紀要，24（2）：77-88．

53
恩田高弘，星野かおる，柳橋 稔（2012）．社会復帰に向けた環境調整における看護師の役割―PSWとの連携に焦点をあてて．日本精神科看護学術集会
誌，55（1）：436-437．

54 小野美喜（2006）．回復期リハビリテーション病棟看護師の自宅への退院援助プロセス．日本看護研究学会雑誌，29（1）：97-105．

55
太田桂子（2015）．医療的ケアを必要とする認知症の患者が日中独居になってしまうが，「犬と一緒に過ごしたい」気持ちを家族と他職種で支え合い退院調整
を行ったケース．プロフェッショナルがんナーシング，5（5）：72-73．

56
大竹まり子，田代久男，齋藤明子ほか（2004）．山形大学付属病院における退院困難質的研究の特徴と地域医療連携センター退院支援部門の役割に関す
る検討．山形医学，22（1）：57-69．

57
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本文での表記 本文での表記

53 統合失調症患者と感情表出が強い家族成員 多職種 定性的 6 18トリソミー児・家族成員 多職種 定性的

39 精神疾患合併妊婦・出生児 記載なし 定量的 49 特発性ネフローゼ症候群患児・家族成員 看護師 定性的

37
アルコール依存症とうつ病を発症し，

入退院を繰り返す患者・家族成員
看護師 定性的 73 遺伝性疾患患児・家族成員 看護師 定性的

66
家族成員の影響で意思決定が困難であった

精神科病棟のうつ病患者
看護師 定性的 70 NICUの長期人工呼吸管理患児・家族成員 記載なし 定量的

2 精神科急性期治療病棟の入院患者・家族成員 看護師 定性的 69 人工呼吸器を装着し，自宅退院する患児・家族成員 看護師 定性的

14 精神科急性期治療病棟の入院患者・家族成員 看護師 定性的 67 Post-NICU病床入室児・家族成員 看護師 定性的

31 急性期閉鎖病棟の入院患者・家族成員 記載なし 定量的 47 在宅療法困難と思われたNICU入院患児・家族成員 看護師 定性的

36 精神科急性期治療期間を超過した患者・家族成員 看護師 定性的 74 急性期病院の脳内出血患者・家族成員 看護師 定性的

58
精神科救急入院料加算の対象であり，

退院支援パスを使用した患者・家族成員
記載なし 定量的 45

急性期脳神経外科病棟の
脳神経疾患患者・家族成員

看護師 定性的

38
医療観察法入院となった精神疾患患者と

自宅退院を拒む家族成員
多職種 定性的 13

退院調整が必要な急性期病院の
入院患者・家族成員

看護師 定性的

30 精神科慢性期患者・家族成員 多職種 定性的 48 急性期医療を担う病院の入院患者・家族成員 看護師 定性的

64 精神疾患患者・家族成員 看護師 定性的 25 急性期病院の入院患者・家族成員
医療ソーシャル

ワーカー
定性的

46
統合失調症と知的障害がある

精神科長期入院患者・家族成員
多職種 定性的 34 急性期病院の入院患者・家族成員

医療ソーシャル
ワーカー

定性的

5 退院を諦めていた精神科長期入院患者・家族成員 看護師 定性的 60 急性期病院の入院患者・家族成員 看護師 定量的

75 家族成員と疎遠である長期入院患者 看護師 定性的 56 大学病院の入院患者・家族成員 看護師 定量的

26
退院を回避するための行動を繰り返す

閉鎖病棟長期入院患者・家族成員
看護師 定性的 3 回復期リハビリテーション病棟の入院患者・家族成員 看護師 定量的

33 退院拒否が強い精神科長期入院患者・家族成員 看護師 定性的 40 回復期リハビリテーション病棟の入院患者・家族成員 看護師 定量的

21
精神科長期入院患者と

退院に関する受け入れ拒否が強い家族成員
看護師 定性的 54 回復期リハビリテーション病棟の入院患者・家族成員 看護師 定性的

43 家族成員が受け入れを拒否している長期入院患者 看護師 定性的 35 がん患者・家族成員および慢性疾患患者・家族成員 看護師 定量的

15 入院5年以上の精神科閉鎖病棟患者・家族成員 看護師 定性的 72 透析導入患者・家族成員 看護師 定性的

4 精神科長期入院患者・家族成員 記載なし 定量的 52
退院支援ハイリスク者と判断された

慢性疾患患者・家族成員
看護師 定性的

7 精神科長期入院患者・家族成員 看護師 定量的 76 高齢の終末期直腸癌患者・家族成員 看護師 定性的

10 精神科長期入院患者・家族成員 看護師 定性的 19
急性期病院から在宅移行する
終末期がん患者・家族成員

看護師 定性的

65 精神科長期入院患者・家族成員 看護師 定性的 61 在宅療養を望む終末期がん患者・家族成員 看護師 定性的

20 精神科ニューロングステイ患者・家族成員 看護師 定性的 42 終末期がん患者・家族成員 看護師 定性的

50 精神科病院長期入院患者・家族成員
医療ソーシャル

ワーカー
定性的 77 慢性心不全終末期患者・家族成員 看護師 定性的

24 レビー小体型認知症患者・家族成員 看護師 定性的 12 不全麻痺がある独居患者・家族成員 看護師 定性的

27
アルツハイマー型認知症と血管性認知症の

混合型認知症患者・家族成員
多職種 定性的 22

老老介護と家族機能の脆弱性から
自宅退院が困難と予測された患者・家族成員

多職種 定性的

78
高齢者専門病院の認知症専門病棟の

入院患者・家族成員
看護師 定性的 41 家族機能不全の身元不明患者

医療ソーシャル
ワーカー

定性的

17 認知症患者・家族成員 多職種 定性的 28 機能障害を来たした患者・家族成員 看護師 定性的

44 認知症患者・家族成員 多職種 定性的 11
経済的問題がある患者と

問題解決への動きが消極的なキーパーソン
医療ソーシャル

ワーカー
定性的

55 認知症患者・家族成員 多職種 定性的 59
重度麻痺と高次脳機能障害が残存した患者と

関与に消極的なキーパーソン
医療ソーシャル

ワーカー
定性的

18 統合失調症患者・家族成員 看護師 定性的 32
レビー小体型認知症患者と
退院（転院）を拒む家族成員

医療ソーシャル
ワーカー

定性的

16
精神科救急病棟の医療保護入院となった

統合失調症患者・家族成員
医療ソーシャル

ワーカー
定性的 62 退院段階にある患者の退院を拒む家族成員 看護師 定性的

63
家族成員への暴力行為がある統合失調症患者と

退院を拒む家族成員
多職種 定性的 51 入院患者・家族成員 看護師 定量的

9 入退院を繰り返す高齢独居心不全患者・家族成員 看護師 定性的 57 入院患者・家族成員 記載なし 定量的

29 退院先の意向が相違した独居高齢者・家族成員
医療ソーシャル

ワーカー
定性的 68 入院患者・家族成員 記載なし 定量的

8

定量的

23 高齢患者・家族成員 記載なし 定量的

71 要介護認定軽度者・家族成員
医療ソーシャル

ワーカー
定性的

1 大学病院の高齢入院患者・家族成員 記載なし

認
知
症
患
者
・
家
族
成
員

そ
の
他
の
家
族
機
能
が
脆
弱
な
患
者
・
家
族
成
員

統
合
失
調
症
患

者
・
家
族
成
員

記
載
な
し

高
齢
患
者
・
家
族
成
員

意思疎通が困難な長期臥床高齢患者・家族成員 看護師 定性的

※3： 研究方法に関して「定量的」は定量的研究，「定性的」は定性的研究（事例研究を含む）を示す．

退院支援者は，実践の主たる専門職に着目し，例えば看護師が主導して他職種に働きかけてい
た場合は「看護師」とし，文献の主旨が多職種連携に関するものであった場合は「多職種」と表記
した．

※2：

患者および家族成員の特徴は，当該文献内の記述に基づいて表記し，その内容に応じて分類し
た．なお，複数の項目に該当する文献は，当該文献の主旨をより反映していると考えられた項目
に分類した．

※1：

精
神
疾
患
患
者
・
家
族
成
員

小
児
患
者
・
家
族
成
員

急
性
期
患
者
・
家
族
成
員

精
神
科
長
期
入
院
患
者
・
家
族
成
員

回
復
期
患
者
・

家
族
成
員

慢
性
期
患
者
・

家
族
成
員

終
末
期
患
者
・
家
族
成
員

表2　分析対象文献の概要

文献
番号

患者および家族成員の特徴※1
退院

支援者※2

研究

方法※3
文献
番号

患者および家族成員の特徴※1
退院

支援者※2

研究

方法※3

分類 分類
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護師」，文献の主旨が多職種連携に関するものであった場合は「多職種」として文献

を分類したところ，「看護師」が 48 編（61.5％），「多職種」が 11 編（14.1％）「MSW」

が 10 編（12.8％）であった。なお，文献は 2000（平成 12）年～2016（平成 28）年

に発表されていた。  

 

2．退院支援における家族評価のための情報収集の内容  

78 編の分析対象文献から 431 のデータが得られ，それを内容の類似性によって整

理したところ，84 コード，17 カテゴリー，2 コア・カテゴリーに分類された（表 3）。  

以下，【 】内をコア・カテゴリー，《 》内をカテゴリー，［ ］内をコードとして

示す。  

【家族の課題の有無を明らかにするための情報収集】は，《家族の理解状況》《退

院に関する家族の方向性》《退院に向けた家族の適応力》《患者に対する家族のサポ

ート》《家族の役割の状況》《家族の介護力》《家族の経済状況》《家族の不安》《家族

の社会資源の認識》の 9 カテゴリー，54 コードから構成され，退院支援において専

門職の介入を要する家族の課題の有無について明らかにするための内容であった。  

【家族の課題の背景を理解するための情報収集】は，《家族形態および家族成員の

属性》《家庭環境》《家族システム内の相互作用》《家族の勢力》《家族機能》《家族の

コミュニケーション》《患者および家族成員の思い》《家族の関係性》の 8 カテゴリ

ー，30 コードで構成され，退院支援において専門職の介入を要する家族の課題の背

景に関して，特に家族システム論の視点から理解し，適切な介入へとつなげるため

の内容であった。  
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精
神

高
齢

小
児

急
性
期

回
復
期

慢
性
期

終
末
期

そ
の
他

な
し

コード カテゴリー コア・カテゴリー

〇 〇 〇 〇 〇 〇 疾病や病状，治療等に対する患者および家族成員の理解の程度（15）

〇 〇 〇 〇 疾病や発症前後の変化に対する患者および家族成員の受容の状況（6）

〇 患者の病状改善やリハビリテーションに対する家族成員の過剰な期待（1）

〇 〇 〇 〇 〇 退院に対する患者および家族成員の理解の程度（8）

〇 〇 〇 退院に関する家族の意向の一致（3）

〇 〇 〇 〇 〇 退院に関する家族の意向の不一致（9）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 退院後の生活に関する患者および家族成員の意向（9）

〇 〇 〇 〇 〇 退院先に関する家族の意向（9）

〇 在宅での看取りに関する家族の意向（1）

〇 〇 〇 〇 家族成員が退院後の患者の身元を引き受ける気持ちの有無（15）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 退院後の生活のイメージ等，今後に関する家族の見通し（20）

〇 家族成員が患児のもつ可能性を考えられるかどうか（1）

〇 〇 〇 〇 退院に向けた問題を解決する家族の力の程度（4）

〇 〇 退院に向けた家族成員の行動の積極性（3）

〇 退院に向けた家族成員の行動の適切性（1）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 退院支援に対する家族成員の協力の程度（9）

〇 〇 〇 家族成員の来院拒否や音信不通（7）

〇 〇 〇 〇 家族成員の退院（転院）拒否（9）

〇 〇 〇 〇 家族成員による面会の頻度や時間（4）

〇 入院中の患者に対する家族のサポート状況（3）

〇 〇 〇 〇 退院後の患者に対する家族のサポート体制（5）

〇 〇 患者の家庭内の役割（2）

〇 〇 〇 退院後の生活に向けた家族の役割分担の状況（5）

〇 患者の退院を支援できる家族成員数（1）

〇 〇 〇 〇 キーパーソンの有無（5）

〇 〇 〇 〇 キーパーソンとなる家族成員は誰か（8）

〇 〇 〇 キーパーソンを支える人の有無（3）

〇 退院後の患者の生活を支援する家族成員は誰か（1）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 家族の介護力の程度（11）

〇 〇 介護に対する家族成員の受容の状況（2）

〇 介護が必要な他の家族成員数（2）

〇 〇 〇 介護者となる家族成員の年齢（4）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 介護者となる家族成員の体力や健康状態（8）

〇 介護者となる家族成員の就労の有無（1）

〇 〇 〇 〇 介護者となる家族成員の介護意欲の程度（6）

〇 〇 〇 介護者となる家族成員の介護経験の有無（3）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 介護者となる家族成員の介護負担の程度（13）

〇 〇 介護者となる家族成員を支える人の有無（2）

〇 〇 別居家族の介護の協力の程度（2）

〇 〇 〇 〇 介護者となる家族成員の不在（4）

〇 〇 世帯収入等，家族の経済状況（2）

〇 家族における生活保護制度の利用の有無（1）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 家族の経済的負担や経済的問題の有無（12）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 家族成員の不安や葛藤（13）

〇 〇 〇 〇 患者の病状や治療に対する家族成員の不安や気がかり（8）

〇 〇 〇 〇 〇 退院後の生活に対する患者や家族成員の不安や気がかり（13）

〇 〇 〇 〇 退院後の患者の介護に対する家族成員の不安（5）

〇 退院後の患者の服薬管理に対する家族成員の不安（1）

〇 退院後の患者の医療処置に対する家族成員の不安（1）

〇 〇 経済面に対する家族成員の不安（4）

〇 社会資源の知識不足による家族成員の不安（1）

〇 〇 〇 〇 社会保障制度や福祉サービス等，社会資源に関する家族成員の知識（7）

〇 社会保障制度や福祉サービス等，社会資源の利用に対する家族成員の前向きな姿勢（1）

〇 〇 〇 社会保障制度や福祉サービス等，社会資源の利用に対する患者や家族成員の否定的感情（4）

〇 家族歴（1）

〇 〇 〇 〇 〇 家族構成（9）

〇 〇 患者と家族成員の同居の有無（4）

〇 〇 家族成員の性別や年齢（4）

〇 〇 〇 〇 家族成員の病気や障害の有無等，健康状態（5）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 家族成員の就労状況（11）

〇 家族成員の居住地（1）

〇 〇 患者および家族成員の生活歴（3）

〇 〇 家庭環境（2）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 住環境（13）

〇 〇 〇 家族システム内の相互作用（3） 家族システム内の相互作用

〇 〇 家族の勢力構造（4）

〇 家族の勢力関係のバランス（1）

〇 〇 〇 〇 家族機能（5）

〇 入院による家族機能の変化（2）

〇 〇 家族間のコミュニケーションの質（3）

〇 〇 退院後の生活に関する家族間の話し合いの程度（2）

〇 〇 家族間の感情表出の有無（5）

〇 〇 〇 家族成員に対する患者の思い（5）

〇 〇 家族成員に対する患者の罪悪感（2）

〇 〇 〇 〇 〇 患者に対する家族成員の思い（8）

〇 家族成員に対する患者の否定的感情（5）

〇 過去の出来事等を起因とする家族成員の患者に対する否定的感情（8）

〇 〇 〇 〇 〇 家族関係の良好さ（5）

〇 〇 〇 〇 家族関係の不良さ（9）

〇 〇 入院前の家族関係（2）

〇 〇 〇 入院中の家族関係（7）

〇 家族間緊張の程度（1）

〇 患者に対する家族成員の関心の程度（1）

〇 患者に対する家族成員の過干渉（2）

表3　退院支援における家族評価のための情報収集の内容に関するコード，カテゴリー，コア・カテゴリーの一覧

患者および家族成員の特徴※1 退院支援における家族評価のための情報収集の内容

家族の理解状況

家族の課題の
有無を明らかにする

ための情報収集

退院に関する家族の方向性

退院に向けた家族の適応力

患者に対する家族のサポート

家族の役割の状況

家族の介護力

家族の関係性

※1：患者および家族成員の特徴に関して，「精神」は精神疾患患者・家族成員，「高齢」は高齢患者・家族成員，「小児」は小児患者・家族成員，「急性期」は急性期患者・家族成員，「回復期」は回復期患者・家族成員，
　　　「慢性期」は慢性期患者・家族成員，「終末期」は終末期患者・家族成員，「その他」はその他の家族機能が脆弱な患者・家族成員，「なし」は記載なしを示す．
※コードは分析対象文献から得られたデータに基づいて生成し，各コードにおけるデータ数は（　）内に記した．
※各コードにおける「患者および家族成員の特徴」は，表2の当該分析対象文献の分類に応じて〇印を記した．

家族の経済状況

家族の不安

家族の社会資源の認識

家族形態および
家族成員の属性

家族の課題の
背景を理解する
ための情報収集

家庭環境

家族の勢力

家族機能

家族のコミュニケーション

患者および家族成員の思い
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第 4 節 考察  

 

1．退院支援における家族評価のための情報収集の内容  

 

1）家族の課題の有無を明らかにするための情報収集  

 このコア・カテゴリーでは，退院に向けて家族の課題の有無を明らかにし，専門

職による介入の要否を検討するための内容が確認された。退院支援では，患者およ

び家族成員を主体として，彼らが退院後の生活を見据えて自己決定ができるよう支

援を行うため，退院支援の要否の検討においては，まず患者の疾病や退院への《家

族の理解状況》について明らかにすることが必要である。そして，彼らの退院に関

する意向や見通し（《退院に関する家族の方向性》），退院に向けて適応していく力の

程度（《退院に向けた家族の適応力》）について情報を収集していくことが重要であ

る。これに関して，家族看護学では，家族には本来健康を維持しようとするセルフ

ケア機能が備わっているが，それが何らかの理由で一時的に機能不全に陥り援助ニ

ーズが発生していると考える（鈴木  2006a）。このセルフケア機能は「家族の発達課

題を達成する能力」「家族が健康的なライフサイクルを維持する能力」「健康問題へ

の家族の対応能力（問題解決能力，対処能力，適応能力）」に分類されるが（鈴木  

2006a），これらを高めるためには，患者および家族成員一人ひとりに①家族の現状

を的確に認識し，適切な対処方法を選択する能力，②問題を解決しようとする意欲，

③家族の健康を守り高める方法を実行に移し継続させていく実践力が求められる

（鈴木  2006d）。よって，《家族の理解状況》《退院に関する家族の方向性》《退院に

向けた家族の適応力》《患者に対する家族のサポート》が生成されたものと考える。 

 また，医療処置を必要とする在宅療養患者が増加し，入院患者の多くを高齢者が

占める（厚生労働省  2017b）という現状において，退院後の療養環境の調整に向け

て《家族の役割の状況》《家族の介護力》《家族の経済状況》に関する情報収集は不

可欠である。とりわけ《家族の役割の状況》について，疾病の発症や入院という予

期せぬ出来事に対して家族は，役割変更が円滑にできない場合も少なくなく，家族

の機能の破綻によって精神的・身体的負担が生じ，生活に支障をきたす可能性が高
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いことが指摘されている（星  2007）。得られたデータを確認すると，谷（2015）は

退院支援の相談記録等を基に事例を整理・分析し，多くの事例で退院後の生活に向

けた話し合いを家族内で進めるような調整役が不在であり支援を要していたことを

報告していた。また，その他のデータでは，患者の先妻の息子と現在の妻が互いに

牽制した結果，関与に消極的となりキーパーソンが不在となった状況に対して，援

助者は両者における役割の分担を提案し，役割の明確化・共有化を図ることで在宅

復帰を実現するチームとして機能するよう働きかけていた（榊原  2016）。そのため，

援助者にはキーパーソンの有無のほか，入院前後の家族の役割分担の状況等を把握

し，介入の要否の検討へとつなげることが求められているといえる。また，《家族の

経済状況》に関して，先行研究では，経済的理由により介護保険サービスの利用を

手控えしたケースの半数において患者の健康状態の悪化や介護負担の増加を引き起

こし，その解決に向けて介護支援専門員は通常業務を超える支援を行っていたこと

が報告されている（本田ら  2012）。よって，入院を機に《家族の経済状況》を確認

し，課題の有無および今後発生する可能性のある課題について検討する必要性は高

いといえる。  

《家族の不安》は，退院に関する患者および家族成員の不安について情報収集す

る内容であった。不安には，その状態の中から自我が事態を打開し，結果としてポ

ジティブな方向への動きを惹起させる志向性と，反対に事態の心理的重みに押しつ

ぶされてさらにネガティブな方向に向かわせる契機が含まれている（三宅  2012）。

得られたデータを確認すると，家族の介護力には限界があり，キーパーソンである

妻は在宅療養への意向があるものの不安感から施設入所や転院の考えを示し，さら

に療養先の決定に時間を要したことが報告されていた（和口ら  2013）。一方で，援

助者はカンファレンスを通し，不安や疑問点の傾聴とその明確化を行うことによっ

て家族成員をポジティブな方向へと導き，自宅退院を可能にさせていた。そのため

援助では，不安が思考や行動に影響を及ぼすことを理解し，適切な評価と介入に向

けて，患者および家族成員の不安の程度とポジティブに対応できるかどうかについ

て情報収集を行うことが重要であるといえる。また Spielberger（1966）は，不安を

状態不安と特性不安に分類し，状態不安を「個人がその時おかれた生活体条件によ
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り変化する一時的な情緒状態」，特性不安を「不安状態の経験に対する個人の反応傾

向を反映するもので，比較的安定した個人の性格傾向を示すもの」と定義づけてい

る。よって，介入に向けた情報収集では，患者および家族成員の不安がいずれの状

態に当てはまるのかという判断も必要になると考える。  

また，退院支援では社会保障制度や福祉サービス等の社会資源を活用し退院後の

生活の調整を行うため，社会資源に関する知識や否定的感情等に関する《家族の社

会資源の認識》を情報収集する必要性が示された。とりわけ，サービス利用の手控

えは，患者および家族成員の健康状態や生活に悪影響を及ぼす危険性があることか

ら（本田ら  2012），サービス利用に対する否定的感情がみられる場合には，その背

景にある要因や思いなどに着目した情報収集を行い，介入の糸口を見つけることが

求められる。  

 

2）家族の課題の背景を理解するための情報収集  

このコア・カテゴリーでは，退院支援の必要性が明らかになった家族の課題に関

して，特に家族システム論に基づいてその背景を理解し，適切な介入へとつなげる

ための内容が確認された。家族システム論は，Bertalanffy（1968）が提唱した一般シ

ステム論を応用して構築されており，家族の行動や出来事を円環的因果関係のもと

に捉え，家族の課題は家族全体の相互作用の結果として発現すると考える（Barker

＝1993a）。家族システム論に基づいた援助では，家族の課題の所在と介入のポイン

トが明らかにしやすくなり，特に家族関係に起因して課題が発生している事例への

援助に有効であるとされ（深野木ら  1994），家族支援になくてはならない基礎理論

である（鈴木  2006c）。よって，適切な介入へとつなげるためには，アセスメント過

程において患者と家族成員を一つのシステムとみなし，現在の課題を理解するとと

もに退院後の療養生活の継続を脅かすような課題が潜在していないかなどにも着目

して情報収集を行う必要があり，《家族システム内の相互作用》が得られたものと考

える。  

そして，主に家族システムをより理解するための視点として以下のカテゴリーが

確認された。  
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 わが国の社会保障制度は，自助を基本にその補完として社会保険制度など生活の

リスクを相互に分散する共助があり，その上に自助や共助では対応できない困窮等

の状況に対して，所得や生活水準，家庭状況等の受給要件を定めたうえで必要な生

活保障を行う公助があると位置づけられている（内閣府  2013）。社会保障制度やサ

ービスの利用にあたっては，家族の有する資源の程度を把握することに加え，適用

され得る法的な家族の範囲を理解し，家族支援や制度的な支援の量と質を高めるよ

うに働きかける必要があることから（宮崎  2015），《家族形態および家族成員の属

性》に関する情報収集は重要であると考える。また，家族ライフサイクルモデルに

基づくと，家族には夫婦の結婚によって成立し，子の誕生によって成員を増やし，

子が成長して独立し，やがて夫婦の一方が死亡してひとりになり，家族という集団

の消滅を迎えるという周期的な発達段階が存在し，各段階には役割の取得と変更を

要するような発達課題がある（大友  2001）。よって，今後想定され得る課題を把握

し，それに対応できるよう支援計画の見通しを立てるためにも家族構成や家族成員

の年齢等の情報を収集することが必要であるといえる。なお，［患者および家族成員

の生活歴］は，患者および家族成員の個別性を重視しその人らしい生活を支えるた

めに，彼らのこれまでの生活について理解するための情報であり，《家庭環境》はこ

れまでの生活について環境面から理解するための情報であった。とりわけ，身体機

能に障害が残存した患者や在宅療養に移行する家族においては住宅改修等の検討を

要することから，多数の文献で［住環境］に関する情報収集が行われていた。  

《家族の勢力》に関して，Friedman（＝1993）は，システムとしての家族を理解

する側面として，家族がどのように組織を形成し影響し合っているかを表す家族構

造があり，勢力構造，役割構造，価値観，コミュニケーションの 4 要素から成ると

指摘している。特に勢力は，明文化されていない家族内の規則やその根底に流れる

価値システムを反映し，家族内の力動的関係および家族と外部の関係を理解するた

めに欠かせないといわれており（Friedman＝1993），情報収集が求められる。  

 《家族機能》は，患者の精神症状の増悪により養育機能や生活維持機能が低下し，

心理的・社会的援助を要した家族に関するデータ（堀内ら  2007）などから生成され

ており，入院を契機とした家族機能の変化の有無や現段階での程度に関する情報収
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集の必要性が示されていた。また，Olson ら（1982）は，多分野の先行研究で提示さ

れてきた家族に関する諸概念の整理を試み，家族機能を「家族の凝集性」「家族の適

応力」「家族のコミュニケーション」の 3 つに集約し，家族のコミュニケーションを

家族の凝集性と家族の適応力の促進次元と位置づけ，その重要性を指摘している。

そのため，《家族のコミュニケーション》は，《家族機能》について理解するために

も情報収集が求められる重要な内容であった。  

 なお，《患者および家族成員の思い》および《家族の関係性》は，以上の家族の構

造，機能，歴史等から形成され，現在に至っていると考えられることから，患者や

家族成員の思いや現在の関係性に至った要因等を理解するために以上の内容が示さ

れていたといえる。  

 

2．今後の課題  

本章の研究結果を先行研究（小原  2012；小原ら  2017）と比較すると，本章の研

究では《家族の経済状況》《家庭環境》《家族システム内の相互作用》《家族の勢力》

《家族機能》などに関して，小原（2012）が開発した要介護高齢者を対象とした退

院援助におけるソーシャルワークアセスメントツールには提示されていなかった新

たな内容が示された。また，《退院に向けた家族の適応力》《患者に対する家族のサ

ポート》《家族の社会資源の認識》などの項目は，小原ら（2017）の MSW による退

院支援実践の自己評価マニュアルには示されていない内容であった。しかしながら，

これらの先行研究（小原  2012；小原ら  2017）がソーシャルワークの視点から検討

を行っていた一方で，本章の研究の分析対象文献における実践の主たる専門職は看

護師が多かったことから，今後は MSW らの協力を得て内容をより精査し，本研究

結果の妥当性をより高めていくことが求められる。とりわけ本研究では，報告され

た文献を対象としたこと，確認された家族に関する情報収集の内容が援助者等の技

量の影響を受けている可能性が否定できないことから，後続研究では退院支援に関

する十分な実践経験を有する MSW を対象としたインタビュー調査等を実施するこ

とが必要であると考える。  

また，本章の研究では患者の疾病を限定しなかったため，各患者および家族成員
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の特徴に特異的な情報収集の内容が確認された可能性が否めず，今後は疾患特性を

ふまえた検討を行うことも必要である。そのうえで，退院支援における家族評価の

ための情報収集に関する援助者の実践状況等の実態を確認していくことが今後の課

題である。  

なお，以上の課題を有しているものの，野末（2020）がアセスメントに関して，

援助者自身が切り取って見ている現実を援助対象として扱い，その対象や範囲のみ

を現実として認識し問題視してしまう危険性を指摘している中で，広範な視点から

家族評価のための情報収集の内容を提示できたことは本章の研究の成果であったと

考える。  

 

 

第 5 節 結論  

 

 本章における研究の結果，退院支援において求められる家族評価のための情報収

集について，【家族の課題の有無を明らかにするための情報収集】および【家族の課

題の背景を理解するための情報収集】に関する 17 カテゴリー，84 コードが得られ，

従来の退院支援における家族に関する情報収集の項目に示されていなかった新たな

内容が確認された。今後は，本章の研究結果の妥当性や疾患特性別の情報収集の内

容等に関するさらなる検討を行ったうえで，退院支援における家族評価のための情

報収集の実践状況を定量的に明らかにすることが課題である。  
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第 3章 医療ソーシャルワーカーを対象とした退院援助における家族評価

のための情報収集の構造に関する検討  

 

第 1 節 研究目的  

 

 退院援助において家族評価のための情報収集は重要であるものの，家族評価のた

めの情報収集に焦点化した尺度は僅少であり，統計学的手法を用いてその信頼性と

妥当性の検討が行われている指標は皆無である。そのため，MSW の退院援助におけ

る家族評価のための情報収集の実践状況やその促進に関連する要因を定量的に検討

し，有用な知見を得るためには，MSW の退院援助における家族評価のための情報収

集に関する実践を的確に測定できる指標開発に取り組むことが必要である。  

そこで本章では，MSW の適切な家族評価のための情報収集の実践を可能にする

ための指標開発を目指し，まずは MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集の測定項目を設定し，その構造を明らかにすることを目的とした。  

 

 

第 2 節 研究方法  

 

1．調査対象および調査方法  

 本章では，近畿，中国ならびに中部地方内の 8 府県（京都府，兵庫県，奈良県，

岡山県，島根県，鳥取県，山口県，愛知県）における医療機関 844 ヶ所に勤務する

MSW 844 人を対象に質問紙調査を実施した。医療機関は，8 府県庁ホームページに

掲載されている医療機関一覧（2017（平成 29）年 4 月末時点）を基に，各医療機関

のホームページより MSW の在籍が認められた場合に調査対象とした。調査票の配

付は，医療機関の管理者宛に調査依頼書（趣旨説明等を含む）と調査票等（別紙に

倫理的配慮等を記載）を送付し，各医療機関 1 人の MSW に回答を依頼した。その

際，MSW の経験年数に関して制限を設けない旨を文書に記載した。また，調査票は

無記名自記式とし，記入後は回答者自身が返信用封筒に厳封し，返送するという方
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法を採った。調査期間は 2017（平成 29）年 12 月～2018（平成 30）年 1 月の 2 ヶ月

間とした。  

 

2．調査内容  

調査票は，調査対象者の属性（性別，年齢，最終学歴，所持資格，雇用形態，所

属職能団体，MSW としての通算経験月数），所属機関の状況（調査対象者の担当病

棟，担当病棟において算定している加算，総病床数，MSW の所属人数），MSW の退

院援助における家族評価のための情報収集に関する項目で構成した。  

 「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」に関する項目は，第 2 章

の研究においてメタスタディの方法論（Paterson et al.＝2010）および定性的コーデ

ィング（佐藤  2006；2008）を参考に退院支援に関する実践報告等より生成したコー

ド，カテゴリー，コア・カテゴリーを基に，ソーシャルワークの観点から情報収集

が必要だと考えられた計 78 項目を設定した。なお，項目の設定においては，豊富な

臨床経験を有する現任の MSWおよび大学教員計 3人からの助言を得て項目の加除・

修正を行うとともに内容的妥当性を確認した。回答は普段の退院援助における家族

評価のための情報収集の実践頻度について 4 件法で求め，得点化は「まったくして

いない：0 点」「あまりしていない：1 点」「まあしている：2 点」「いつもしている：

3 点」とし，実践頻度が高いほど得点が高くなるよう設定した。  

 

3．解析方法  

 統計解析では，第一段階として「MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集」を測定する項目について，冗長性の高い項目を削除するため，ポリコリック

相関係数を求め，各項目間の相関係数が 0.800 以上の値を示す項目を削除した。  

 第二段階として，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集を構成す

る因子を検討するため，探索的因子分析（Promax 回転）を行った。探索的因子分析

には，カテゴリカルデータに最適な推定法である重みづけ最小二乗法の拡張法（以

下，WLSMV）を用い，探索的因子分析による因子数は，スクリー基準や寄与率，因

子の解釈可能性により判断した。  
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 第三段階として，探索的因子分析によって抽出された MSW の退院援助における

家族評価のための情報収集の構成概念妥当性を検討するため，斜交モデルを設定し，

WLSMV を推定法に構造方程式モデリング（豊田  1998）を用いて検証的因子分析を

行い，データに対する適合度を検討した。また，構造方程式モデリングで検証され

た因子構造を構成する観測変数を測定尺度とみなしたときの信頼性は，Cronbach の

α 信頼性係数（以下，α 信頼性係数）で検討した。  

 構造方程式モデリングにおけるモデルの適合度評価には，Comparative Fit Index

（以下，CFI），Root Mean Square Error of Approximation（以下，RMSEA）を用いた。

CFI および RMSEA は一般に CFI≧0.950，RMSEA≦0.060 であればそのモデルがデ

ータをよく説明していると判断される（Muthen et al. 2007）。また，パス係数の有意

性は非標準化係数を標準誤差で除した値で判断し，その絶対値が 1.96（5％有意水

準）以上を示したものを統計学的に有意とした。  

 以上の解析には統計ソフト「 IBM SPSS 22J for Windows」および「Mplus version 7.2」

を用いた。  

 

4．倫理的配慮  

 本調査の実施にあたって，調査対象者に調査の趣旨，匿名性の保障，調査協力は

自由意思（任意）であること等について文書にて説明するとともに，調査票に本調

査への参加の同意を確認する欄を設け，倫理面に配慮した。なお，本調査は 2017（平

成 29）年 11 月 24 日に岡山県立大学倫理委員会の審査・承認を得て実施した（受付

番号：17-65）。  

 

 

第 3 節 研究結果  

 

回答は 267 人から得られ（回収率：31.6％），統計解析には，調査対象者の属性，

所属機関の状況ならびに MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関

する項目に欠損値を有さない 244 人の資料（調査対象者の 28.9％；回答者の 91.4％）
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を用いた。  

 

1．分析対象者の属性分布  

 分析対象者の属性分布は表 4に示すとおりであった。性別は女性が 143人（58.6％）

であり，年齢は平均 38.6 歳（標準偏差：8.0，範囲：23-62）であった。最終学歴は

福祉系 4年制大学が最多の 169人（69.3％）であり，一般 4年制大学が 41人（16.8％），

各種専門学校が 20 人（8.2％），福祉系大学院が 6 人（2.5％）と続いた。所持資格

人数 （ ％ ）

女性 143 （ 58.6 ）

男性 101 （ 41.4 ）

年齢

福祉系4年制大学 169 （ 69.3 ）

一般4年制大学 41 （ 16.8 ）

各種専門学校 20 （ 8.2 ）

福祉系大学院 6 （ 2.5 ）

高等学校 3 （ 1.2 ）

一般短期大学 2 （ 0.8 ）

一般大学院 2 （ 0.8 ）

その他 1 （ 0.4 ）

社会福祉士 215 （ 88.1 ）

介護支援専門員 114 （ 46.7 ）

精神保健福祉士 76 （ 31.1 ）

認定社会福祉士（医療分野） 6 （ 2.5 ）

認定医療社会福祉士 5 （ 2.0 ）

いずれも持っていない 6 （ 2.5 ）

常勤専任 215 （ 88.1 ）

常勤兼任 27 （ 11.1 ）

非常勤専任 2 （ 0.8 ）

各府県医療ソーシャルワーカー協会 141 （ 57.8 ）

日本医療社会福祉協会※1 67 （ 27.5 ）

日本社会福祉士会 49 （ 20.1 ）

日本精神保健福祉士協会 23 （ 9.4 ）

いずれにも所属していない 53 （ 21.7 ）

医療ソーシャルワーカー
としての通算経験月数

※1：現，日本医療ソーシャルワーカー協会
※複数回答

雇用形態

所属職能団体※

平均129.3ヶ月（標準偏差：85.1，範囲：5-488）

所持資格※

表4　分析対象者の属性分布（n=244）

項目

性別

平均38.6歳（標準偏差：8.0，範囲：23-62）

最終学歴
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は，所持する人数の多いものから順に，社会福祉士が 215 人（88.1％），介護支援専

門員が 114 人（46.7％），精神保健福祉士が 76 人（31.1％），認定社会福祉士（医療

分野）が 6 人（2.5％），認定医療社会福祉士が 5 人（2.0％）であり，いずれの資格

も所持していない人は 6 人（2.5％）であった。雇用形態は，常勤専任が 215 人（88.1％），

常勤兼任が 27 人（11.1％），非常勤専任が 2 人（0.8％）であった。所属職能団体は，

各府県医療ソーシャルワーカー協会が 141 人（57.8％）と最も多く，次いで日本医

療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）が 67 人（27.5％），日本

社会福祉士会が 49 人（20.1％），日本精神保健福祉士協会が 23 人（9.4％）であっ

た。なお，これらのいずれにも所属していない人は 53 人であり，全体の 21.7％を占

めていた。MSW としての通算経験月数は平均 129.3 ヶ月（標準偏差：85.1，範囲：

5-488）であった。  

 

2．分析対象者の所属機関の状況  

分析対象者の所属機関の状況は表 5 に示すとおりであった。担当病棟は一般病棟

が 169 人（69.3％）と最多であり，地域包括ケア病棟が 79 人（32.4％），療養病棟が

67 人（27.5％），回復期リハビリテーション病棟が 51 人（20.9％），精神科病棟が 22

人（9.0％），緩和ケア病棟および障害者施設等一般病棟が 16 人（6.6％），結核病棟

および特殊疾患治療病棟が 3 人（1.2％），その他が 10 人（4.1％）と続いた。担当病

棟において算定している加算は，退院支援加算 1 が最も多く 121 人と全体の 49.6％

を占め，次いで退院支援加算 2 が 68 人（27.9％），退院調整加算（精神療養病棟入

院料）が 7 人（2.9％），退院支援加算 3 が 5 人（2.0％），精神保健福祉士配置加算が

3 人（1.2％）であり，「算定している加算はない」と回答した人は 46 人（18.9％）

であった。総病床数は平均 241.5 床（標準偏差：196.4，範囲：11-1,441）であり，

MSW の所属人数は平均 4.3 人（標準偏差：3.4，範囲：1-26）であった。  
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3．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る項目の回答分布  

MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する項目の回答分布は

表 6-1，表 6-2，表 6-3 のとおりであった。「いつもしている」と回答した人数が最多

であった項目は，「yA33：患者の退院に向けて，中心となって行動する家族成員が誰

かをアセスメントしている」が 186 人（76.2％）であった。一方，「まったくしてい

ない」と回答した人数が最多であった項目は，「yA27：患者の退院のために，家族成

員全員が何らかの役割を担っているかどうかをアセスメントしている」が 11 人

（4.5％）であった。  

人数 （ ％ ）

一般病棟 169 （ 69.3 ）

地域包括ケア病棟 79 （ 32.4 ）

療養病棟 67 （ 27.5 ）

回復期リハビリテーション病棟 51 （ 20.9 ）

精神科病棟 22 （ 9.0 ）

緩和ケア病棟 16 （ 6.6 ）

障害者施設等一般病棟 16 （ 6.6 ）

結核病棟 3 （ 1.2 ）

特殊疾患治療病棟 3 （ 1.2 ）

その他 10 （ 4.1 ）

退院支援加算1 121 （ 49.6 ）

退院支援加算2 68 （ 27.9 ）

退院調整加算（精神療養病棟入院料） 7 （ 2.9 ）

退院支援加算3 5 （ 2.0 ）

精神保健福祉士配置加算 3 （ 1.2 ）

算定している加算はない 46 （ 18.9 ）

総病床数

医療ソーシャルワーカー
の所属人数

表5　分析対象者の所属機関の状況（n=244）

項目

平均4.3人（標準偏差：3.4，範囲：1-26）

※複数回答

担当病棟※

担当病棟での算定加算※

平均241.5床（標準偏差：196.4，範囲：11-1,441）
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人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）

yA1
患者や主介護者などの家族成員個人のみならず，家族全体に
も目を向けてアセスメントしている

150 （ 61.5 ） 79 （ 32.4 ） 15 （ 6.1 ） 0 （ 0.0 ）

yA2
家族成員は互いに影響し合っているという視点からアセスメント
している

137 （ 56.1 ） 95 （ 38.9 ） 12 （ 4.9 ） 0 （ 0.0 ）

yA3
家族全体に関する物事を決断する場合，協力して取り組むこと
ができているかどうかをアセスメントしている

113 （ 46.3 ） 113 （ 46.3 ） 16 （ 6.6 ） 2 （ 0.8 ）

yA4
家族全体の行動を決定する際に，強い影響力を持つ家族成員
は誰かをアセスメントしている

184 （ 75.4 ） 57 （ 23.4 ） 3 （ 1.2 ） 0 （ 0.0 ）

yA5 家族成員が，患者に関心があるかどうかをアセスメントしている 135 （ 55.3 ） 99 （ 40.6 ） 9 （ 3.7 ） 1 （ 0.4 ）

yA6
家族成員が，患者に対し，どの程度関心を持っているかをアセ
スメントしている

118 （ 48.4 ） 107 （ 43.9 ） 19 （ 7.8 ） 0 （ 0.0 ）

yA7
家族全体が，患者に対する思いやりを持っているかどうかをア
セスメントしている

99 （ 40.6 ） 117 （ 48.0 ） 28 （ 11.5 ） 0 （ 0.0 ）

yA8
家族全体に，患者のために何かしてあげたいという思いがどの
程度あるかをアセスメントしている

98 （ 40.2 ） 120 （ 49.2 ） 26 （ 10.7 ） 0 （ 0.0 ）

yA9
家族成員が患者に対し，過保護であるかどうかをアセスメントし
ている

40 （ 16.4 ） 107 （ 43.9 ） 94 （ 38.5 ） 3 （ 1.2 ）

yA10
家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思いがあるか
どうかをアセスメントしている

155 （ 63.5 ） 83 （ 34.0 ） 6 （ 2.5 ） 0 （ 0.0 ）

yA11
家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに対して、
否定的な思いがあるかどうかをアセスメントしている

146 （ 59.8 ） 84 （ 34.4 ） 13 （ 5.3 ） 1 （ 0.4 ）

yA12
家族全体の意向として，患者を病院や施設でケアしてほしいとい
う考えがあるかどうかをアセスメントしている

164 （ 67.2 ） 74 （ 30.3 ） 5 （ 2.0 ） 1 （ 0.4 ）

yA13
家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに対する拒
否があるかどうかをアセスメントしている

143 （ 58.6 ） 84 （ 34.4 ） 16 （ 6.6 ） 1 （ 0.4 ）

yA14
入院前における患者と家族成員の関係の良否をアセスメントし
ている

109 （ 44.7 ） 109 （ 44.7 ） 23 （ 9.4 ） 3 （ 1.2 ）

yA15
入院中における患者と家族成員の関係の良否をアセスメントし
ている

111 （ 45.5 ） 114 （ 46.7 ） 19 （ 7.8 ） 0 （ 0.0 ）

yA16
患者と家族成員が，互いに情緒的な支え合いができているかど
うかをアセスメントしている

58 （ 23.8 ） 135 （ 55.3 ） 49 （ 20.1 ） 2 （ 0.8 ）

yA17
入院前後における患者と家族成員の関係の変化についてアセ
スメントしている

80 （ 32.8 ） 108 （ 44.3 ） 50 （ 20.5 ） 6 （ 2.5 ）

yA18
家族成員それぞれが自身に付与されている役割を理解している
かどうかをアセスメントしている

43 （ 17.6 ） 129 （ 52.9 ） 64 （ 26.2 ） 8 （ 3.3 ）

yA19
退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必要が
あるかどうかをアセスメントしている

82 （ 33.6 ） 101 （ 41.4 ） 56 （ 23.0 ） 5 （ 2.0 ）

yA20
家族成員それぞれが自身に付与されている役割を果たしている
かどうかをアセスメントしている

41 （ 16.8 ） 119 （ 48.8 ） 75 （ 30.7 ） 9 （ 3.7 ）

yA21
家族成員が，患者の退院のために積極的に行動しているかどう
かをアセスメントしている

104 （ 42.6 ） 115 （ 47.1 ） 23 （ 9.4 ） 2 （ 0.8 ）

yA22
患者が家庭内でどのような役割を付与されているかをアセスメン
トしている

97 （ 39.8 ） 106 （ 43.4 ） 37 （ 15.2 ） 4 （ 1.6 ）

yA23 患者の家庭内での立場をアセスメントしている 125 （ 51.2 ） 96 （ 39.3 ） 21 （ 8.6 ） 2 （ 0.8 ）

yA24
退院に向けて，患者の家庭内での役割を変更する必要がある
かどうかをアセスメントしている

82 （ 33.6 ） 119 （ 48.8 ） 37 （ 15.2 ） 6 （ 2.5 ）

yA25
患者に対して家庭内で付与されている役割を，患者自身が理解
しているかどうかをアセスメントしている

49 （ 20.1 ） 113 （ 46.3 ） 74 （ 30.3 ） 8 （ 3.3 ）

yA26
患者の退院に向けて，家庭内の役割の調整ができているかどう
かをアセスメントしている

63 （ 25.8 ） 131 （ 53.7 ） 46 （ 18.9 ） 4 （ 1.6 ）

※人数の割合（％）に関し，小数点第二位を四捨五入し算出したため100％とならない場合がある．

表6-1　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する項目の回答分布（n=244）

番号 項目

いつも
している

まあ
している

あまり
していない

まったく
していない



- 31 - 
 

 

人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）

yA27
患者の退院のために，家族成員全員が何らかの役割を担って
いるかどうかをアセスメントしている

32 （ 13.1 ） 115 （ 47.1 ） 86 （ 35.2 ） 11 （ 4.5 ）

yA28
患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同意の
もとに行われているかどうかをアセスメントしている

51 （ 20.9 ） 105 （ 43.0 ） 78 （ 32.0 ） 10 （ 4.1 ）

yA29
各家族成員の能力やできることに応じて，家庭内の役割が適切
に分担されているかどうかをアセスメントしている

32 （ 13.1 ） 124 （ 50.8 ） 80 （ 32.8 ） 8 （ 3.3 ）

yA30
患者の希望を代弁できる家族成員がいることをアセスメントして
いる

77 （ 31.6 ） 122 （ 50.0 ） 41 （ 16.8 ） 4 （ 1.6 ）

yA31
退院に伴う家族全体の調整ができる家族成員がいることをアセ
スメントしている

112 （ 45.9 ） 102 （ 41.8 ） 26 （ 10.7 ） 4 （ 1.6 ）

yA32
患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員が
いることをアセスメントしている

158 （ 64.8 ） 79 （ 32.4 ） 7 （ 2.9 ） 0 （ 0.0 ）

yA33
患者の退院に向けて，中心となって行動する家族成員が誰かを
アセスメントしている

186 （ 76.2 ） 58 （ 23.8 ） 0 （ 0.0 ） 0 （ 0.0 ）

yA34
退院に伴う家族全体の調整が一人の家族成員のみに任されて
いるかどうかをアセスメントしている

91 （ 37.3 ） 107 （ 43.9 ） 45 （ 18.4 ） 1 （ 0.4 ）

yA35
退院に伴う家族全体の調整を行う家族成員を支える家族成員
がいることをアセスメントしている

90 （ 36.9 ） 113 （ 46.3 ） 36 （ 14.8 ） 5 （ 2.0 ）

yA36
家族成員が，患者の退院のために協力できるかどうかをアセス
メントしている

149 （ 61.1 ） 90 （ 36.9 ） 4 （ 1.6 ） 1 （ 0.4 ）

yA37
患者の退院に向けた家族全体の調整を，家族成員で協力して
行うことができているかどうかをアセスメントしている

73 （ 29.9 ） 118 （ 48.4 ） 47 （ 19.3 ） 6 （ 2.5 ）

yA38
退院後，患者と家族成員それぞれがどのような生活を送りたい
と考えているのかをアセスメントしている

138 （ 56.6 ） 89 （ 36.5 ） 14 （ 5.7 ） 3 （ 1.2 ）

yA39
患者と家族成員の間で，今後の方向性が決まっているかどうか
をアセスメントしている

167 （ 68.4 ） 74 （ 30.3 ） 3 （ 1.2 ） 0 （ 0.0 ）

yA40
患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致しているかどう
かをアセスメントしている

161 （ 66.0 ） 82 （ 33.6 ） 1 （ 0.4 ） 0 （ 0.0 ）

yA41
患者と家族成員の間で，今後の生活に対する目標が定まってい
るかどうかをアセスメントしている

94 （ 38.5 ） 127 （ 52.0 ） 22 （ 9.0 ） 1 （ 0.4 ）

yA42
家族成員が，退院時の患者の回復のイメージができているかど
うかをアセスメントしている

118 （ 48.4 ） 107 （ 43.9 ） 19 （ 7.8 ） 0 （ 0.0 ）

yA43
家族成員が，退院後の患者に必要なケアについて理解ができて
いるかどうかをアセスメントしている

154 （ 63.1 ） 84 （ 34.4 ） 5 （ 2.0 ） 1 （ 0.4 ）

yA44
家族成員が，退院後の療養生活をイメージできているかどうか
をアセスメントしている

135 （ 55.3 ） 101 （ 41.4 ） 6 （ 2.5 ） 2 （ 0.8 ）

yA45
家族成員が，自宅での生活に関するイメージができているかど
うかをアセスメントしている

124 （ 50.8 ） 114 （ 46.7 ） 4 （ 1.6 ） 2 （ 0.8 ）

yA46
患者の疾患について，家族成員が理解できているかどうかをア
セスメントしている

119 （ 48.8 ） 111 （ 45.5 ） 13 （ 5.3 ） 1 （ 0.4 ）

yA47
入院中における患者の病状について，家族成員が理解できてい
るかどうかをアセスメントしている

113 （ 46.3 ） 115 （ 47.1 ） 15 （ 6.1 ） 1 （ 0.4 ）

yA48
入院中における患者の治療について，家族成員が理解できてい
るかどうかをアセスメントしている

101 （ 41.4 ） 117 （ 48.0 ） 26 （ 10.7 ） 0 （ 0.0 ）

yA49
家族成員が，患者の病気を受け入れることができているかどう
かをアセスメントしている

120 （ 49.2 ） 104 （ 42.6 ） 20 （ 8.2 ） 0 （ 0.0 ）

yA50
家族成員に，患者の退院に対する戸惑いがみられるかどうかを
アセスメントしている

140 （ 57.4 ） 90 （ 36.9 ） 14 （ 5.7 ） 0 （ 0.0 ）

yA51
家族成員が，患者が退院するということについて理解することが
できているかどうかをアセスメントしている

133 （ 54.5 ） 106 （ 43.4 ） 5 （ 2.0 ） 0 （ 0.0 ）

まったく
していない

※人数の割合（％）に関し，小数点第二位を四捨五入し算出したため100％とならない場合がある．

表6-2　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する項目の回答分布（表6-1の続き）（n=244）

番号 項目

いつも
している

まあ
している

あまり
していない
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人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）

yA52
家族成員が，患者が退院するという状況を現実的に受け入れよ
うと努力しているかどうかをアセスメントしている

102 （ 41.8 ） 116 （ 47.5 ） 25 （ 10.2 ） 1 （ 0.4 ）

yA53
家族成員が，患者が退院するということについて受け止めること
ができているかどうかをアセスメントしている

122 （ 50.0 ） 114 （ 46.7 ） 7 （ 2.9 ） 1 （ 0.4 ）

yA54
家族全体が本来持っている力（ストレングス）をアセスメントして
いる

70 （ 28.7 ） 121 （ 49.6 ） 51 （ 20.9 ） 2 （ 0.8 ）

yA55
家族成員には，患者の退院のために行動する力があるという視
点からアセスメントしている

65 （ 26.6 ） 131 （ 53.7 ） 46 （ 18.9 ） 2 （ 0.8 ）

yA56
家族全体に，患者の退院に向けて活用できる力（資源）がどの
程度あるかをアセスメントしている

116 （ 47.5 ） 116 （ 47.5 ） 11 （ 4.5 ） 1 （ 0.4 ）

yA57
患者の退院に向けて，家族全体でどの程度行動ができるかをア
セスメントしている

97 （ 39.8 ） 124 （ 50.8 ） 20 （ 8.2 ） 3 （ 1.2 ）

yA58
退院後の患者の介護を行うことのできる家族成員がいるかどう
かをアセスメントしている

171 （ 70.1 ） 70 （ 28.7 ） 2 （ 0.8 ） 1 （ 0.4 ）

yA59
主介護者が，退院後の患者をどの程度介護することができるか
をアセスメントしている

171 （ 70.1 ） 70 （ 28.7 ） 2 （ 0.8 ） 1 （ 0.4 ）

yA60
家族全体で，退院後の患者の介護をどの程度協力し合うことが
できるかをアセスメントしている

120 （ 49.2 ） 110 （ 45.1 ） 12 （ 4.9 ） 2 （ 0.8 ）

yA61
家族全体に患者の介護を行うための経済的余裕があるかどう
かをアセスメントしている

149 （ 61.1 ） 90 （ 36.9 ） 5 （ 2.0 ） 0 （ 0.0 ）

yA62 介護者の健康状態をアセスメントしている 110 （ 45.1 ） 111 （ 45.5 ） 22 （ 9.0 ） 1 （ 0.4 ）

yA63 介護者の体力をアセスメントしている 72 （ 29.5 ） 121 （ 49.6 ） 45 （ 18.4 ） 6 （ 2.5 ）

yA64 介護者の疲労度をアセスメントしている 91 （ 37.3 ） 112 （ 45.9 ） 38 （ 15.6 ） 3 （ 1.2 ）

yA65 介護者の介護意欲をアセスメントしている 105 （ 43.0 ） 119 （ 48.8 ） 17 （ 7.0 ） 3 （ 1.2 ）

yA66 介護者の介護経験の有無をアセスメントしている 84 （ 34.4 ） 108 （ 44.3 ） 50 （ 20.5 ） 2 （ 0.8 ）

yA67
患者と家族成員が連絡をとっているかどうかをアセスメントして
いる

72 （ 29.5 ） 113 （ 46.3 ） 50 （ 20.5 ） 9 （ 3.7 ）

yA68 家族成員がどの程度面会に来ているかをアセスメントしている 78 （ 32.0 ） 135 （ 55.3 ） 30 （ 12.3 ） 1 （ 0.4 ）

yA69
退院援助において，家族全体が協力的かどうかをアセスメントし
ている

115 （ 47.1 ） 115 （ 47.1 ） 13 （ 5.3 ） 1 （ 0.4 ）

yA70
患者の入院に対して，家族全体でどの程度サポートしているか
をアセスメントしている

62 （ 25.4 ） 143 （ 58.6 ） 36 （ 14.8 ） 3 （ 1.2 ）

yA71
患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行われてい
るかどうかをアセスメントしている

51 （ 20.9 ） 152 （ 62.3 ） 40 （ 16.4 ） 1 （ 0.4 ）

yA72
病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことができてい
るかどうかをアセスメントしている

45 （ 18.4 ） 119 （ 48.8 ） 77 （ 31.6 ） 3 （ 1.2 ）

yA73
患者と家族成員がそれぞれの思いを話し合うことができている
かどうかをアセスメントしている

52 （ 21.3 ） 124 （ 50.8 ） 61 （ 25.0 ） 7 （ 2.9 ）

yA74
患者と家族成員の間で退院後の生活について話し合うことがで
きているかどうかをアセスメントしている

72 （ 29.5 ） 135 （ 55.3 ） 34 （ 13.9 ） 3 （ 1.2 ）

yA75
家族成員が，入院中の患者の状況（病状，障害の程度など）に
対し，不安があるかどうかをアセスメントしている

127 （ 52.0 ） 102 （ 41.8 ） 13 （ 5.3 ） 2 （ 0.8 ）

yA76
家族成員が，患者の治療に対して不安があるかどうかをアセス
メントしている

106 （ 43.4 ） 106 （ 43.4 ） 30 （ 12.3 ） 2 （ 0.8 ）

yA77
家族成員が，退院後の療養生活に対して不安があるかどうかを
アセスメントしている

139 （ 57.0 ） 100 （ 41.0 ） 3 （ 1.2 ） 2 （ 0.8 ）

yA78
家族成員が，患者の自宅退院に関して不安があるかどうかをア
セスメントしている

142 （ 58.2 ） 99 （ 40.6 ） 2 （ 0.8 ） 1 （ 0.4 ）

表6-3　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する項目の回答分布（表6-2の続き）（n=244）

番号 項目

いつも
している

まあ
している

あまり
していない

まったく
していない

※人数の割合（％）に関し，小数点第二位を四捨五入し算出したため100％とならない場合がある．
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4．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集を構成

する項目の選定  

 冗長性の高い項目を抽出することを目的として，本章の研究においてアイテムプ

ールした 78 項目における各項目間のポリコリック相関係数を求めた結果，yA5 と

yA6（γ=0.881），yA6 と yA8（γ=0.818），yA7 と yA8（γ=0.871），yA11 と yA13（ γ=0.831），

yA24 と yA25（γ=0.853），yA32 と yA33（γ=0.819），yA33 と yA39（γ=0.817），yA43

と yA44（γ=0.898），yA43 と yA45（γ=0.871），yA44 と yA45（γ=0.962），yA46 と yA47

（γ=0.940），yA46と yA48（ γ=0.863），yA47と yA48（γ=0.956），yA49 と yA50（γ=0.815），

yA56 と yA57（γ=0.832），yA58 と yA59（γ=0.942），yA62 と yA63（γ=0.823），yA63

と yA64（γ=0.895），yA72 と yA73（γ=0.805），yA73 と yA74（γ=0.835），yA75 と yA76

（γ=0.889），yA75と yA77（ γ=0.900），yA75と yA78（γ=0.871），yA76 と yA77（γ=0.818），

yA77 と yA78（γ=0.987）において 0.800 以上の相関が確認された。項目内容を確認

しながら削除すべき項目を検討した結果，yA5，yA8，yA13，yA25，yA33，yA43，

yA45，yA47，yA48，yA50，yA57，yA58，yA63，yA73，yA75，yA76，yA78 の 17 項

目を削除することとした。  

 

5．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の因子

構造  

 「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」の構造を検討するため，

61 項目を用いて探索的因子分析を行った。その結果，スクリープロットは第 1 因子

と第 2 因子までの傾きが大きく，第 2 因子以降の傾きが小さくなっていたが，因子

の累積寄与率や解釈可能性も考慮して検討し，MSW の退院援助における家族評価

のための情報収集は 5 因子構造と判断した。その後，Promax 回転後の因子パターン

行列を確認し，因子負荷量が 0.500 未満の項目および複数の因子に 0.300 以上の因

子負荷量を示した項目を削除した。そして，均等な項目の配置と因子の意味をより

反映する項目の選択を目的に，各因子を構成する項目の選定を行った（表 7）。  

 第 1 因子は，「yA10：家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思いがある

かどうかをアセスメントしている」「 yA11：家族全体に，退院後の患者の身元を引き
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受けることに対して，否定的な思いがあるかどうかをアセスメントしている」

「yA32：患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員がいることを

アセスメントしている」「 yA30：患者の希望を代弁できる家族成員がいることをア

セスメントしている」で構成され，【退院に対する家族の感情と代弁機能】と解釈し

た。  

第 2 因子は，「yA62：介護者の健康状態をアセスメントしている」「 yA66：介護者

の介護経験の有無をアセスメントしている」「 yA64：介護者の疲労度をアセスメン

トしている」「yA65：介護者の介護意欲をアセスメントしている」で構成され，【家

族の健康状態と介護力】と解釈した。  

第 3 因子は，「yA71：患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行われ

ているかどうかをアセスメントしている」「 yA72：病気や障害のことを患者と家族

成員の間で話すことができているかどうかをアセスメントしている」「 yA74：患者

と家族成員の間で退院後の生活について話し合うことができているかどうかをアセ

スメントしている」「yA28：患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同

意のもとに行われているかどうかをアセスメントしている」で構成され，【退院に向

けた家族間のコミュニケーション】と解釈した。  

第 4 因子は，「yA40：患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致しているか

どうかをアセスメントしている」「 yA41：患者と家族成員の間で，今後の生活に対す

る目標が定まっているかどうかをアセスメントしている」「 yA44：家族成員が，退院

後の療養生活をイメージできているかどうかをアセスメントしている」「 yA53：家

族成員が，患者が退院するということについて受け止めることができているかどう

かをアセスメントしている」で構成され，【退院に対する家族の受容】と解釈した。 

第 5 因子は，「yA19：退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必要

があるかどうかをアセスメントしている」「 yA17：入院前後における患者と家族成

員の関係の変化についてアセスメントしている」「 yA23：患者の家庭内での立場を

アセスメントしている」「 yA22：患者が家庭内でどのような役割を付与されている

かをアセスメントしている」で構成され，【退院に向けた家族の役割機能】と解釈し

た。  
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番号 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子

yA10 0.844 0.008 -0.097 0.101 -0.014

yA11 0.711 0.036 -0.009 0.044 0.123

yA12 0.648 0.014 -0.117 0.229 0.072

yA32 0.637 0.093 0.072 0.142 0.010

yA30 0.503 -0.001 0.248 0.014 0.170

yA62 -0.024 0.782 0.160 0.051 -0.032

yA66 0.041 0.731 0.181 -0.079 -0.068

yA64 -0.032 0.642 0.194 0.062 0.052

yA65 0.025 0.660 0.050 0.070 0.116

yA71 -0.108 0.220 0.664 0.056 0.107

yA72 -0.129 0.248 0.604 0.106 0.043

yA27 0.072 -0.083 0.603 -0.033 0.296

yA74 -0.113 0.237 0.602 0.197 -0.001

yA28 0.058 -0.032 0.562 0.091 0.265

yA40 0.064 -0.113 -0.083 0.874 0.053

yA41 -0.023 -0.098 0.160 0.722 0.064

yA42 -0.164 0.154 0.106 0.653 0.102

yA44 -0.014 0.079 0.049 0.650 0.139

yA53 0.088 0.115 0.069 0.610 0.134

yA51 0.168 0.180 -0.066 0.608 0.059

yA49 0.065 0.247 0.023 0.569 0.122

yA52 0.207 -0.028 0.099 0.542 0.116

yA19 -0.001 -0.010 0.190 0.005 0.732

yA17 0.033 0.034 0.256 0.007 0.636

yA23 0.059 -0.124 0.157 0.229 0.627

yA22 -0.057 0.011 0.155 0.275 0.595

yA9 0.255 -0.111 0.190 -0.209 0.523

yA54 -0.153 0.076 0.110 0.226 0.514

第1因子 1.000

第2因子 0.531 1.000

第3因子 0.419 0.422 1.000

第4因子 0.473 0.524 0.490 1.000

第5因子 0.533 0.553 0.441 0.451 1.000

29.534 3.089 2.557 2.022 1.753

48.416 5.064 4.192 3.315 2.874

は選択した項目

家族全体の意向として，患者を病院や施設でケアしてほしいという考えがある
かどうかをアセスメントしている

表7　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の探索的因子分析（Promax回転）

項目

 第1因子：退院に対する家族の感情と代弁機能

家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思いがあるかどうかをアセスメ
ントしている

家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに対して，否定的な思いが
あるかどうかをアセスメントしている

患者と家族成員の間で退院後の生活について話し合うことができているかどう
かをアセスメントしている

患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員がいることをアセ
スメントしている

患者の希望を代弁できる家族成員がいることをアセスメントしている

 第2因子：家族の健康状態と介護力

介護者の健康状態をアセスメントしている

介護者の介護経験の有無をアセスメントしている

介護者の疲労度をアセスメントしている

介護者の介護意欲をアセスメントしている

 第3因子：退院に向けた家族間のコミュニケーション

患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行われているかどうかをア
セスメントしている

病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことができているかどうかをア
セスメントしている

患者の退院のために，家族成員全員が何らかの役割を担っているかどうかを
アセスメントしている

退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必要があるかどうかを
アセスメントしている

患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同意のもとに行われて
いるかどうかをアセスメントしている

 第4因子：退院に対する家族の受容

患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致しているかどうかをアセスメン
トしている

患者と家族成員の間で，今後の生活に対する目標が定まっているかどうかをア
セスメントしている

家族成員が，退院時の患者の回復のイメージができているかどうかをアセスメ
ントしている

家族成員が，退院後の療養生活をイメージできているかどうかをアセスメントし
ている

家族成員が，患者が退院するということについて受け止めることができているか
どうかをアセスメントしている

家族成員が，患者が退院するということについて理解することができているかど
うかをアセスメントしている

家族成員が，患者の病気を受け入れることができているかどうかをアセスメント
している

家族成員が，患者が退院するという状況を現実的に受け入れようと努力してい
るかどうかをアセスメントしている

 第5因子：退院に向けた家族の役割機能

固有値

寄与率（％）

因子負荷量が0.500未満の項目ならびに複数の因子に0.300以上の因子負荷量を示した項目を削除（推定法；WLSMV)

入院前後における患者と家族成員の関係の変化についてアセスメントしている

患者の家庭内での立場をアセスメントしている

患者が家庭内でどのような役割を付与されているかをアセスメントしている

家族成員が患者に対し，過保護であるかどうかをアセスメントしている

家族全体が本来持っている力（ストレングス）をアセスメントしている

因子相関行列
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次に，探索的因子分析で抽出された 5 因子から成る斜交モデルを設定し，構造方

程式モデリングを用いて構成概念妥当性の検討を行った。その結果，モデルのデー

タに対する適合度は，χ2（df）=267.175（160），CFI=0.982，RMSEA=0.052 であり，

統計学的許容水準を満たしていた（図 2）。加えて，α 信頼性係数は【退院に対する

家族の感情と代弁機能】が 0.784，【家族の健康状態と介護力】が 0.834，【退院に向

けた家族間のコミュニケーション】が 0.812，【退院に対する家族の受容】が 0.781，

【退院に向けた家族の役割機能】が 0.838 であり，統計学的に十分な信頼性を有す

ることが示された。  

なお，「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」の各因子の素点の

合計得点は，【退院に対する家族の感情と代弁機能】が平均 9.88 点（標準偏差：1.91，

範囲：5-12），【家族の健康状態と介護力】が平均 9.00 点（標準偏差：2.30，範囲：

2-12），【退院に向けた家族間のコミュニケーション】が平均 7.82 点（標準偏差：2.29，

範囲：0-12），【退院に対する家族の受容】が平均 9.92 点（標準偏差：1.79，範囲：

4-12），【退院に向けた家族の役割機能】が平均 8.76 点（標準偏差：2.49，範囲：0-

12）であった。  

 

図2 医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の因子構造モデル（標準化解）

n=244 ： χ2 （df）=267.175（160） CFI=0.982 RMSEA=0.052 （推定法：WLSMV）

※ ζ は潜在変数，εは誤差変数
※†はモデルの識別のために制約を加えた箇所である．
※***：p<0.001

yA10 yA11 yA30yA32

ε1 ε4ε3ε2

ξ1

.831***.819***.848***.760†

退院に対する
家族の感情と代弁機能

yA62 yA66 yA65yA64

ε5 ε8ε7ε6

ξ2

.844***.867***.748***.844†

家族の健康状態と介護力

yA71 yA72 yA28yA74

ε9 ε12ε11ε10

ξ3

.760***.818***.822***.838†

退院に向けた
家族間のコミュニケーション

yA40 yA41 yA53yA44

ε13 ε16ε15ε14

ξ4

.840***.832***.747***.788†

退院に対する家族の受容

yA19 yA17 yA22yA23

ε17 ε20ε19ε18

ξ5

.871***.848***.800***.790†

退院に向けた
家族の役割機能

.689*** .713*** .700*** .716***

.758***.655***.603***

.678*** .700***

.707***
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第 4 節 考察  

 

1．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の構造  

 本章の研究において，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の構

造を明らかにすることを目的に，第 2 章の退院支援に関する実践報告等に関する文

献的検討の結果を基に 78 項目の質問項目を設定し，一定の手続きにより項目を削

除した後，探索的因子分析および検証的因子分析を行い構成概念妥当性の検討を行

った結果，【退院に対する家族の感情と代弁機能】【家族の健康状態と介護力】【退院

に向けた家族間のコミュニケーション】【退院に対する家族の受容】【退院に向けた

家族の役割機能】で構成される 5 因子斜交モデルが支持された。  

 第 1 因子【退院に対する家族の感情と代弁機能】は，「患者の身元の引き受けや自

宅復帰に対して家族に否定的な思いがあるか」「患者の退院に向けた意思決定や患

者の希望を代弁できる家族成員がいるか」に関する項目で構成されていた。「患者の

身元の引き受けや自宅復帰に対する家族の否定的な思い」に関して，自助が困難な

患者の療養環境の調整にあたっては，患者の身近な存在である家族成員による自助・

互助機能の発揮が優先的に求められる（内閣府  2013）。しかし，家族成員が患者の

身元引き受けを拒否する場合には，その思いを傾聴し背景要因の理解に努め，状況

に応じて家族関係の調整を行う必要がある。また，家族成員による支援が望めない

場合においては，患者の療養環境の調整に向けて多職種連携のもと多様なサービス

の導入等を検討することも求められる（内閣府  2013）。在院日数の短縮が求められ

ている現状をふまえるならば，以上のような援助に一定の時間を要する事例の早期

発見は必須であり，退院援助における家族評価のための情報収集の重要な因子とい

える。  

 第 2 因子【家族の健康状態と介護力】は，介護者の健康状態，介護経験の有無，

疲労度，介護意欲に関する項目で構成されていた。現在，要介護者等の主な介護者

のうち，およそ 7 割を同居や別居の家族成員等が占めており，在宅介護の大部分を

家族成員が担っている（厚生労働省  2020）。こうした中，先行研究では，要介護高

齢者（野上ら  2016），血液透析患者（Belasco et al. 2006），パーキンソン病患者（Meara 
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et al. 1999），脳卒中者（Persson et al. 2015）等の家族介護者の精神的健康状態が不良

であったことが報告されている。また春名ら（2018）は，家族介護者が就労してい

る場合において，介護ストレス，加齢による体力の衰え，自己不全感等を自覚する

たびに仕事を続けることへの迷いが生じ，仕事を続けるか仕事を辞め介護に専念す

べきかと自問を繰り返すことを確認している。しかしながら，介護を機に仕事を辞

めた家族介護者の半数以上において精神面，肉体面，経済面の負担が増加していた

ことが報告されており（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング  2013），家族介護者

の置かれている状況の深刻さがうかがわれる。一方で，介護は肯定的側面も有して

おり，例えば caregiving mastery（介護による達成感）は介護者の精神的健康状態の

悪化を防ぐ重要な役割を果たしている（安部  2002）。家族成員が身体的・精神的に

良好な健康状態であるか，また介護経験や介護意欲等の介護力を有しているかとい

う視点からのアセスメントに基づき援助を行った場合，退院後の療養生活において

生活課題が発生する危険性は低いと考えられる。それゆえ，患者と家族成員双方の

生活全体を見通した退院援助を行うためには，【家族の健康状態と介護力】に関する

情報収集は不可欠であると考える。  

 第 3 因子【退院に向けた家族間のコミュニケーション】は，「患者と家族成員の間

で活発にコミュニケーションが行われているか」「病気や障害，退院後の生活につい

て患者と家族成員の間で話すことができているか」等の項目で構成されていた。こ

れに関して，患者と家族成員が現状の共通理解に基づき今後の意向（希望）等につ

いて話し合うことができていない場合，退院先の決定とその後の療養生活の調整に

支障をきたすことが予想される。そのため，家族間で十分な情報が伝達されている

か，必要な情報を家族の間に行き渡らせることに困難はないかなどをアセスメント

することが不可欠である（Barker et al.＝1993b）。また Olson ら（1982）は，多分野

の先行研究で提示されてきた家族に関する諸概念の整理を試み，家族機能を「家族

の凝集性」「家族の適応力」「家族のコミュニケーション」によって説明している。

家族の凝集性は家族の親密性を，家族の適応力は状況的・発達的ストレス（危機的

状況）に対して家族システムの権力構造や役割関係，規則等を変化させる能力を意

味している。このような家族機能は，患者と家族成員の生活の安定に欠かすことの
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できない重要な資源であるといえる。なかでも，家族のコミュニケーションはこれ

らの促進次元として位置づけられており，退院後の生活において家族が十分に機能

を発揮できるよう，家族間のコミュニケーションについて情報を収集することが重

要であると考えられる。なお，コミュニケーションは言語的・非言語的にかかわら

ず，明確さと率直さ，量のうえでの十分さおよび相手の人物が心を開いていること

が重要な要素とされる（Barker et al.＝1993b）。よって，これらの観点に基づいた情

報収集も求められる。  

 第 4 因子【退院に対する家族の受容】は，患者および家族成員と協働して退院に

向けた調整を行っていくにあたって，彼らが現在の状況を理解し，今後の生活につ

いて考えられているかに関する項目で構成されていた。現在，医療の提供は地域を

基盤に行われており（厚生労働省  2015），医療機関では高度急性期，急性期，回復

期，慢性期と，その機能が分化されている。また，2018（平成 30）年度診療報酬改

正では「入院時支援加算」が新設され，入院前から「入院生活」「退院」「退院後の

生活」を見据えて支援することが評価されている。このような中，患者と家族成員

は病期に応じて療養の場を変更することとなり，現在の療養生活の先にある生活を

見据えながら医療を受けることが求められている。しかしながら，令和 2（2020）

年受療行動調査（厚生労働省  2021）によると，入院患者の今後の治療・療養の希望

について「完治するまでこの病院に入院していたい」が最多の 45.1％を占めている。

また，先行研究では，退院に際して，認知症者とその家族成員が行先のみえない不

安を抱えていること（錦織ら  2018）や，終末期がん患者とその家族成員ががんの進

行に伴う諸症状によって在宅緩和ケアの移行に向けた準備について考える余裕がな

い状況にあること（森ら  2018）などが報告されている。それゆえ MSW は，「家族

成員が，患者が退院するということについて受け止めることができているかどうか」

をはじめとする【退院に対する家族の受容】について情報収集し，それに基づく援

助計画の立案および介入により，患者および家族成員が今後の生活を見据えながら

医療を受けられるよう支援する必要がある。  

 第 5 因子【退院に向けた家族の役割機能】は，「患者の家庭内での役割」や「退院

に向けた家族の役割を変更する必要性」など役割に関する項目で構成されていた。
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マクマスター・モデル（Epstein et al. 1978）によると，家族が健康に機能するために

は，「物質的な資源を用意すること」や「家族を養育し励ますこと」などの 5 つの役

割が必須であり，家族にはこれらの遂行のために家族内の地位に基づいた役割遂行

が求められるとされる。しかしながら，一方で，患者の入院といった危機状況に伴

う役割変更が生じた場合には精神的・身体的負担等が生じやすく，役割変更が円滑

に遂行されない場合には，家族の機能が破綻し生活に支障が生じる可能性が高い（星  

2007）。よって MSW は，患者が家庭内で担っている役割をふまえ，退院に向けた家

族の役割変更の要否について情報収集をすることで，退院後の療養生活の充実や継

続に寄与できるものと考えられる。  

 

2．本章における研究の限界  

本章における研究には主に 4 点の限界が存在する。  

第一に，本章の研究で設定した MSW の退院援助における家族評価のための情報

収集に関する項目について，MSW の自己評価に基づいて回答を求めたことである。

そのため，客観的な実践状況の把握において課題を残しており，今後は他者評価に

基づいた測定も検討する必要がある。また，本章の研究では MSW の日常の退院援

助における家族評価のための情報収集に対する回答を求め，専門職としての MSW

の全般的な退院援助での情報収集に関する知見を得た。その一方で，例えば，MSW

の援助記録等を基にして事例における情報収集を評価した場合，患者の疾患や生活

課題等の特徴をふまえた知見を得ることも可能である。前者が全般的な退院援助に

おける情報収集の状況を測定できるのに対し，後者では個々の援助事例の特徴をふ

まえた情報収集の状況を測定できることから，後続研究では研究目的に応じて方法

を選択し，MSW の退院援助に関する実践に寄与する知見を提示することが求めら

れる。  

第二に，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する項目に対

する回答が MSW の主観的な家族の認識に基づいていることである。現在，家族に

関する明確な定義は定まっておらず，社会福祉学を基盤とする援助における家族の

概念は多様である。そのため，今後は MSW の家族の捉え方にも着目した研究も必
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要である。  

第三に，本章の研究が限られた医療機関に勤務する MSW を対象としたことであ

る。よって，今後は他の都道府県の MSW を対象とした調査を実施し，結果の一般

化を図ることが課題である。  

第四に，本章の研究において確認された MSW の退院援助における家族評価のた

めの情報収集を構成する 5 因子に関連する要因の検討は今後の課題に残しているこ

とである。それゆえ後続研究では，「MSW の退院援助における家族評価のための情

報収集」の実践状況を明らかにするとともに属性等との関連を検討していくことが

必要である。  

なお，本章の研究には以上のような限界があるものの，統計学的手法を用いて

MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の構造が確認されたことは，

MSW の適切な家族評価のための情報収集の実践を可能にするための指標開発の一

助となるものであったと考える。  

 

 

第 5 節 結論  

 

 本章における研究では，MSW の適切な家族評価のための情報収集の実践を可能

にするための指標開発を目指し，まずは MSW の退院援助における家族評価のため

の情報収集の構造を明らかにすることを目的とした。その結果，MSW の退院援助に

おける家族評価のための情報収集の構造は，【退院に対する家族の感情と代弁機能】

【家族の健康状態と介護力】【退院に向けた家族間のコミュニケーション】【退院に

対する家族の受容】【退院に向けた家族の役割機能】の 5 因子で構成されることが確

認された。今後は，本章の研究により設定した項目を用いて実践状況を明らかにし，

属性等との関連を確認すること，他の都道府県の MSW を対象とした調査を実施す

ることが課題である。  
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第 4章 医療ソーシャルワーカーを対象とした退院援助における家族評価

のための情報収集の実践状況  

 

第 1 節 研究目的  

 

 第 3 章の研究では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集が【退

院に対する家族の感情と代弁機能】【家族の健康状態と介護力】【退院に向けた家族

間のコミュニケーション】【退院に対する家族の受容】【退院に向けた家族の役割機

能】の 5 因子構造であったことが確認されたものの，その実践状況については十分

に検討されていない。MSW の退院援助に関する実践能力を向上させ，援助の質を高

めていくことが求められている中で（健康保険組合連合会  2008），その支援策の検

討に向けて，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の状況を確認す

ることは有用であると考える。  

そこで，本章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践状

況を明らかにすることを目的とした。  

なお，本章では第 3 章の調査データを用いて分析を行った。  

 

 

第 2 節 研究方法  

 

1．調査対象および調査方法  

 本章では，近畿，中国ならびに中部地方内の 8 府県（京都府，兵庫県，奈良県，

岡山県，島根県，鳥取県，山口県，愛知県）における医療機関 844 ヶ所に勤務する

MSW 844 人を対象に質問紙調査を実施した。医療機関は，8 府県庁ホームページに

掲載されている医療機関一覧（2017（平成 29）年 4 月末時点）を基に，各医療機関

のホームページより MSW の在籍が認められた場合に調査対象とした。調査票の配

付は，医療機関の管理者宛に調査依頼書（趣旨説明等を含む）と調査票等（別紙に

倫理的配慮等を記載）を送付し，各医療機関 1 人の MSW に回答を依頼した。その
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際，MSW の経験年数に関して制限を設けない旨を文書に記載した。また，調査票は

無記名自記式とし，記入後は回答者自身が返信用封筒に厳封し，返送するという方

法を採った。調査期間は 2017（平成 29）年 12 月～2018（平成 30）年 1 月の 2 ヶ月

間とした。  

 

2．調査内容  

調査票は，調査対象者の属性（性別，年齢，最終学歴，所持資格，雇用形態，所

属職能団体，MSW としての通算経験月数），所属機関の状況（調査対象者の担当病

棟，担当病棟において算定している加算，総病床数，MSW の所属人数），MSW の退

院援助における家族評価のための情報収集に関する項目で構成した。  

 「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」の測定には，第 3 章の研

究により設定した 5 因子 20 項目から成る質問項目を用いた。回答は「まったくして

いない：0 点」「あまりしていない：1 点」「まあしている：2 点」「いつもしている：

3 点」の 4 件法で求め，実践頻度が高いほど得点が高くなるよう設定した。  

 

3．解析方法  

 統計解析では，まず「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」に関

する実践の特徴を明らかにすることを目的にクラスター分析（Ward 法）を行った。

次いで，Fisher の正確確率検定および Welch の検定を行い，有意差が認められた場

合には残差分析および多重比較（Games-Howell 法）を用いて，抽出されたクラスタ

ー間の属性分布および所属機関の状況を比較した。  

なお，解析における有意性は 5％有意水準とし，以上の解析には統計ソフト「 IBM 

SPSS 22J for Windows（+ Exact Tests）」および「Mplus version 7.2」を用いた。  

 

4．倫理的配慮  

 本調査の実施にあたって，調査対象者に調査の趣旨，匿名性の保障，調査協力は

自由意思（任意）であること等について文書にて説明するとともに，調査票に本調

査への参加の同意を確認する欄を設け，倫理面に配慮した。なお，本調査は 2017（平
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成 29）年 11 月 24 日に岡山県立大学倫理委員会の審査・承認を得て実施した（受付

番号：17-65）。  

 

 

第 3 節 研究結果  

 

回答は 267 人から得られ（回収率：31.6％），統計解析には，調査対象者の属性，

所属機関の状況ならびに MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関

する項目に欠損値を有さない 244 人の資料（調査対象者の 28.9％；回答者の 91.4％）

を用いた。  

 

1．分析対象者の属性分布  

 分析対象者の属性分布は表 4に示すとおりであった。性別は女性が 143人（58.6％）

であり，年齢は平均 38.6 歳（標準偏差：8.0，範囲：23-62）であった。最終学歴は

福祉系 4年制大学が最多の 169人（69.3％）であり，一般 4年制大学が 41人（16.8％），

各種専門学校が 20 人（8.2％），福祉系大学院が 6 人（2.5％）と続いた。所持資格

は，所持する人数の多いものから順に，社会福祉士が 215 人（88.1％），介護支援専

門員が 114 人（46.7％），精神保健福祉士が 76 人（31.1％），認定社会福祉士（医療

分野）が 6 人（2.5％），認定医療社会福祉士が 5 人（2.0％）であり，いずれの資格

も所持していない人は 6 人（2.5％）であった。雇用形態は，常勤専任が 215 人（88.1％），

常勤兼任が 27 人（11.1％），非常勤専任が 2 人（0.8％）であった。所属職能団体は，

各府県医療ソーシャルワーカー協会が 141 人（57.8％）と最も多く，次いで日本医

療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）が 67 人（27.5％），日本

社会福祉士会が 49 人（20.1％），日本精神保健福祉士協会が 23 人（9.4％）であっ

た。なお，これらのいずれにも所属していない人は 53 人であり，全体の 21.7％を占

めていた。MSW としての通算経験月数は平均 129.3 ヶ月（標準偏差：85.1，範囲：

5-488）であった。  

 



- 45 - 
 

 

2．分析対象者の所属機関の状況  

分析対象者の所属機関の状況は表 5 に示すとおりであった。担当病棟は一般病棟

が 169 人（69.3％）と最多であり，地域包括ケア病棟が 79 人（32.4％），療養病棟が

67 人（27.5％）と続いた。担当病棟において算定している加算は，退院支援加算 1

が最も多く 121 人と全体の 49.6％を占め，次いで退院支援加算 2 が 68 人（27.9％）

であった。総病床数は平均 241.5 床（標準偏差：196.4，範囲：11-1,441）であり，

人数 （ ％ ）

女性 143 （ 58.6 ）

男性 101 （ 41.4 ）

年齢

福祉系4年制大学 169 （ 69.3 ）

一般4年制大学 41 （ 16.8 ）

各種専門学校 20 （ 8.2 ）

福祉系大学院 6 （ 2.5 ）

高等学校 3 （ 1.2 ）

一般短期大学 2 （ 0.8 ）

一般大学院 2 （ 0.8 ）

その他 1 （ 0.4 ）

社会福祉士 215 （ 88.1 ）

介護支援専門員 114 （ 46.7 ）

精神保健福祉士 76 （ 31.1 ）

認定社会福祉士（医療分野） 6 （ 2.5 ）

認定医療社会福祉士 5 （ 2.0 ）

いずれも持っていない 6 （ 2.5 ）

常勤専任 215 （ 88.1 ）

常勤兼任 27 （ 11.1 ）

非常勤専任 2 （ 0.8 ）

各府県医療ソーシャルワーカー協会 141 （ 57.8 ）

日本医療社会福祉協会※1 67 （ 27.5 ）

日本社会福祉士会 49 （ 20.1 ）

日本精神保健福祉士協会 23 （ 9.4 ）

いずれにも所属していない 53 （ 21.7 ）

医療ソーシャルワーカー
としての通算経験月数

所持資格※

表4　分析対象者の属性分布（n=244）（再掲）

項目

性別

平均38.6歳（標準偏差：8.0，範囲：23-62）

最終学歴

雇用形態

所属職能団体※

平均129.3ヶ月（標準偏差：85.1，範囲：5-488）

※1：現，日本医療ソーシャルワーカー協会
※複数回答
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MSW の所属人数は平均 4.3 人（標準偏差：3.4，範囲：1-26）であった。  

 

3．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る項目の回答分布  

 MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する項目の回答分布は

表 8 に示すとおりであった。「いつもしている」と回答した人数が最も多かった項目

は「yA3：患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員がいることを

アセスメントしている」が 158 人（64.8％）であり，次いで人数が多かった項目は

「yA1：家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思いがあるかどうかをアセ

スメントしている」が 155 人（63.5％）と，いずれも「退院に対する家族の感情と

代弁機能」に関する項目であった。  

 

人数 （ ％ ）

一般病棟 169 （ 69.3 ）

地域包括ケア病棟 79 （ 32.4 ）

療養病棟 67 （ 27.5 ）

回復期リハビリテーション病棟 51 （ 20.9 ）

精神科病棟 22 （ 9.0 ）

緩和ケア病棟 16 （ 6.6 ）

障害者施設等一般病棟 16 （ 6.6 ）

結核病棟 3 （ 1.2 ）

特殊疾患治療病棟 3 （ 1.2 ）

その他 10 （ 4.1 ）

退院支援加算1 121 （ 49.6 ）

退院支援加算2 68 （ 27.9 ）

退院調整加算（精神療養病棟入院料） 7 （ 2.9 ）

退院支援加算3 5 （ 2.0 ）

精神保健福祉士配置加算 3 （ 1.2 ）

算定している加算はない 46 （ 18.9 ）

総病床数

医療ソーシャルワーカー
の所属人数

表5　分析対象者の所属機関の状況（n=244）（再掲）

項目

平均4.3人（標準偏差：3.4，範囲：1-26）

※複数回答

担当病棟※

担当病棟での算定加算※

平均241.5床（標準偏差：196.4，範囲：11-1,441）
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人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）

yA1
家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思い
があるかどうかをアセスメントしている

155 （ 63.5 ） 83 （ 34.0 ） 6 （ 2.5 ） 0 （ 0.0 ）

yA2
家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに
対して，否定的な思いがあるかどうかをアセスメントし
ている

146 （ 59.8 ） 84 （ 34.4 ） 13 （ 5.3 ） 1 （ 0.4 ）

yA3
患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家
族成員がいることをアセスメントしている

158 （ 64.8 ） 79 （ 32.4 ） 7 （ 2.9 ） 0 （ 0.0 ）

yA4
患者の希望を代弁できる家族成員がいることをアセス
メントしている

77 （ 31.6 ） 122 （ 50.0 ） 41 （ 16.8 ） 4 （ 1.6 ）

yA5 介護者の健康状態をアセスメントしている 110 （ 45.1 ） 111 （ 45.5 ） 22 （ 9.0 ） 1 （ 0.4 ）

yA6 介護者の介護経験の有無をアセスメントしている 84 （ 34.4 ） 108 （ 44.3 ） 50 （ 20.5 ） 2 （ 0.8 ）

yA7 介護者の疲労度をアセスメントしている 91 （ 37.3 ） 112 （ 45.9 ） 38 （ 15.6 ） 3 （ 1.2 ）

yA8 介護者の介護意欲をアセスメントしている 105 （ 43.0 ） 119 （ 48.8 ） 17 （ 7.0 ） 3 （ 1.2 ）

yA9
患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行
われているかどうかをアセスメントしている

51 （ 20.9 ） 152 （ 62.3 ） 40 （ 16.4 ） 1 （ 0.4 ）

yA10
病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことが
できているかどうかをアセスメントしている

45 （ 18.4 ） 119 （ 48.8 ） 77 （ 31.6 ） 3 （ 1.2 ）

yA11
患者と家族成員の間で退院後の生活について話し合
うことができているかどうかをアセスメントしている

72 （ 29.5 ） 135 （ 55.3 ） 34 （ 13.9 ） 3 （ 1.2 ）

yA12
患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体
の同意のもとに行われているかどうかをアセスメントし
ている

51 （ 20.9 ） 105 （ 43.0 ） 78 （ 32.0 ） 10 （ 4.1 ）

yA13
患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致して
いるかどうかをアセスメントしている

161 （ 66.0 ） 82 （ 33.6 ） 1 （ 0.4 ） 0 （ 0.0 ）

yA14
患者と家族成員の間で，今後の生活に対する目標が
定まっているかどうかをアセスメントしている

94 （ 38.5 ） 127 （ 52.0 ） 22 （ 9.0 ） 1 （ 0.4 ）

yA15
家族成員が，退院後の療養生活をイメージできている
かどうかをアセスメントしている

135 （ 55.3 ） 101 （ 41.4 ） 6 （ 2.5 ） 2 （ 0.8 ）

yA16
家族成員が，患者が退院するということについて理解
することができているかどうかをアセスメントしている

133 （ 54.5 ） 106 （ 43.4 ） 5 （ 2.0 ） 0 （ 0.0 ）

yA17
退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更す
る必要があるかどうかをアセスメントしている

82 （ 33.6 ） 101 （ 41.4 ） 56 （ 23.0 ） 5 （ 2.0 ）

yA18
入院前後における患者と家族成員の関係の変化につ
いてアセスメントしている

80 （ 32.8 ） 108 （ 44.3 ） 50 （ 20.5 ） 6 （ 2.5 ）

yA19 患者の家庭内での立場をアセスメントしている 125 （ 51.2 ） 96 （ 39.3 ） 21 （ 8.6 ） 2 （ 0.8 ）

yA20
患者が家庭内でどのような役割を付与されているかを
アセスメントしている

97 （ 39.8 ） 106 （ 43.4 ） 37 （ 15.2 ） 4 （ 1.6 ）

表8　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する項目の回答分布（n=244）

番号 項目

いつも
している

まあ
している

あまり
していない

まったく
していない

※表6-1，表6-2，表6-3のうち，第3章の研究において「医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報
 　収集」を構成する項目として選定した20項目のみを記した．
※人数の割合（％）に関し，小数点第二位を四捨五入し算出したため100％とならない場合がある．

「退院に対する家族の感情と代弁機能」に関する項目

「家族の健康状態と介護力」に関する項目

「退院に向けた家族間のコミュニケーション」に関する項目

「退院に対する家族の受容」に関する項目

「退院に向けた家族の役割機能」に関する項目
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一方，「まったくしていない」と回答した人数が最も多かった項目は「 yA12：患者

の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同意のもとに行われているかどう

かをアセスメントしている」が 10 人（4.1％）であり，次いで人数が多かった項目

は「yA18：入院前後における患者と家族成員の関係の変化についてアセスメントし

ている」が 6 人（2.5％）であった。  

 

4．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践状況の類型化  

 MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の回答傾向を基に，回答者

を類型化し実践状況の特徴を明らかにするため，クラスター分析を行った結果，出

力されたデンドログラムから 3 つのクラスターが抽出された。  

 MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の回答分布について，クラ

スター間で比較を行ったところ，20 項目すべてに有意差が確認され（p<0.001），ク

ラスター2 において MSW の退院援助における家族評価のための情報収集を「いつ

もしている」と回答している人が多かった。一方，「yA3：患者の退院に向けて，意

思決定を行うことができる家族成員がいることをアセスメントしている」「yA8：介

護者の介護意欲をアセスメントしている」「yA10：病気や障害のことを患者と家族

成員の間で話すことができているかどうかをアセスメントしている」を除く 17 項

目において，クラスター3 では MSW の退院援助における家族評価のための情報収

集を「まったくしていない」または「あまりしていない」と回答している人が多く，

実践頻度は高い順にクラスター2，クラスター1，クラスター3 であった。  

表 9 は各クラスターの MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関

する項目および因子の平均得点を示したものであり，図 3 は実践状況を図式化した

ものである。平均得点に基づき，各クラスターの実践状況を確認すると，クラスタ

ー1 はすべての項目において全体平均得点よりやや低値であることが確認された。

一方，クラスター2 は 3 つのクラスターの中で最も高い値を示しており，高頻度で

家族評価のための情報収集の実践をしているクラスターであったが，「yA9：患者と

家族成員の間で活発にコミュニケーションが行われているかどうかをアセスメント  
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番号 項目
クラスター1
（48.0％）

クラスター2
（43.0％）

クラスター3
（9.0％）

全体
平均得点

yA1
家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思いがあるか
どうかをアセスメントしている

2.444 2.886 2.182 2.611

yA2
家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに対して，
否定的な思いがあるかどうかをアセスメントしている

2.359 2.886 1.818 2.537

yA3
患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員が
いることをアセスメントしている

2.402 2.952 2.182 2.619

yA4
患者の希望を代弁できる家族成員がいることをアセスメントして
いる

1.838 2.571 1.409 2.115

「退院に対する家族の感情と代弁機能」の平均得点 2.261 2.824 1.898 2.470

yA5 介護者の健康状態をアセスメントしている 2.077 2.819 1.591 2.352

yA6 介護者の介護経験の有無をアセスメントしている 1.821 2.581 1.545 2.123

yA7 介護者の疲労度をアセスメントしている 1.855 2.752 1.318 2.193

yA8 介護者の介護意欲をアセスメントしている 2.017 2.819 1.727 2.336

「家族の健康状態と介護力」の平均得点 1.942 2.743 1.545 2.251

yA9
患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行われてい
るかどうかをアセスメントしている

1.829 2.390 1.455 2.037

yA10
病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことができてい
るかどうかをアセスメントしている

1.573 2.276 1.227 1.844

yA11
患者と家族成員の間で退院後の生活について話し合うことがで
きているかどうかをアセスメントしている

1.897 2.514 1.545 2.131

yA12
患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同意の
もとに行われているかどうかをアセスメントしている

1.632 2.219 0.773 1.807

「退院に向けた家族間のコミュニケーション」の平均得点 1.733 2.350 1.250 1.955

yA13
患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致しているかどう
かをアセスメントしている

2.573 2.848 2.182 2.656

yA14
患者と家族成員の間で，今後の生活に対する目標が定まってい
るかどうかをアセスメントしている

2.085 2.629 1.727 2.287

yA15
家族成員が，退院後の療養生活をイメージできているかどうか
をアセスメントしている

2.342 2.838 1.864 2.512

yA16
家族成員が，患者が退院するということについて受け止めること
ができているかどうかをアセスメントしている

2.248 2.838 1.818 2.463

「退院に対する家族の受容」の平均得点 2.312 2.788 1.898 2.480

yA17
退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必要が
あるかどうかをアセスメントしている

1.880 2.514 0.909 2.066

yA18
入院前後における患者と家族成員の関係の変化についてアセ
スメントしている

1.889 2.524 0.909 2.074

yA19 患者の家庭内での立場をアセスメントしている 2.256 2.800 1.364 2.410

yA20
患者が家庭内でどのような役割を付与されているかをアセスメン
トしている

1.991 2.714 1.000 2.213

「退院に向けた家族の役割機能」の平均得点 2.004 2.638 1.045 2.191

各クラスターにおける全体平均得点 2.050 2.669 1.527 2.269

※得点化：「まったくしていない：0点」 「あまりしていない：1点」 「まあしている：2点」 「いつもしている：3点」

表9　各クラスターの医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する項目および因子の平均得点

「退院に対する家族の感情と代弁機能」に関する項目

「家族の健康状態と介護力」に関する項目

「退院に向けた家族間のコミュニケーション」に関する項目

「退院に対する家族の受容」に関する項目

「退院に向けた家族の役割機能」に関する項目
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している」「yA10： 病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことができてい

るかどうかをアセスメントしている」「yA12：患者の退院のための家庭内の役割分

担が，家族全体の同意のもとに行われているかどうかをアセスメントしている」の

実践頻度は他の項目と比して低かった。そして，クラスター3 は家族評価のための

情報収集の実践頻度が最も低いクラスターであり，なかでも「yA12：患者の退院の

ための家庭内の役割分担が，家族全体の同意のもとに行われているかどうかをアセ

スメントしている」「yA17：退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必

要があるかどうかをアセスメントしている」「yA20：患者が家庭内でどのような役

割を付与されているかをアセスメントしている」の実践頻度は，他の項目よりも大

幅に低かった。また，本章の研究において示された 3 つのクラスターは全体として

相似した回答傾向であったことが確認された。  

なお，各クラスターの構成割合は，クラスター 1 が 48.0％，クラスター2 が 43.0％，

クラスター3 が 9.0％であった。  

 

 

 

 

図3 各クラスターにおける家族評価のための情報収集に関する実践状況

※破線は全体平均得点，直線は各クラスターにおける各項目得点を示す．
※得点化： 「まったくしていない：0点」 「あまりしていない：1点」 「まあしている：2点」 「いつもしている：3点」
※（ ）内の数字は各クラスターの構成割合を示す．
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5．クラスター間の属性分布および所属機関の状況の比較  

抽出されたクラスター間の属性分布および所属機関の状況について比較するため，

Fisher の正確確率検定および Welch の検定を行った。その結果，「年齢」（p=0.006），

「日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）への所属」

（p=0.022），「MSW としての通算経験月数」（p=0.030），「家族のアセスメントに関

する教育や研修の受講経験」（p=0.002），「精神科病棟の担当」（p=0.038）において有

意差が確認された（表 10，表 11）。  

残差分析および多重比較（Games-Howell 法）の結果，具体的には，MSW の属性

分布に関して，クラスター1 に所属する MSW の年齢がクラスター2 に比して有意に

若く，クラスター3 に所属する MSW が日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシ

ャルワーカー協会）に所属している割合が低かった。また，家族のアセスメントに

関する教育や研修の受講経験では，クラスター1 が「複数回受講した」と回答した

割合が低かった一方で，クラスター 2 では高かった。MSW の所属機関の状況に関し

ては，担当病棟が精神科病棟であった MSW の割合がクラスター1 において高く，

クラスター2 において低かった。  

なお，「MSW としての通算経験月数」については多重比較の結果，有意差は確認

されなかった。  
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有意差

人数（％） 52 （ 44.4 ） 36 （ 34.3 ） 13 （ 59.1 ）

調整済み残差

人数（％） 65 （ 55.6 ） 69 （ 65.7 ） 9 （ 40.9 ）

調整済み残差

人数（％） 2 （ 1.7 ） 1 （ 1.0 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 9 （ 7.7 ） 8 （ 7.6 ） 3 （ 13.6 ）

調整済み残差

人数（％） 1 （ 0.9 ） 0 （ 0.0 ） 1 （ 4.5 ）

調整済み残差

人数（％） 79 （ 67.5 ） 76 （ 72.4 ） 14 （ 63.6 ）

調整済み残差

人数（％） 23 （ 19.7 ） 14 （ 13.3 ） 4 （ 18.2 ）

調整済み残差

人数（％） 3 （ 2.6 ） 3 （ 2.9 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 0 （ 0.0 ） 2 （ 1.9 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 0 （ 0.0 ） 1 （ 1.0 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 106 （ 90.6 ） 90 （ 85.7 ） 19 （ 86.4 ）

調整済み残差

人数（％） 53 （ 45.3 ） 52 （ 49.5 ） 9 （ 40.9 ）

調整済み残差

人数（％） 39 （ 33.3 ） 32 （ 30.5 ） 5 （ 22.7 ）

調整済み残差

人数（％） 1 （ 0.9 ） 4 （ 3.8 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 1 （ 0.9 ） 5 （ 4.8 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 101 （ 86.3 ） 92 （ 87.6 ） 22 （ 100.0 ）

調整済み残差

人数（％） 2 （ 1.7 ） 0 （ 0.0 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 14 （ 12.0 ） 13 （ 18.1 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 63 （ 53.8 ） 61 （ 58.1 ） 17 （ 77.3 ）

調整済み残差

人数（％） 31 （ 26.5 ） 35 （ 33.3 ） 1 （ 4.5 ）

調整済み残差

人数（％） 23 （ 19.7 ） 23 （ 21.9 ） 3 （ 13.6 ）

調整済み残差

人数（％） 13 （ 11.1 ） 9 （ 8.6 ） 1 （ 4.5 ）

調整済み残差

人数（％） 26 （ 22.2 ） 36 （ 34.3 ） 3 （ 13.6 ）

調整済み残差

人数（％） 33 （ 28.2 ） 28 （ 26.7 ） 6 （ 27.3 ）

調整済み残差

人数（％） 58 （ 49.6 ） 41 （ 39.0 ） 13 （ 59.1 ）

調整済み残差

人数（％） 15 （ 12.8 ） 32 （ 30.5 ） 1 （ 4.5 ）

調整済み残差

人数（％） 25 （ 21.4 ） 25 （ 23.8 ） 4 （ 18.2 ）

調整済み残差

人数（％） 77 （ 65.8 ） 48 （ 45.7 ） 17 （ 77.3 ）

調整済み残差

医療ソーシャルワーカー

としての通算経験月数※2 ＊

表10　クラスター間の医療ソーシャルワーカーの属性分布の比較（n=244）

項目
クラスター1
（n=117）

クラスター2
（n=105）

クラスター3
（n=22）

性別※1

男性

n.s.
0.9 -2.0 1.8

女性
-0.9 2.0 -1.8

年齢※2 平均（標準偏差，範囲）

37.5歳
（7.4，24-56）

40.4歳
（8.1，25-62）

36.1歳
（9.2，24-56） **

最終学歴※1

高等学校

n.s.

0.7 -0.3 -0.5

各種専門学校　
-0.3 -0.3 1.0

福祉系短期大学
0.1 -1.2 2.0

福祉系4年制大学
-0.6 0.9 -0.6

一般大学院
-1.4 1.6 -0.4

その他
-1.0 1.2 -0.3

一般4年制大学
1.1 -1.3 0.2

福祉系大学院
0.1 0.3 -0.8

所持資格※1

社会福祉士 n.s.
1.2 -1.0 -0.3

介護支援専門員 n.s.
-0.4 0.8

常勤兼任
0.4 0.6 -1.7

-0.6

精神保健福祉士 n.s.
0.7 -0.2 -0.9

-0.8 -0.2 1.8

非常勤専任
1.5 -1.2 -0.4

認定医療社会福祉士 n.s.
-1.3 1.7 -0.7

認定社会福祉士（医療分野） n.s.
-1.6 2.0 -0.8

所属職能団体※1

各府県医療ソーシャルワーカー協会

日本社会福祉士会

雇用形態※1

常勤専任

n.s.
-1.2 0.1 1.9

日本医療社会福祉協会※3 *
-0.3 1.8 -2.5

n.s.
-0.2 0.6 -0.8

日本精神保健福祉士協会 n.s.
0.9 -0.4 -0.8

n.s.

0.0

受講したことはない（受講しなかった）
1.1 -1.9 1.3

「家族のアセスメント」に関する内容

教育や研修の

受講経験※1

「ソーシャルワークのアセスメント」に関する内容

複数回受講した

n.s.

-1.5 2.3 -1.4

一度受講した
0.3 -0.2

複数回受講した

**

-2.6 3.7 -1.9

一度受講した
-0.3 0.5 -0.5

受講したことはない（受講しなかった）

※1：Fisherの正確確率検定，※2：Welchの検定，※3：現，日本医療ソーシャルワーカー協会
※人数の割合（％）は，小数点第二位を四捨五入し算出したため100％とならない場合がある．

*：p<0.05，**：p<0.01，n.s.：not significant

2.3 -3.4 1.9

平均（標準偏差，範囲）
119.7ヶ月

（79.5，5-354）
156.3ヶ月

（89.0，8-488）
104.5ヶ月

（85.5，20-320）

*
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第 4 節 考察  

 

1．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践状況の特徴  

 本章の研究で設定した「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」に

関する項目は，臨床現場の実践報告等に基づいて情報収集の必要性が示唆された 20

項目によって構成されている。十分なアセスメントに基づいて援助を展開するため

には，まず包括的な視点から情報収集が行われる必要があることから，本章の研究

では各項目に対して「いつもしている」と回答することが望まれる。クラスター2 は

すべての項目において高い実践頻度を示しており，退院援助における家族評価のた

めの情報収集に関して MSW に期待される視点を有している集団であったといえる。

有意差

人数（％） 78 （ 66.7 ） 77 （ 73.3 ） 14 （ 63.6 ）

調整済み残差

人数（％） 33 （ 28.2 ） 37 （ 35.2 ） 9 （ 40.9 ）

調整済み残差

人数（％） 33 （ 28.2 ） 25 （ 23.8 ） 9 （ 40.9 ）

調整済み残差

人数（％） 25 （ 21.4 ） 19 （ 18.1 ） 7 （ 31.8 ）

調整済み残差

人数（％） 16 （ 13.7 ） 4 （ 3.8 ） 2 （ 9.1 ）

調整済み残差

人数（％） 8 （ 6.8 ） 8 （ 7.6 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 8 （ 6.8 ） 6 （ 5.7 ） 2 （ 9.1 ）

調整済み残差

人数（％） 0 （ 0.0 ） 3 （ 2.9 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 2 （ 1.7 ） 1 （ 1.0 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 57 （ 48.7 ） 50 （ 47.6 ） 14 （ 63.6 ）

調整済み残差

人数（％） 34 （ 29.1 ） 31 （ 29.5 ） 3 （ 13.6 ）

調整済み残差

人数（％） 6 （ 5.1 ） 1 （ 1.0 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 3 （ 2.6 ） 2 （ 1.9 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

人数（％） 1 （ 0.9 ） 2 （ 1.9 ） 0 （ 0.0 ）

調整済み残差

総病床数※2 n.s.

医療ソーシャルワーカー

の所属人数※2 n.s.

担当病棟※1

一般病床 n.s.
-0.8 1.2

表11　クラスター間の医療ソーシャルワーカーの所属機関の状況の比較（n=244）

項目
クラスター1
（n=117）

クラスター2
（n=105）

クラスター3
（n=22）

-0.6

地域包括ケア病棟 n.s.
-1.3 0.8 0.9

回復期リハビリテーション病棟 n.s.
0.2 -0.9 1.3

療養病棟 n.s.
0.3 -1.1 1.5

緩和ケア病棟 n.s.
0.2 0.6 -1.3

精神科病棟 *
2.4 -2.5 0.0

結核病棟 n.s.
-1.7 2.0 -0.5

障害者施設等一般病棟 n.s.
0,2 -0.5 0.5

担当病棟での

算定加算※1

退院支援加算1 n.s.
-0.3 -0.5

特殊疾患治療病床 n.s.
0.7 -0.3 -0.5

1.4

退院支援加算2 n.s.
0.4 0.5 -1.6

n.s.
2 -1.6 -0.8

退院支援加算3 n.s.
0.5 -0.1 -0.7

平均（標準偏差，範囲）
246.1床

（208.4，11-1,441）
244.5床

（194.7，48-1,435）
202.1床

（129.8，60-470）

退院調整加算（精神療養病棟入院料）

精神保健福祉士配置加算 n.s.
-0.5 0.8 -0.5

平均（標準偏差，範囲）
4.4人

（3.2，1-17）
4.4人

（3.8，1-26）
3.7人

（2.1，1-7）

※1：Fisherの正確確率検定，※2：Welchの検定 *：p<0.05，n.s.：not significant
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しかしながら，このクラスターに所属する MSWは全体の約 4割にとどまっており，

クラスター1 およびクラスター3 に所属する約 6 割の MSW において家族評価のた

めの情報収集に関する実践に課題がある可能性が推測された。また，実践の程度に

差があるものの，本章の研究において確認されたクラスターは相似した実践傾向を

示していた。具体的には，いずれのクラスターも「退院に対する家族の感情と代弁

機能」および「退院に対する家族の受容」に関する項目の情報収集の実践頻度が高

かった一方で，「退院に向けた家族間のコミュニケーション」に関する項目の情報収

集の実践頻度が低かった。  

 実践頻度が高かった「退院に対する家族の感情と代弁機能」は，「患者の身元の引

き受けや自宅復帰に対して家族に否定的な思いがあるか」「患者の退院に向けた意

思決定や患者の希望を代弁できる家族成員がいるか」に関する項目で構成されてい

る。退院援助では，患者および家族成員の意向をふまえて退院先の決定を支援する

ことが不可欠であるため，退院先の決定に直接関係するような家族成員における患

者の身元引き受けの拒否の確認や退院援助におけるキーパーソンの把握については，

情報収集が行われる頻度が高かったものと考えられる。また，「退院に対する家族の

受容」は，退院に向けた調整を行うにあたって，彼らが現在の状況を理解し，今後

の生活について考えられているかどうかに関する項目で構成されている。医療費の

抑制政策として在院日数の短縮が求められる中で，患者および家族成員の意向に沿

った退院援助を行うためには，彼らが退院について受け止められているか，どのよ

うな意向を有しているかなどについて確認する必要があり，実践頻度の高さにつな

がったものと推察される。  

一方で，「退院に向けた家族間のコミュニケーション」に関する実践頻度は低かっ

た。「退院に向けた家族間のコミュニケーション」は，病気や障害，退院後の生活等

に関する患者と家族成員の間のコミュニケーションの状況について情報収集を行う

項目で構成されている。家族におけるコミュニケーションは，家族機能の良否に関

係する（Olson et al. 1982）など，重要な情報収集の項目であるが，在院日数の短縮

化に伴って面接の機会や時間が制限される中で，家族の間のコミュニケーションの

状況について情報収集を行うことは容易ではなかった可能性が推測される。しかし
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ながら，家族間のコミュニケーションについての情報収集が不十分な退院援助では，

退院後の患者および家族成員の療養生活の継続等を脅かすような課題が発生する危

険性があるため，MSW に対して実践の内省と自己覚知を促すような支援が必要で

あると考えられる。  

 

2．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践のクラスター間の属性分布および所属機関の状況の比較  

 クラスター分析により確認された 3 つのクラスター間の属性分布および所属機関

の状況について，Fisher の正確確率検定および Welch の検定後，有意差が認められ

た場合には残差分析および多重比較（Games-Howell 法）を用いて比較を行った。そ

の結果，「年齢」「日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）

への所属」「家族のアセスメントに関する教育や研修の受講経験」「精神科病棟の担

当」において有意差とその特徴が確認された。  

 まず，年齢について，家族評価のための情報収集に関する実践頻度が 2 番目に高

かったクラスター1 に比して，最も実践頻度が高かったクラスター2 の方が有意に

高く，年齢を経て積み重ねた人生経験によって実践に差異がみられた可能性が考え

られる。しかしながら，多重比較の結果，MSW としての通算経験月数には有意差が

確認されなかったことから，後続研究ではクラスター2 に所属する MSW の特徴に

ついてより詳細に検討することが必要である。  

 次いで，日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）への所

属について，本章の研究では実践頻度が最も低かったクラスター3 において所属し

ている割合が低かった。ソーシャルワーカーの倫理綱領（社会福祉専門職団体協議

会  2005）では，実践現場において最良の実践を行うために，スーパービジョンや教

育・研修に参加し，援助方法の改善と専門性の向上を図ることが倫理責任として挙

げられており，職能団体はこれに関する取り組みをしていることから，職能団体へ

の所属の有無によって実践頻度に有意差が確認されたものと考えられる。また，本

章の研究では，日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）へ

の所属の有無においてのみ有意差が確認されたが，分析対象者数が本研究結果に影
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響した可能性は否めないことから，今後は調査対象者数を増やし再検討を行うこと

が必要である。そのうえで，各職能団体の活動や取り組みをふまえて家族評価のた

めの情報収集の実践との関連を確認することが今後の課題である。  

また，MSW の実践能力の変容過程を定性的研究によって明らかにした保正（2013）

の研究では，変容促進契機として「学びの活動」が挙げられている。これには「研

修参加」「スーパービジョン受講」「講師・バイザー経験」などが含まれるが，その

中でも「研修参加」が多くの MSW の変容促進契機となっていると述べられている。

本章の研究においても「家族のアセスメントに関する教育や研修の受講経験」によ

って家族評価のための情報収集の実践頻度が異なることが確認され，先行研究を支

持する結果であった。なお，先行研究では，経験年数によって実践能力が変容して

いくことが示唆されているが（武田ら  1996；保正  2005；保正ら  2007；横山ら 2007；

保正ら  2008），本章の研究では有意な関連がみられなかった。これらのことから，

適切な教育や研修の受講によって経験年数に依らず実践能力が向上する可能性が推

察される。その一方で，実践能力の向上に関して，現状では保健医療組織のみなら

ず職能団体においても個々人の自己研鑽に任されているとの指摘（田中  2017）を鑑

みるならば，主体的・意識的に研修等を受講する者は実践能力の向上に対する意識

が高く，個々人の取り組みによって実践頻度が高まったとも考えられる。よって，

今後は研修等への参加に関連する可能性のある要因を探索していくことが必要であ

る。  

 最後に，精神科病棟の担当の有無について，平均して家族評価のための情報収集

を「まあしている」と回答していたクラスター1 において精神科病棟を担当してい

る割合が高かったことから，精神科病棟を担当し，精神疾患患者および家族成員を

対象とした退院援助に従事している経験が実践につながった可能性が考えられる。

また，最も実践頻度が高かったクラスター2 に所属する MSW においては精神科病

棟を担当している割合が低かったが，これには本章の研究が現在の担当病棟につい

て回答を求めていたことが関係していると推察される。つまり，調査時点において

精神科病棟を担当していなくても過去に担当していた経験があることが実践頻度に

関係した可能性があることから，今後は実践頻度の高かった MSW の業務経験や学
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習内容を確認することが求められる。  

 なお，本章の研究では，提示された 3 つのクラスターが階層性を有する可能性が

考えられた。これは，「家族のアセスメントに関する教育や研修」の内容や受講頻度

等によって家族評価のための情報収集の実践頻度が段階的に高まる可能性を示して

いる。しかしながら，これは推測の域を出ないため，後続研究では，潜在ランク理

論（Shojima 2007）を用いた検証によって実践頻度に応じて潜在的な下位集団に順序

性を仮定し段階的に示し，より高次の段階へとステップアップするための方略を段

階ごとに提示するなど（相馬ら  2013），より詳細に検討し，実用的な知見を得るこ

とが求められる。  

 

 

第 5 節 結論  

 

 本章における研究では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の

実践状況についてクラスター分析を用いて確認したところ，実践に関して MSW は

3 つのクラスターに類型化され，実践に期待される視点を有していると考えられた

MSW は全体の約 4 割にとどまっていたことが明らかになった。また，いずれのク

ラスターにおいても「退院に向けた家族間のコミュニケーション」に関する実践頻

度が低いなど類似した実践傾向にあることが示された。さらに，クラスター間にお

いて「年齢」「日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）への

所属」「家族のアセスメントに関する教育や研修の受講経験」「精神科病棟の担当」

に有意差が確認され，MSW の養成・現任研修を意図とした教育活動における示唆が

得られた。今後は，潜在ランク理論による分析を用いて家族評価のための情報収集

の実践状況に関連する要因を検討し，より詳細な知見を得ることが課題である。  
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第 5章 医療ソーシャルワーカーを対象とした退院援助における家族評価

のための情報収集の実践に関連する要因の検討  

 

第 1 節 研究目的  

 

第 4 章では，  退院援助における家族評価のための情報収集の実践に関してクラ

スター分析を用いて MSW を類型化し，クラスター間の属性分布および所属機関の

状況を比較した。その結果，「年齢」「日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシ

ャルワーカー協会）への所属」「家族のアセスメントに関する教育や研修の受講経験」

「精神科病棟の担当」において有意差が確認された。特に，実践の促進に向けては

「家族のアセスメントに関する教育や研修」を複数回受講することが有用であるこ

とが明らかになり，後続研究ではその具体的な内容について検討する必要性が示唆

された。加えて，第 4 章の研究において関連要因の検討に用いた変数は MSW や所

属機関の基本属性にとどまっていたことから，今後はその他の変数もふまえた検討

の必要性が示された。  

また，第 3 章の研究では「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」

に関する項目を設定し，その構造を検討したが，近畿，中国ならびに中部地方内の

8 府県における医療機関 844 ヶ所に勤務する MSW を対象としていたことから，他

の都道府県の MSW を対象に調査を実施し結果の一般化を図ることが課題となって

いた。  

以上をふまえ，本章では，第 3 章の研究において作成した「MSW の退院援助にお

ける家族評価のための情報収集」の交差妥当性を検討したうえで，退院援助におけ

る家族評価のための情報収集の実践の促進に関連する要因を明らかにすることを目

的とした。  
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第 2 節 研究方法  

 

1．調査対象および調査方法  

 本章における研究では，関東地方（東京都を除く）の各県庁ホームページ内の医

療機関一覧（2019（令和元）年 7 月末時点）に掲載されていた計 1,380 ヶ所の医療

機関に勤務する MSW を対象とした質問紙調査を実施した。調査票は，医療機関の

管理者宛に調査依頼書（趣旨説明等を含む）等と合わせて送付し，各医療機関 1 人

の MSW に回答を依頼した。また，調査票は無記名自記式とし，記入後は回答者自

身が返信用封筒に厳封し，返送する方法を採った。調査期間は 2019（令和元）年 9

月～同年 10 月の 2 ヶ月間とした。  

 

2．調査内容  

調査内容は，調査対象者の属性（性別，年齢，MSW としての通算経験月数，所持

資格，雇用形態，職位，所属職能団体，ロールモデルの有無，スーパービジョンの

受講経験の有無，スーパーバイザー・講師経験の有無），家族療法に関する学習経験

の有無，所属機関の状況（医療機関の種類，総病床数，MSW の所属人数，調査対象

者の担当病棟），MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する項目

とした。  

 MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の測定には，第 3 章の研究

によって設定した項目を用いた。計 20 項目の内訳は，「退院に対する家族の感情と

代弁機能：4 項目」「家族の健康状態と介護力：4 項目」「退院に向けた家族間のコミ

ュニケーション：4 項目」「退院に対する家族の受容：4 項目」「退院に向けた家族の

役割機能：4 項目」である。回答は「まったくしていない：0 点」「あまりしていな

い：1 点」「まあしている：2 点」「いつもしている：3 点」の 4 件法で求め，実践頻

度が高いほど得点が高くなるよう設定した。  

 家族療法は，個人や家族の抱える様々な心理的・行動的な困難や問題を家族とい

う文脈の中で理解し，解決に向けた援助を行っていこうとする対人援助の方法論の

総称であり，広範な臨床領域において応用・実践されている（日本家族研究・家族
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療法学会編  2013a）。そのため，家族療法に関する学習によって家族評価の実践に差

異が生じると予想されることから，本章の研究ではその学習経験の有無を尋ねた。

設定した項目は，「ジェノグラム（家族関係図）」「エプステインのマクマスター・モ

デル（Epstein et al. 1978）」「オルソンの円環モデル（Olson et al. 1979）」「サンタバ

ーバラのプロセス・モデル（Santa-Barbara et al. 1981）」「ビーバーズ・ティンバーロ

ーン・モデル（Beavers et al. 1981）」「家族ライフサイクルモデル（Hill 1970）」「ABC-

X モデル（Hill et al. 1949）」「ローラー・コースター（ジェットコースター）モデル

（Hill 1958）」「二重 ABC-X モデル（McCubbin et al. 1983）」の 9 項目である。回答

は「学習したことはない（聞いたことがない）：0 点」「学習したことがある：1 点」

の 2 件法で求めた。なお，家族療法の学習経験に関する各項目の説明は以下のとお

りである。  

 

1）ジェノグラム（家族関係図）  

3 世代以上の家族内の関係性や状況，世代間伝承等を記した図。  

 

2）エプステインのマクマスター・モデル  

現在の家族システムの健康度を評価するために「課題解決」「コミュニケーション」

「役割」「情緒的な敏感さ」「情緒的関与」「行動のコントロール」といった独立した

6 次元に注目するモデル（Epstein et al. 1978）。  

 

3）オルソンの円環モデル  

家族システムが良好に機能しているか否かを「家族の凝集性」および「家族の適

応力」の二軸で評価し，両機能が中庸であれば健康であるとされるモデル（Olson et 

al. 1979）。  

 

4）サンタバーバラのプロセス・モデル  

家族システムの健康度を関連し合う「課題の達成」「役割遂行」「コミュニケーシ

ョン」「情緒的関与」「コントロール」「価値観と規範」といった 6 側面から捉えるモ
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デル（Santa-Barbara et al. 1981）。  

 

5）ビーバーズ・ティンバーローン・モデル  

家族システムの特性を「遠心的」と「求心的」の 2 つの側面から捉えるモデル

（Beavers et al. 1981）。  

 

6）家族ライフサイクルモデル  

構造，発達，機能というシステムの属性のうち家族システムの発達過程に注目し

たモデル（Hill 1970；日本家族研究・家族療法学会編  2013b）。  

 

7）ABC-X モデル  

A 要因（ストレス源），B 要因（対処資源）ならびに C 要因（家族の認知）の相互

作用の結果として X（家族危機）が発生するという危機発生のメカニズムを示した

モデル（Hill et al. 1949）。  

 

8）ローラー・コースター（ジェットコースター）モデル  

集団（組織体）としての家族が危機に遭遇した後，組織解体→回復→再組織化と

いう経過を辿って適応していく過程を示したモデル（Hill 1958；石原  2001）。  

 

9）二重 ABC-X モデル  

ABC-X モデルの終局である X（家族危機）に至った後，その累積により再び ABC-

X モデルと同様の経過を辿り，適応（良好適応または不適応）に至るといった，家

族危機前後に ABC-X モデルを設定したモデル（McCubbin et al. 1983；石原  2001）。 

 

3．解析方法  

 統計解析では，第一段階として，近畿，中国ならびに中部地方内の 8 府県におけ

る医療機関に勤務する MSW から得られた資料を基に作成された「MSW の退院援助

における家族評価のための情報収集」の交差妥当性を検討するため，第 3 章の研究
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での解析と同様に 5 因子斜交モデルを設定し，WLSMV をパラメータの推定法に構

造方程式モデリングを用いて検証的因子分析を行い，データに対する適合度を確認

した。  

 第二段階では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する実

践の特性を明らかにするため，第 1 段階で交差妥当性および信頼性が支持された

「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」の項目を用いて，自己組織

化マッピングによる潜在ランク理論（Shojima 2007）による分析を行った。分析に際

して，当該項目に関するデータは順序性のある段階反応であることを仮定し，潜在

ランクの推定において各項目の単調増加制約や事前分布，目標潜在ランク分布とい

った制約は課さなかった。  

第三段階では，潜在ランク理論に推定されたランク間における属性および家族療

法に関する学習経験の有無を比較するため，Fisher の正確確率検定および Welch の

検定を行った。  

第四段階では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する実

践の潜在ランクに関連する要因を検討することを目的に，各変数の内容を鑑みたう

えで第三段階において有意差が確認された変数を用いて順序ロジスティック回帰分

析を行った。なお，独立変数の選定にあたっては多重共線性を考慮し，テトラコリ

ック相関係数が 0.800 以上の値を示す変数を分析から除外した。分析における得点

化は，性別では「女性：0 点」「男性：1 点」，その他の項目では「無：0 点」「有：1

点」とした。  

構造方程式モデリングにおけるモデルの適合度の評価には，CFI および RMSEA

を用いた。CFI および RMSEA は一般に CFI≧0.950 であればそのモデルがデータを

よく説明しており（Muthen et al. 2007），RMSEA≧0.100 であればそのモデルを採択

すべきでないと判断される（山本  1999）。構造方程式モデリングで検証された因子

構造を構成する観測変数を測定尺度とみなした際の信頼性は，α 信頼性係数で検討

した。また，潜在ランク理論における最適な潜在ランク数は，Bayesian Information 

Criterion（以下，BIC）および Conditional Akaike Information Criterion（以下，CAIC）

を参考にし，当該ランクモデルの良否は RMSEA により判断した。相対指標である
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BIC および CAIC は，値が小さいほど情報量が多く良好であるとされ，本章の研究

における潜在ランク理論による分析では k ランクモデルから k＋1 ランクモデルへ

と徐々にランク数を増加させたとき，その値が最も低かったランクモデルを採用し

た。  

 なお，本章の研究で用いる潜在ランク理論は，潜在尺度に順序尺度を仮定し，2 値

や段階反応のデータに対して，各回答者の推定されたランクへの所属確率を推定す

る方法である（清水ら  2014）。従来，個人を複数の集団に分類する統計手法として

は，クラスター分析や潜在クラス分析が用いられてきたが，これらの分析方法が回

答者を順序性のない名義グループに分類するのに対し，潜在ランク理論では順序性

を持ったグループに分類するという特徴がある（清水ら  2014；杉山ら  2018）。  

 以上の解析には統計ソフト「 IBM SPSS 22J for Windows（+ Exact Tests）」「Mplus 

version 7.2」ならびに「Exametrika version5.3（Shojima 2007）」を用い，統計学的な

有意性は 5％有意水準とした。  

 

4．倫理的配慮  

 本調査の実施にあたって，調査対象者に調査の趣旨，匿名性の保証，調査協力は

自由意思（任意）であること等について文書にて説明するとともに，調査票に本調

査への参加の同意を確認する欄を設けた。なお，本調査は 2019（令和元）年 8 月 22

日に日本福祉大学倫理審査委員会の審査・承認を得て実施した（受付番号：19-10）。  

 

 

第 3 節 研究結果  

 

回答は 266 ヶ所の医療機関から得られ（回収率：19.3％），統計解析には調査対象

者の属性，家族療法に関する学習経験の有無，所属機関の状況ならびに MSW の退

院援助における家族評価のための情報収集に関する項目に欠損値を有さない 215 ヶ

所の医療機関に勤務する MSW の資料（調査対象とした医療機関の 15.6％，回答が

あった医療機関の 80.8％）を用いた。  



- 64 - 
 

1．分析対象者の属性分布および家族療法に関する学習経験の回答分布  

 分析対象者の属性分布および家族療法に関する学習経験の回答分布は表 12 のと

おりであった。性別は女性が 154 人（71.6％）であり，年齢は平均 40.4 歳（標準偏

差：8.5，範囲：23-60），MSW としての通算経験月数は平均 149.6 ヶ月であった。所

持資格は，社会福祉士が 188 人（87.4％）と最も多く，次いで精神保健福祉士が 93

人（43.3％），介護支援専門員が 84 人（39.1％），認定医療社会福祉士が 11 人（5.1％），

認定社会福祉士（医療分野）が 10 人（4.7％）であり，いずれの資格も所持してい

ない人は 2 人（0.9％）であった。雇用形態は常勤専任が 198 人（92.1％）を占め，

職位は管理職が 124 人（57.7％）であった。所属職能団体は，各県医療ソーシャル

ワーカー協会が最多の 126 人（58.6％）であり，次いで日本医療社会福祉協会（現，

日本医療ソーシャルワーカー協会）が 81 人（37.7％）であり，各県医療ソーシャル

ワーカー協会，日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会），日

本社会福祉士会ならびに日本精神保健福祉士協会のいずれにも所属していない人は

52 人と，全体の 24.2％を占めていた。  

また，ロールモデルとなるような MSW（目標としている MSW）がいると回答し

た人は，職場内では 66 人（30.7％），職場外では 126 人（58.6％）であり，職場内に

おいてスーパービジョンの受講経験があると回答した人は 82 人（38.1％）であり，

職場外においては 97 人（45.1％）であった。スーパーバイザー・講師経験があると

回答した人は 95 人（44.2％）であった。  

家族療法に関する学習経験は，学習したことがあると回答した人数が多かったも

のから順に「ジェノグラム（家族関係図）の記載方法」が 204 人（94.9％），「家族

ライフサイクル」が 124 人（57.7％），「オルソンの円環モデル」が 32 人（14.9％），

「ローラー・コースター（ジェットコースター）モデル」および「ABC-X モデル」

が 28 人（13.0％），「二重 ABC-X モデル」および「サンタバーバラのプロセス・モ

デル」が 18 人（8.4％），「エプステインのマクマスター・モデル」が 14 人（6.5％），

「ビーバーズ・ティンバーローン・モデル」が 10 人（4.7％）であった。  
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人数 （ ％ ）

154 （ 71.6 ）

61 （ 28.4 ）

年齢

医療ソーシャルワーカーとしての
通算経験月数

188 （ 87.4 ）

93 （ 43.3 ）

84 （ 39.1 ）

11 （ 5.1 ）

10 （ 4.7 ）

2 （ 0.9 ）

198 （ 92.1 ）

16 （ 7.4 ）

1 （ 0.5 ）

124 （ 57.7 ）

91 （ 42.3 ）

126 （ 58.6 ）

81 （ 37.7 ）

36 （ 16.7 ）

26 （ 12.1 ）

52 （ 24.2 ）

いる 66 （ 30.7 ）

いない 149 （ 69.3 ）

いる 126 （ 58.6 ）

いない 89 （ 41.4 ）

あり 82 （ 38.1 ）

なし 133 （ 61.9 ）

あり 97 （ 45.1 ）

なし 118 （ 54.9 ）

95 （ 44.2 ）

120 （ 55.8 ）

204 （ 94.9 ）

124 （ 57.7 ）

32 （ 14.9 ）

28 （ 13.0 ）

28 （ 13.0 ）

18 （ 8.4 ）

18 （ 8.4 ）

14 （ 6.5 ）

10 （ 4.7 ）

スーパーバイザー・講師経験
の有無

あり

なし

家族療法に関する学習経験
の有無

（「あり」の回答）

ジェノグラム（家族関係図）の記載方法

家族ライフサイクルモデル

オルソンの円環モデル

ローラー・コースター（ジェットコースター）モデル

ABC-Xモデル

二重ABC-Xモデル

サンタバーバラのプロセス・モデル

非管理職

所属職能団体※

各県医療ソーシャルワーカー協会

日本医療社会福祉協会※1

スーパービジョンの受講経験
の有無

職場内

職場外

平均149.6ヶ月（標準偏差：93.2，範囲：1-426）

所持資格※

社会福祉士

精神保健福祉士

介護支援専門員

認定医療社会福祉士

認定社会福祉士（医療分野）

平均40.4歳（標準偏差：8.5，範囲：23-60）

表12　分析対象者の属性分布および家族療法に関する学習経験の回答分布（n=215）

項目

性別
女性

男性

いずれも持っていない

※1：現，日本医療ソーシャルワーカー協会
※複数回答

日本社会福祉士会

日本精神保健福祉士協会

いずれにも入会していない

エプステインのマクマスター・モデル

ビーバーズ・ティンバーローン・モデル

雇用形態

常勤専任

常勤兼任

非常勤専任

ロールモデルの有無

職場内

職場外

職位
管理職
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2．分析対象者の所属機関の状況  

分析対象者の所属機関の状況は表 13 のとおりであった。医療機関の種類は，一般

病院（特定機能病院，地域医療支援病院を除く）が最多の 104 人（48.4％）であり，

次いで地域医療支援病院が 56 人（26.0％），精神科病院が 31 人（14.4％），特定機能

病院が 7 人（3.3％）であった。担当病棟は，一般病棟が最多の 143 人（66.5％）で

あり，地域包括ケア病棟が 60 人（27.9％），療養病棟が 55 人（25.6％），回復期リハ

ビリテーション病棟が 43 人（20.0％），精神科病棟が 32 人（14.9％），緩和ケア病棟

が 12 人（5.6％），障害者施設等一般病棟が 8 人（3.7％）と続いた。総病床数は平均

261.0 床（標準偏差：194.2，範囲：40-1,208）であり，MSW の所属人数は平均 5.4 人

（標準偏差：3.6，範囲：1-24）であった。  

 

 

人数 （ ％ ）

一般病院（特定機能病院，地域医療支援病院を除く） 104 （ 48.4 ）

地域医療支援病院 56 （ 26.0 ）

精神科病院 31 （ 14.4 ）

特定機能病院 7 （ 3.3 ）

その他 17 （ 7.9 ）

一般病棟 143 （ 66.5 ）

地域包括ケア病棟 60 （ 27.9 ）

療養病棟 55 （ 25.6 ）

回復期リハビリテーション病棟 43 （ 20.0 ）

精神科病棟 32 （ 14.9 ）

緩和ケア病棟 12 （ 5.6 ）

障害者施設等一般病棟 8 （ 3.7 ）

結核病棟 2 （ 0.9 ）

感染症病棟 1 （ 0.5 ）

特殊疾患治療病棟 1 （ 0.5 ）

その他 15 （ 7.0 ）

総病床数

医療ソーシャルワーカーの
所属人数

平均5.4人（標準偏差：3.6，範囲：1-24）

※複数回答

表13　分析対象者の所属機関の状況（n=215）

項目

医療機関の種類

担当病棟※

平均261.0床（標準偏差：194.2，範囲：40-1,208）



- 67 - 
 

3．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る項目の回答分布  

MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する項目の回答分布は

表 14 のとおりであった。「いつもしている」と回答した人数が最多であった項目は，

「yA3：患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員がいることを

アセスメントしている」が 177 人（82.3％）であり，「yA1：家族全体に，患者の自

宅復帰に対して否定的な思いがあるかどうかをアセスメントしている」が 130 人

（60.5％），「yA16：家族成員が，患者が退院するということについて受け止めるこ

とができているかどうかをアセスメントしている」が 126 人（58.6％）と続いた。  

一方，「まったくしていない」と回答した人数が最多であった項目は，「 yA17：退

院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必要があるかどうかをアセスメ

ントしている」が 5 人（2.3％）であった。なお，「yA5：介護者の健康状態をアセス

メントしている」「yA7：介護者の疲労度をアセスメントしている」「yA8：介護者の

介護意欲をアセスメントしている」「yA11：患者と家族成員の間で退院後の生活に

ついて話し合うことができているかどうかをアセスメントしている」「 yA15：家族

成員が，退院後の療養生活をイメージできているかどうかをアセスメントしている」

「yA16：家族成員が，患者が退院するということについて受け止めることができて

いるかどうかをアセスメントしている」の 6 項目においては，「まったくしていな

い」と回答した人数が 0 人（0.0％）であった。  

また，「いつもしている」と「まあしている」を合わせた結果は，「yA3：患者の退

院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員がいることをアセスメントして

いる」および「yA13：患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致しているか

どうかをアセスメントしている」が 210 人（97.7％）と最多であった。一方，「まっ

たくしていない」と「あまりしていない」を合わせた結果は，「 yA6：介護者の介護

経験の有無をアセスメントしている」「 yA10：病気や障害のことを患者と家族成員

の間で話すことができているかどうかをアセスメントしている」「 yA12：患者の退

院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同意のもとに行われているかどうかを

アセスメントしている」の 3 項目が 51 人（23.7％）と最多であった。  
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人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ） 人数 （ ％ ）

yA1
家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思い
があるかどうかをアセスメントしている

130 ( 60.5 ) 72 （ 33.5 ） 11 （ 5.1 ） 2 （ 0.9 ）

yA2
家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに
対して，否定的な思いがあるかどうかをアセスメントし
ている

124 （ 57.7 ） 77 （ 35.8 ） 13 （ 6.0 ） 1 （ 0.5 ）

yA3
患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家
族成員がいることをアセスメントしている

177 （ 82.3 ） 33 （ 15.3 ） 4 （ 1.9 ） 1 （ 0.5 ）

yA4
患者の希望を代弁できる家族成員がいることをアセス
メントしている

124 （ 57.7 ） 75 （ 34.9 ） 14 （ 6.5 ） 2 （ 0.9 ）

yA5 介護者の健康状態をアセスメントしている 119 （ 55.3 ） 81 （ 37.7 ） 15 （ 7.0 ） 0 （ 0.0 ）

yA6 介護者の介護経験の有無をアセスメントしている 77 （ 35.8 ） 87 （ 40.5 ） 49 （ 22.8 ） 2 （ 0.9 ）

yA7 介護者の疲労度をアセスメントしている 107 （ 49.8 ） 86 （ 40.0 ） 22 （ 10.2 ） 0 （ 0.0 ）

yA8 介護者の介護意欲をアセスメントしている 116 （ 54.0 ） 89 （ 41.4 ） 10 （ 4.7 ） 0 （ 0.0 ）

yA9
患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行
われているかどうかをアセスメントしている

97 （ 45.1 ） 96 （ 44.7 ） 20 （ 9.3 ） 2 （ 0.9 ）

yA10
病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことが
できているかどうかをアセスメントしている

68 （ 31.6 ） 96 （ 44.7 ） 49 （ 22.8 ） 2 （ 0.9 ）

yA11
患者と家族成員の間で退院後の生活について話し合
うことができているかどうかをアセスメントしている

115 （ 53.5 ） 89 （ 41.4 ） 11 （ 5.1 ） 0 （ 0.0 ）

yA12
患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体
の同意のもとに行われているかどうかをアセスメントし
ている

69 （ 32.1 ） 92 （ 42.8 ） 48 （ 22.3 ） 3 （ 1.4 ）

yA13
患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致して
いるかどうかをアセスメントしている

137 （ 63.7 ） 73 （ 34.0 ） 3 （ 1.4 ） 2 （ 0.9 ）

yA14
患者と家族成員の間で，今後の生活に対する目標が
定まっているかどうかをアセスメントしている

81 （ 37.7 ） 104 （ 48.4 ） 29 （ 13.5 ） 1 （ 0.5 ）

yA15
家族成員が，退院後の療養生活をイメージできている
かどうかをアセスメントしている

123 （ 57.2 ） 84 （ 39.1 ） 8 （ 3.7 ） 0 （ 0.0 ）

yA16
家族成員が，患者が退院するということについて受け
止めることができているかどうかをアセスメントしている

126 （ 58.6 ） 80 （ 37.2 ） 9 （ 4.2 ） 0 （ 0.0 ）

yA17
退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更す
る必要があるかどうかをアセスメントしている

69 （ 32.1 ） 101 （ 47.0 ） 40 （ 18.6 ） 5 （ 2.3 ）

yA18
入院前後における患者と家族成員の関係の変化につ
いてアセスメントしている

82 （ 38.1 ） 83 （ 38.6 ） 47 （ 21.9 ） 3 （ 1.4 ）

yA19 患者の家庭内での立場をアセスメントしている 90 （ 41.9 ） 93 （ 43.3 ） 29 （ 13.5 ） 3 （ 1.4 ）

yA20
患者が家庭内でどのような役割を付与されているかを
アセスメントしている

76 （ 35.3 ） 99 （ 46.0 ） 37 （ 17.2 ） 3 （ 1.4 ）

※人数の割合（％）に関し，小数点第二位を四捨五入し算出したため100％とならない場合がある．

表14　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する項目の回答分布（n=215）

番号 項目

いつも
している

まあ
している

あまり
していない

まったく
していない

 「退院に対する家族の感情と代弁機能」に関する項目

 「家族の健康状態と介護力」に関する項目

 「退院に向けた家族間のコミュニケーション」に関する項目

 「退院に対する家族の受容」に関する項目

 「退院に向けた家族の役割機能」に関する項目
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4．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践の特性  

統計解析の第一段階として検証的因子分析を行った結果，χ2（df）=359.945（160），

CFI=0.972，RMSEA=0.076 と，統計学的許容水準を満たしていた。モデルの識別の

ために制約を加えたパスを除き（山本  1999），パス係数はすべて正の値を示し，統

計学上有意であった。また，α 信頼性係数は「退院に対する家族の感情と代弁機能」

が 0.762，「家族の健康状態と介護力」が 0.815，「退院に向けた家族間のコミュニケ

ーション」が 0.813，「退院に対する家族の受容」が 0.794，「退院に向けた家族の役

割機能」が 0.886 であった。  

第二段階として，潜在ランク理論による分析を行った結果，潜在ランク理論の前

提である順序配置条件は満たされており，ランク数が 2 から 6 までのモデルによる

RMP に基づく BIC および CAIC はランク数が 3 の場合に最小であった（図 4）。BIC

および CAIC は，ともに他の情報量規準を示す適合度指標（AIC など）よりも良好

であることから（Lin et al. 1997），本章の研究では 3 ランクモデルを採択した。ま

た，3 ランクモデルにおける RMSEA は 0.001 未満と統計学的許容水準を満たしてお

り，当該モデルが最適であると判断した。  

 

 

図4 各潜在ランクモデルにおけるBICおよびCAICの推移
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3 ランクモデルにおける各項目のカテゴリー反応率から算出された平均点をラン

クごとに示した項目参照プロファイル（ Item Reference Profile：以下， IRP）は表 15

のとおりであった。推定された潜在ランクにおける回答者の分布を示すランク・メ

ンバーシップ分布（Rank Membership Distribution：以下，RMD）はランク 1 が 77.318，

ランク 2 が 63.060，ランク 3 が 74.623 であり，相対 RMD はランク 1 が 0.360，ラ

ンク 2 が 0.293，ランク 3 が 0.347 であった。  

 

ランク1 ランク2 ランク3

番号 項目

yA1 2.183 2.596 2.855

yA2 2.191 2.540 2.808

yA3 2.589 2.849 2.972

yA4 2.159 2.528 2.815

yA5 2.131 2.535 2.814

yA6 1.724 2.088 2.525

yA7 1.966 2.473 2.785

yA8 2.120 2.549 2.840

yA9 1.919 2.369 2.748

yA10 1.645 2.074 2.503

yA11 2.112 2.546 2.824

yA12 1.646 1.998 2.544

yA13 2.291 2.640 2.906

yA14 1.836 2.182 2.677

yA15 2.216 2.552 2.852

yA16 2.188 2.587 2.881

yA17 1.630 2.041 2.593

yA18 1.660 2.108 2.641

yA19 1.762 2.269 2.756

yA20 1.674 2.112 2.675

表15　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する実践の項目参照プロファイル（IRP)

家族全体に，患者の自宅復帰に対して否定的な思いがあるかどうかをアセスメントしてい
る

家族全体に，退院後の患者の身元を引き受けることに対して，否定的な思いがあるかどう
かをアセスメントしている

患者の退院に向けて，意思決定を行うことができる家族成員がいることをアセスメントして
いる

患者の希望を代弁できる家族成員がいることをアセスメントしている

77.318
（0.360）

63.060
（0.293）

74.623
（0.347）

RMD※（相対RMD）

患者の退院のための家庭内の役割分担が，家族全体の同意のもとに行われているかど
うかをアセスメントしている

患者と家族成員で，退院先の意向（希望）が一致しているかどうかをアセスメントしている

患者と家族成員の間で，今後の生活に対する目標が定まっているかどうかをアセスメント
している

家族成員が，退院後の療養生活をイメージできているかどうかをアセスメントしている

家族成員が，患者が退院するということについて受け止めることができているかどうかをア
セスメントしている

患者と家族成員の間で退院後の生活について話し合うことができているかどうかをアセス
メントしている

介護者の健康状態をアセスメントしている

介護者の介護経験の有無をアセスメントしている

介護者の疲労度をアセスメントしている

介護者の介護意欲をアセスメントしている

患者と家族成員の間で活発にコミュニケーションが行われているかどうかをアセスメントし
ている

病気や障害のことを患者と家族成員の間で話すことができているかどうかをアセスメントし
ている

退院に向けて，家族成員の家庭内での役割を変更する必要があるかどうかをアセスメント
している

入院前後における患者と家族成員の関係の変化についてアセスメントしている

患者の家庭内での立場をアセスメントしている

患者が家庭内でどのような役割を付与されているかをアセスメントしている

※RMD（Rank Membership Distribution；ランク・メンバーシップ分布）：推定された潜在ランクにおける回答者の分布を示したもの
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図 5 は，「MSW の退院援助における家族評価のための情報収集」20 項目の合計得

点と 3 つのランクの関係を明らかにするために示したランクごとのヒストグラムで

ある。各ランクは，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の得点に基

づいて順序性を有していることが確認された。  

 

5．潜在ランク間の属性および家族療法に関する学習経験の有無の比較  

3 つの潜在ランク間の属性および家族療法に関する学習経験の有無の差を確認す

るため，Fisher の正確確率検定および Welchの検定を行った結果，「性別」（p=0.044），

「日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）への所属」

（p=0.006），「日本社会福祉士会への所属」（p=0.026），「職場外におけるロールモデ

ルの有無」（p=0.001），「職場外におけるスーパービジョンの受講経験」（p=0.014），

「スーパーバイザー・講師経験」（ p<0.001），「家族ライフサイクルモデルの学習経

験」（p<0.001），「オルソンの円環モデルの学習経験」（p=0.030），「ローラー・コース

ター（ジェットコースター）モデルの学習経験」（ p<0.001），「ABC-X モデルの学習

経験」（p=0.010），「二重 ABC-X モデルの学習経験」（p=0.013）において有意差が認

められた（表 16）。  

図5 各潜在ランクにおける「医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価
5 のための情報収集」20項目の合計得点のヒストグラム
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有意差

人数（％） 50 （ 64.1 ） 42 （ 68.9 ） 62 （ 81.6 ）

調整済み残差

人数（％） 28 （ 35.9 ） 19 （ 31.1 ） 14 （ 18.4 ）

調整済み残差

年齢※2 平均（標準偏差，範囲） n.s.

医療ソーシャルワーカーとして

の通算経験月数※2 平均（標準偏差，範囲） n.s.

人数（％） 69 （ 88.5 ） 54 （ 88.5 ） 65 （ 85.5 ）

調整済み残差

人数（％） 29 （ 37.2 ） 30 （ 49.2 ） 34 （ 44.7 ）

調整済み残差

人数（％） 27 （ 34.6 ） 26 （ 42.6 ） 31 （ 40.8 ）

調整済み残差

人数（％） 2 （ 2.6 ） 3 （ 4.9 ） 6 （ 7.9 ）

調整済み残差

人数（％） 1 （ 1.3 ） 5 （ 8.2 ） 4 （ 5.3 ）

調整済み残差

人数（％） 38 （ 48.7 ） 39 （ 63.9 ） 47 （ 61.8 ）

調整済み残差

人数（％） 39 （ 50.0 ） 41 （ 67.2 ） 46 （ 60.5 ）

調整済み残差

人数（％） 19 （ 24.4 ） 25 （ 41.0 ） 37 （ 48.7 ）

調整済み残差

人数（％） 7 （ 9.0 ） 16 （ 26.2 ） 13 （ 17.1 ）

調整済み残差

人数（％） 6 （ 7.7 ） 12 （ 19.7 ） 8 （ 10.5 ）

調整済み残差

人数（％） 21 （ 26.9 ） 22 （ 36.1 ） 23 （ 30.3 ）

調整済み残差

人数（％） 37 （ 47.4 ） 32 （ 52.5 ） 57 （ 75.0 ）

調整済み残差

人数（％） 22 （ 28.2 ） 25 （ 41.0 ） 35 （ 46.1 ）

調整済み残差

人数（％） 25 （ 32.1 ） 32 （ 52.5 ） 40 （ 52.6 ）

調整済み残差

人数（％） 21 （ 26.9 ） 27 （ 44.3 ） 47 （ 61.8 ）

調整済み残差

人数（％） 72 （ 92.3 ） 57 （ 93.4 ） 75 （ 98.7 ）

調整済み残差

人数（％） 32 （ 41.0 ） 33 （ 54.1 ） 59 （ 77.6 ）

調整済み残差

人数（％） 9 （ 11.5 ） 5 （ 8.2 ） 18 （ 23.7 ）

調整済み残差

人数（％） 4 （ 5.1 ） 4 （ 6.6 ） 20 （ 26.3 ）

調整済み残差

人数（％） 4 （ 5.1 ） 4 （ 6.6 ） 15 （ 19.7 ）

調整済み残差

人数（％） 2 （ 2.6 ） 4 （ 6.6 ） 12 （ 15.8 ）

調整済み残差

人数（％） 4 （ 5.1 ） 3 （ 4.9 ） 11 （ 14.5 ）

調整済み残差

人数（％） 4 （ 5.1 ） 4 （ 6.6 ） 6 （ 7.9 ）

調整済み残差

人数（％） 2 （ 2.6 ） 1 （ 1.6 ） 7 （ 9.2 ）

調整済み残差

※1：Fisherの正確確率検定，※2：Welchの検定
※3：現，日本医療ソーシャルワーカー協会

*：p<0.05，**：p<0.01，***：p<0.001，n.s.：not significant

エプステインのマクマスター・モデル n.s.
-0.6 0.0 0.6

ビーバーズ・ティンバーローン・モデル n.s.
-1.1 -1.3 2.3

-1.2 3.2

二重ABC-Xモデル *
-2.3 -0.6 2.9

サンタバーバラのプロセス・モデル n.s.
-1.3 -1.2 2.4

4.4

オルソンの円環モデル *
-1.0 -1.7 2.7

家族療法に関する
学習経験

（「あり」の回答）※1

ジェノグラム（家族関係図）の記載方法 n.s.
-1.3 -0.6 1.9

家族ライフサイクルモデル ***
-3.7 -0.7

ローラー・コースター（ジェットコースター）
モデル

***
-2.6 -1.8 4.3

ABC-Xモデル **
-2.0

スーパーバイザー・

講師経験※1 あり ***
-3.8 0.0 3.9

スーパービジョン

の受講経験※1

職場内での受講経験あり n.s.
-2.3 0.5 1.8

職場外での受講経験あり *
-2.9 1.4

-2.5 -1.2 3.6

日本精神保健福祉士協会 n.s.
-1.5 2.1 -0.5

1.6

ロールモデル※1

職場内にいる n.s.
-0.9 1.1

2.5

日本社会福祉士会 *
-2.3 2.3 0.1

所属職能団体※1

各県医療ソーシャルワーカー協会 n.s.
-1.9 1.6 0.4

日本医療社会福祉協会※3 **
-3.0 0.6

-0.1

職場外にいる **

職位 管理職 n.s.
-2.0 1.2 0.9

認定医療社会福祉士 n.s.
-1.3 -0.1 1.4

認定社会福祉士（医療分野） n.s.
-1.8 1.6 0.3

131.6ヶ月
（92.1，1-400）

154.2ヶ月
（84.5，12-426）

164.3ヶ月
（98.9，6-402）

所持資格※1

社会福祉士 n.s.
0.3 0.3 -0.6

精神保健福祉士 n.s.
-1.4 1.1 0.3

介護支援専門員 n.s.
-1.0 0.7 0.4

2.4

男性
1.8 0.6 -2.4

39.4歳
（8.8，23-60）

39.9歳
（7.6，24-59）

41.8歳
（8.7，25-57）

表16　潜在ランク間の医療ソーシャルワーカーの属性および家族療法に関する学習経験の有無の比較（n=215）

項目 ランク１（n=78） ランク2（n=61） ランク3（n=76）

性別※1

女性

* 
-1.8 -0.6
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6．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践の潜在ランクに関連する要因の検討  

MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する実践の潜在ランク

に関連する要因を検討するため，まず前段階で有意差が確認された変数間のテトラ

コリック相関係数を求めたところ，「ABC-X モデルの学習経験」と「二重 ABC-X モ

デルの学習経験」の相関係数が 0.990 であったため，「二重 ABC-X モデルの学習経

験」を分析から除外し，順序ロジスティック回帰分析を行った。その結果，MSW の

退院援助における家族評価のための情報収集に関する実践の潜在ランクには「職場

外におけるロールモデルの有無」（Odds Ratio（以下，OR）：1.865，95％Confidence 

Interval（以下，95％CI）：1.057-3.290，p=0.031），「スーパーバイザー・講師経験」

（OR：2.451，95％CI：1.356-4.430，p=0.003），「家族ライフサイクルモデルの学習

経験」（OR：1.867，95％CI：1.027-3.392，p=0.041）が有意に関連した（表 17）。  

 

 

 

 

OR p値

0.560 0.308 - 1.019 0.058

1.414 0.799 - 2.503 0.234

1.322 0.661 - 2.641 0.430

1.865 1.057 - 3.290 0.031

0.998 0.554 - 1.796 0.994

2.451 1.356 - 4.430 0.003

1.867 1.027 - 3.392 0.041

1.219 0.515 - 2.887 0.652

1.514 0.544 - 4.212 0.427

2.668 0.976 - 7.294 0.056ABC-Xモデルの学習経験（有：無）

※OR：Odds Ratio，95％CI：95％信頼区間

職場外におけるロールモデルの有無（有：無）

職場外におけるスーパービジョンの受講経験（有：無）

スーパーバイザー・講師経験（有：無）

家族ライフサイクルモデルの学習経験（有：無）

オルソンの円環モデルの学習経験（有：無）

ローラー・コースター（ジェットコースター）モデルの学習経験（有：無）

日本社会福祉士会への所属（有：無）

表17　医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集
に関する実践の関連要因（n=215）

項目 95％CI

性別（男性：女性）

日本医療社会福祉協会への所属（有：無）
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第 4 節 考察  

 

1．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践状況  

本章における研究の結果，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集

に関する実践は 3 つの段階反応があり，実践頻度はランク 3，ランク 2，ランク 1 の

順で高かった一方で，最も望ましい実践をしていると考えられたランク 3 に所属す

る MSW は 4 割に満たないことが確認された。  

傷病の発症によって患者および家族成員は，潜在していた問題が顕在化し，利害

が対立する（田中  2008c）など家族機能が低下しやすい状況にあり，夫婦不和，別

居・離婚，育児不安，家庭内暴力の発生等の家族危機に陥る危険性がある（法橋ら  

2008）。そのため，MSW は退院援助において的確な家族評価と介入によって家族の

課題を解決し，充実した療養生活の実現・継続に寄与することが求められる。しか

しながら本章の研究では，常に十分な家族評価のための情報収集をしているとはい

えないランク 1 およびランク 2 に所属する MSW が 6 割以上を占めており，看過で

きない状況であることが示された。医療現場では，多忙による時間不足（田中ら  2015）

や早期退院が志向されるあまり十分なアセスメントに至らぬままクライエントと社

会制度や資源との間を仲介するのみで解決を急ぐ傾向にある（田村  2015）といわれ，

こうした状況が情報収集の実践頻度の低さに関係しているものと考えられる。MSW

は今後も限られた在院日数の中で援助を行うことが求められることから，養成・現

任教育をより一層充実させていく必要があるといえる。  

 

2．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集に関す

る実践の潜在ランクに関連する要因  

本章の研究では，以上の実態をふまえ MSW の退院援助における家族評価のため

の情報収集に関する実践を促進する要因を検討した。その結果，最も望ましい実践

状況にあると評価されたランク 3 において「職場外におけるロールモデル」「スーパ

ーバイザー・講師経験」「家族ライフサイクルモデルの学習経験」を有する割合が有
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意に高かった。  

まず，ロールモデルとは「将来において目指したいと思う，模範となる存在であ

り，そのスキルや具体的な行動を学んだり模倣をしたりする対象となる人材」（厚生

労働省  2013）のことである。精神保健福祉士の成長過程を定性的に検討した塩満

（2012）は，モデルとなる精神保健福祉士との出会いが専門職としての成長につな

がる契機となったことを報告し，山崎ら（2012）は看護師を対象としたインタビュ

ー調査によって，ロールモデルの存在が学習の動機づけに寄与していたことを明ら

かにしている。そのため，MSW においても同様に，ロールモデルの存在によって成

長意欲や学習意欲が高められ，家族評価のための情報収集の実践頻度の高さにつな

がったものと推察される。なかでも本章の研究では，職場外におけるロールモデル

の有無において有意な関連が確認され，より良い実践に向けて，MSW が職場外の

MSW と出会うことができる機会を設ける必要性が示唆された。一方で，本章の研究

ではロールモデルとなる MSW の特徴は明らかにできなかったことから，今後はど

のような特徴を持つ MSW をロールモデルとすればよいかをインタビュー調査等に

よって定性的に明らかにすることが必要である。  

次に，スーパーバイザー・講師経験に関して，本章の研究では他者に対して教育

を行う立場の人であるか否かを問うため，これらの経験の有無を尋ねた。スーパー

ビジョンや講義等を行うためには，一定以上の実践能力や知識・技術等を認められ

る必要があるため，これらの経験を有していると回答した MSW は相対的に実践能

力が高いことが推測される。また，保正（2013）の研究においても，中堅期の MSW

がこれらの経験を経ることでベテランに移行していくことが示されており，本研究

結果は先行研究を支持していた。今後は，教育活動に有用な示唆を得るため，スー

パーバイザー・講師経験を有する MSW の実践能力の関連要因を検討していくこと

が求められる。  

最後に，家族療法に関する学習経験について，とりわけ家族ライフサイクルモデ

ルの学習の有効性が示された。このモデルは，家族システムの発達過程に注目し，

家族には周期的な発達段階が存在すると解釈し（大友  2001），各発達段階において

家族を構成する個々人の発達課題と家族全体としての発達課題があり（Duvall 1967），
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この課題をめぐって家族はストレスを抱え，様々な危機に直面し，うまく乗り越え

られれば成長の機会となる一方で，うまく乗り越えられない場合には家族機能が停

滞し，何らかの症状や問題が顕在化する危険性があるとされる（日本家族研究・家

族療法学会編  2013b）。MSW には，家族の発達・成長の観点から情報収集を行い，

現在および退院後に想定される課題に対して予防的に支援することが求められるこ

とから，家族ライフサイクルモデルに関する学習が有用であったと考えられる。  

なお，先行研究（武田ら  1996；保正  2005；保正ら  2007；横山ら 2007；保正ら  

2008）においてソーシャルワーク実践との関連が指摘されている経験年数について，

本章の研究では関連性が確認されなかった。これに関して，先行研究（保正  2005；

保正ら  2007；横山ら 2007；保正ら  2008）では，経験年数の長短により二分した調

査対象者に事例を提示し，その援助におけるアプローチの対象・内容・方法を比較

検討するという方法を採っていた。他方，本章の研究では，日常の退院援助におい

て家族評価のための情報収集をどの程度実践しているかを測定し，その実践状況と

経験年数（経験月数）の関連性を検討していたことから，この研究の着眼点および

方法の違いが結果に関係したものと考えられる。本章の研究結果では，適切に MSW

の養成・現任教育活動を展開することによって経験年数に依らず十分な情報収集が

実施できる可能性が示唆されたが，今後は先行研究（武田ら  1996；保正  2005；保

正ら  2007；横山ら 2007；保正ら  2008）と同様に事例等を用いて情報収集後の援助

の展開内容やその質をふまえて検討することが課題である。  

 

3．本章における研究の限界  

本章の研究の限界として，回収率および有効回答率の低さやサンプルサイズの小

ささから，選択バイアスを避けられない点が挙げられる。これは，本章の研究が関

東地方（東京都を除く）の各県庁のホームページ内の一覧にある全医療機関を調査

対象としたことから，調査票を配付した医療機関の中に MSW が在籍していない医

療機関が存在したためと考えられる。ただし，MSW の属性分布や所属機関の状況

は，MSW を対象とした研究（鈴木  2017；北川ら  2019；倉本ら  2019）や第 3 章の

研究の結果と近似しており，サンプリングの偏りが本章の研究結果に著しい影響を
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及ぼした可能性は低いと考えられるが，今後は MSW の所属が確認された医療機関

を調査対象とするなど回収率を高めるための工夫が必要である。  

 以上のような限界があるものの，本章の研究はこれまで明らかにされてこなかっ

た MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践状況について，潜在

ランク理論による分析によって順序性をもった 3 つの段階反応があることを提示で

きた点に成果がある。潜在ランク理論による分析は，恣意的に個人を複数の集団に

分類するクラスター分析等の統計手法と異なり，適合度指標に基づいた分類を行う

こと（Magidson et al. 2002），単に合計得点によって回答者を順序化するのではなく，

項目ごとの識別力や困難度を考慮して回答者の特性を推定すること（清水ら  2014）

が可能である。そのため，本章の研究では，より高い妥当性を有する方法を用いて

結果を示すことができたと考える。  

 

 

第 5 節 結論  

 

 本章における研究の結果，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集

について，最も望ましい実践を示していたランク 3 に所属する MSW は 4 割に満た

ないこと，実践の促進には「職場外におけるロールモデルの有無」「スーパーバイザ

ー・講師経験」「家族ライフサイクルモデルの学習経験」が関連することが確認され

た。今後は家族ライフサイクルモデルに関する理解を深め，援助実践への活用・応

用の視点を涵養できるような養成・現任教育を行うこと，職場外の教育・支援体制

や連携体制を整え，MSW を支えるネットワークを構築することが重要であると考

えられた。  
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第 6 章 結論  

 

第 1 節 本研究のまとめと研究の意義  

 

1．本研究のまとめ  

 本研究では，MSW の適切な家族評価のための情報収集の実践に向けて，養成・現

任教育に有用な資料を得ることをねらいに，MSW の退院援助における家族評価の

ための情報収集の内容を確認したうえでその構造を明らかにし，MSW の適切な家

族評価のための情報収集の実践を可能にするための指標開発に取り組むとともに，

家族評価のための情報収集に関する実践の促進に関連する要因を実証的に検討した。 

  

 第 1 章において設定した研究目的は，以下の 4 点である。  

 

目的 1：  退院支援に関する実践報告等を基に，退院支援において求められる家

族評価のための情報収集の内容を確認する（第 2 章）  

目的 2：  MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の測定項目を設

定し，その構造を明らかにする（第 3 章）  

目的 3：  MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践状況を明

らかにする（第 4 章）  

目的 4：  MSW の退院援助における家族評価のための情報収集に関する実践の

促進に関連する要因を明らかにする（第 5 章）  

 

 以上の目的に対して，本研究では，各章の研究目的に基づいて必要な手続きに従

い，新たな知見と考察を提示した。第 2 章から第 5 章の研究において得られた知見

と考察の要約は，以下のとおりである。  

 第 2 章では，退院支援において求められる家族評価のための情報収集の内容を明

らかにした。文献検索には医学中央雑誌 Web 版を用い，設定した 4 点の基準を満た

していた 78 編の文献を基に，退院支援における家族に関する情報収集の内容およ
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び支援を促進・阻害する家族の要因等についての記載内容を分類整理した結果，【家

族の課題の有無を明らかにするための情報収集】および【家族の課題の背景を理解

するための情報収集】に関する 17 カテゴリー，84 コードが得られた。そして，先

行研究によって開発が試みられていた要介護高齢者を対象とした退院援助における

ソーシャルワークアセスメントツール（小原  2012）や MSW による退院支援実践の

自己評価マニュアル（小原ら  2017）には提示されていなかった新たな内容が確認さ

れた。  

 第 3 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の測定項目お

よびその構造を明らかにした。近畿，中国ならびに中部地方内の 8 府県における医

療機関 844 ヶ所に勤務する MSW 844 人を対象とした質問紙調査を実施し，構造方

程式モデリングを用いて検討した結果，MSW の退院援助における家族評価のため

の情報収集の構造は，【退院に対する家族の感情と代弁機能】【家族の健康状態と介

護力】【退院に向けた家族間のコミュニケーション】【退院に対する家族の受容】【退

院に向けた家族の役割機能】の 5 因子で構成されることが明らかになり，その信頼

性および構成概念妥当性が支持された。  

 第 4 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践状況に

ついて，クラスター分析を用いて明らかにした。その結果，家族評価のための情報

収集に関する実践において MSW は 3 つのクラスターに類型化され，実践において

期待される視点を有していると考えられた MSW は全体の約 4 割にとどまっている

ことが確認された。また，全体として退院の促進に関する情報収集の実践頻度は高

いものの，今後の生活を脅かす危険性のある潜在的な課題に関する情報収集につい

ては実践に至っていない可能性が示された。さらに，各クラスターにおける MSW

の属性分布および所属機関の状況について有意差検定を行った結果，「年齢」「日本

医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）への所属」「MSW とし

ての通算経験月数」「家族のアセスメントに関する教育や研修の受講経験」「精神科

病棟の担当」において有意差が確認された。特に，家族評価のための情報収集に関

する実践において期待される視点を有していると考えられたクラスター 2 に所属す

る MSW は，「家族のアセスメントに関する教育や研修」を複数回受講していたこと
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が明らかになり，MSW の養成・現任研修を意図とした教育活動における示唆が得ら

れた。  

第 5 章では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践の促進

に関連する要因を明らかにした。関東地方（東京都を除く）の各県庁ホームページ

内の医療機関一覧に掲載されていた計 1,380 ヶ所の医療機関に勤務する MSW を対

象とした質問紙調査を実施し，まず潜在ランク理論による分析を基に MSW の退院

援助における家族評価のための情報収集に関する実践について検討した結果，最も

望ましい実践を示していたランクに所属する MSW は 4 割に満たないことが確認さ

れた。次いで，順序ロジスティック回帰分析を用いて関連要因を検討した結果，実

践の促進には「職場外におけるロールモデルの有無」「スーパーバイザー・講師経験」

「家族ライフサイクルモデルの学習経験」が有意に関連していることが明らかにな

り，家族ライフサイクルモデルに関する理解を深め，援助実践への活用・応用の視

点を涵養できるような養成・現任教育を行うこと，職場外の教育・支援体制や連携

体制を整え，MSW を支えるネットワークを構築することが重要であると考えられ

た。  

 

2．研究の意義  

 これまでの研究では，アセスメントが援助効果の高低を規定する重要な援助過程

であることは認識されていたものの，その実践状況等の定量的な確認は行われてこ

なかった。本研究では，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集につい

て統計学的手法を用いて，①因子構造を検討し信頼性と妥当性を確認した点，②実

践状況を明らかにした点，③MSW の属性や学習経験をふまえて実践の促進に関連

する要因を提示した点に成果がある。特に，本研究の分析には，構造方程式モデリ

ングや潜在ランク理論による分析，順序ロジスティック回帰分析等の高度な多変量

解析を用いており，精度の高い知見を提示することで MSW の退院援助に関する実

践能力の向上に寄与する知見の蓄積に貢献することができたと考える。  
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第 2 節 臨床応用の可能性と教育・支援の方向性  

 

 本節では，第 2 章から第 5 章の研究によって得られた知見を基に，今後さらに複

雑・多様化すると予想される患者および家族成員のニーズに対応するために実践能

力の向上が求められる MSW に関して，退院援助における家族評価のための情報収

集の実践の促進に着目した臨床応用の可能性について言及する。  

 

1．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の実践

に着目した臨床応用の可能性  

 本研究では，①近畿，中国ならびに中部地方内の 8 府県における医療機関 844 ヶ

所に勤務する MSW，②関東地方（東京都を除く）の各県庁ホームページ内の医療機

関一覧に掲載されていた計 1,380 ヶ所の医療機関に勤務する MSW を対象とした  2

回の質問紙調査を実施した。そして，第 4 章の研究では 1 回目の調査データを用い

てクラスター分析を，第 5 章の研究では 2 回目の調査データを用いて潜在ランク理

論による分析を実施し，MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実

践状況を確認した。その結果，いずれの研究においても MSW は 3 つに類型化され，

実践に期待される視点を有していると考えられた MSW の割合は，第 4 章の研究で

は 43.0％，第 5 章の研究では 34.7％と 3～4 割にとどまっており，すべての MSW が

退院援助において家族評価のための情報収集が十分に実践できているとはいえない

可能性が推測された。  

 とりわけ第 4 章の研究結果から，全体として MSW は相似した実践傾向にあり，

退院先の決定に直接関係するような家族成員における患者の身元引き受けの拒否の

確認や退院援助におけるキーパーソンの把握，患者および家族成員が退院について

受け止め，今後の生活について考えられているかどうかについての情報収集は実践

頻度が高い一方で，疾病や障害，退院後の生活等に関する患者と家族成員のコミュ

ニケーションの状況についての情報収集の実践に課題がある可能性が明らかになっ

た。  

 この背景には，医療施策による在院日数の短縮化の影響から，退院援助に従事す
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る MSW に医療機関側からの早期退院への多大な期待と精神的な圧力がかかってい

ること（久保  2013；真嶋ら  2014；田中ら  2015）が関係していると考えられる。先

行研究では，複雑・複合的な生活課題を抱える家族が増える一方で，在院日数や社

会資源が限られ，ソーシャルワーク業務に対する困難性が高まっていることが指摘

されている（杉浦  2006；山川ら  2010；久保  2013）。また，MSW は多忙による時間

不足の状況にあり，「ケースの疑問も解決しないままでいる」「患者と向き合う時間

がなくなる」などの不安を抱えている（田中ら  2015）。こうした状況下で，退院の

促進に関する情報収集の実践頻度は高いものの，今後の生活を脅かす危険性のある

潜在的な課題に関する情報収集については実践に至っていない MSW が存在したと

考えられる。しかしながら，MSW にとっての「退院」とは単なる入院医療の終結で

はなく，患者やその家族成員の人生における重要な節目ないしは危機を支援する「特

定の期間」を意味していることから（杉浦  2006），MSW に対する養成・現任教育で

は，医療機関側からの早期退院への要請の中で限られた期間内に的確に援助ができ

る技術を身につけていくことが必要であるといえる。とりわけ，在院日数の制約に

よるプレッシャーが MSW の負担となっている現状をふまえるならば，家族を対象

とした援助技術の向上に留まらず，患者および家族成員の最善の利益の実現に向け

て援助に必要な在院日数を確保するため，医師や看護師等の関係職種に対する交渉

の技術とそれを支えるコミュニケーション技術を養っていくことも求められると考

える。  

また，MSW が所持することの多い社会福祉士資格や精神保健福祉士資格が診療

報酬制度上に明記されたことで MSW を配置する医療機関は年々増加しているもの

の，日本医療社会事業協会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会）（ 2006）が提案

している 100床につき 1人という配置基準を満たしていない医療機関は少なくない。

少人数の人員配置の中で MSW は，診療報酬制度によって業務が制限され，書類作

成等の業務負担も重なり（久保  2013；田中ら  2015），十分な援助実践を行うことが

困難な状況下にある。そのため，今後は医療機関における MSW の適切な配置に向

けて定量的データとともに MSW の役割や意義を示していくことも必要であると考

える。  
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2．医療ソーシャルワーカーの退院援助における家族評価のための情報収集の実践

の促進に関連する要因に着目した臨床応用の可能性  

 本研究の結果，以下の 2 点について臨床応用の可能性が考えられた。  

 

1）家族ライフサイクルモデルの学習に着目した臨床応用の可能性  

 MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践に対して，第 4 章の

研究では「家族のアセスメントに関する教育や研修の受講経験」が，第 5 章の研究

では「家族ライフサイクルモデルの学習経験」が実践の促進に関連する可能性が明

らかになった。家族ライフサイクルモデルでは，平均的な家族には一生において共

通して経験するいくつかの発達段階と各段階に特有の発達課題があると考え，結婚，

第 1 子誕生，思春期，巣立期，中年期，離婚，再婚，失業，親との死別，定年退職

など，家族の発達過程に起こり得る移行期に家族を構成する個々人はストレスを受

け，健康問題を引き起こしやすいとされる（McDaniel et al.＝2012）。退院援助に関

して MSW には，現在および退院後に想定される家族の課題に対する予防的支援を

行うために，長期的な視点から家族を捉えることが求められることから，このモデ

ルに関する学習経験が有効であったと考えられる。また，例えば援助者自身が思春

期の子どもと葛藤状態にある場合，親の傷つきや苦しみを共感的に理解しやすい一

方で，反抗的な子どもなどに批判的になる可能性がある（野末  2009）。そのため，

良好な援助の実施に向けて援助者には，自身の家族ライフサイクルをふまえて患者

および家族成員に抱いている感情等を日頃から意識しておく必要があり，家族ライ

フサイクルモデルの視点が役立つといえる。  

養成・現任教育に関しては，MSW が所持することが多い社会福祉士資格の新カリ

キュラム（2021（令和 3）年度より適用）において，「心理学と心理的支援」の科目

の教育内容の例に家族療法が挙げられ，心理学の理論を基礎としたアセスメントの

方法と支援について理解することが目標（ねらい）として掲げられている（厚生労

働省  2019）。そのため，当該科目の講義内容に家族ライフサイクルモデルの援助実

践への活用・応用の視点等を取り入れ，家族評価のための情報収集に必要な視点を

涵養していくことが可能となれば質の高い MSW の養成につながると考える。一方
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で，現在，離婚や再婚，未婚・晩婚等によって家族のありようは変化しており，家

族ライフサイクルモデルの枠組みに縛られてしまうと援助の方向性を誤りかねない。

そこで，教育においては個人の人生を多様なものとして捉えるライフコース論

（Clausen 1986）もふまえた内容とし，患者および家族成員の生活や人生について柔

軟に思考し対応していく力を身につけていくことも求められる。同時に，後続研究

においては，社会情勢を鑑みて家族ライフサイクルモデルの有用性を継続的に検討

していくことが必要である。  

 

2）職能団体への所属に着目した臨床応用の可能性  

 本研究では第 4 章の研究において「日本医療社会福祉協会（現，日本医療ソーシ

ャルワーカー協会）への所属」が，第 5 章の研究において「職場外におけるロール

モデルの有無」が MSW の退院援助における家族評価のための情報収集の実践に有

意に関連していることが確認された。これに関して，専門職団体は自己の職業の専

門職化を目指すことから，①社会的承認を獲得するための政治的団体である，②専

門職としての技能の教育，訓練，維持，向上のための基本的な責任を負う団体であ

る，③専門職個々人の行動を規制し，時には非行に対して懲戒を加える自己規制の

団体であるという特徴を有しており（石村  1969），MSW は実践能力を高めていくた

めに職能団体に所属し，積極的に現任教育を受けることが求められる。また，職能

団体は，所属機関外の MSW と交流し，情報交換を行う場を提供する役割も担って

いる。本研究では，職場外におけるロールモデルの存在が実践の促進に有意に関連

しており，より良い実践に向けて MSW が職場外の MSW と出会うことができる機

会を設ける必要性が示唆された。これに関して，北海道医療ソーシャルワーカー協

会（2020）が会員を対象に実施した満足度調査では，協会に所属している目的につ

いて「他の会員とのつながり（ネットワーク）を作れるから」と回答した人が最も

多く，有効回答の 73.2％を占めていたことから，職能団体への所属はロールモデル

と出会う機会としても求められているといえる。そのため，職能団体においては会

員である MSW が中堅やベテランの MSW とも交流ができる機会を設け，職場外の

教育・支援体制や連携体制を整え，MSW を支えるネットワークを構築していくこと
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が求められる。一方で，MSW が職能団体に求める具体的な内容については十分に明

らかにされていないことから，後続研究において MSW の教育・支援における職能

団体の在り方について検討していくことが課題である。  

また，本研究では各都道府県医療ソーシャルワーカー協会，日本医療社会福祉協

会（現，日本医療ソーシャルワーカー協会），日本社会福祉士会ならびに日本精神保

健福祉士協会のいずれにも所属していない割合が 1 回目の調査では 21.7％，2 回目

の調査では 24.2％といずれも分析対象者の 2 割以上を占めていた。とりわけ，第 4

章の研究において退院援助における家族評価のための情報収集について最も実践頻

度が低かったクラスター3 に所属する MSW が日本医療社会福祉協会（現，日本医

療ソーシャルワーカー協会）に所属している割合が低かったことをふまえるならば，

今後は MSW が職能団体に所属しない理由やその背景について検討していくことが

必要である。  

 

 

第 3 節 本研究の限界と今後の課題  

 

 本研究では，主に 3 点の限界と今後の課題があると考える。  

 第一に，本研究の調査はいずれも質問紙を用いた標本調査であったことから，悉

皆（全数）調査と異なり，得られるデータが標本に依存し，標本誤差を伴うことが

避けられないという標本調査の限界が挙げられる。また，本研究で実施した 2 回の

質問紙調査の回収率は，1 回目の調査では 31.6％，2 回目の調査では 19.3％であっ

た。回収率の差異については，1 回目の調査が 8 府県庁のホームページに掲載され

ている医療機関一覧を基に，各医療機関のホームページより MSW の在籍が認めら

れた場合に調査対象とした一方で，2 回目の調査では関東地方（東京都を除く）の

各県庁のホームページ内の一覧にある全医療機関を調査対象としたことから，調査

票を配付した医療機関の中に MSW が在籍していない医療機関が存在したことが関

係していたと考えられる。しかしながら，本研究データに偏りが存在する可能性は

否めないことから，今後は調査対象者数を増やして質問紙調査を実施するなど，結
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果の一般化に努めることが必要である。なお，こうした一方で 2 回の質問紙調査に

おける MSW の属性分布等は，MSW を対象とした研究（鈴木  2017；北川ら  2019；

倉本ら  2019）と近似しており，サンプリングの偏りが研究結果に著しい影響を及ぼ

した可能性は低いと考える。  

 第二に，本研究における 2 回の調査は，自記式質問紙を用いた主観的評価に基づ

いて回答を求めており，退院援助における家族評価のための情報収集の実践の程度

や内容について客観的な確認ができていない点である。そのため，今後は他者評価

に基づいた測定も検討する必要がある。例えば，MSW の援助記録等を基に，患者の

疾患や生活課題等の特徴をふまえて各事例における情報収集について評価すること

によって，MSW の実践能力の向上に向けた新たな知見が得られると考えられる。ま

た，事例を提示し，その援助におけるアプローチの対象・内容・方法を比較検討し

た先行研究（保正  2005；保正ら  2007；横山ら 2007；保正ら  2008）を参考に，事例

等を用いて情報収集後の援助の展開内容やその質をふまえた検討を行うことも有用

であるといえる。  

 第三に，本研究結果を臨床に応用していくためには，さらなる研究を要する点で

ある。本章第 2 節「臨床応用の可能性と教育・支援の方向性」に記述したとおり，

継続研究として，①医療機関における MSW の適切な配置に向けて定量的データと

ともに MSW の役割や意義を示していくこと，②社会情勢を鑑みて家族ライフサイ

クルモデルの有用性を継続的に検討していくこと，③MSW が職能団体に求める内

容をふまえて MSW の教育・支援における職能団体の在り方について検討していく

こと，④MSW が職能団体に所属しない理由や背景について検討していくことの 4 点

について取り組み，知見を提示していくことが今後の課題である。  
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